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Ⅰ 令和５年度当初予算（案）編成の基本的考え方

（国の予算等）

国の令和５年度予算は，足下の物価高を克服しつつ，経済再生の実現に向け，成長分野

への大胆な投資，少子化対策・こども政策の充実等を含む包摂社会の実現などによる新し

い資本主義の加速などの重要な政策課題について必要な予算を講じるなど，令和４年度第

２次補正予算と一体として，予算編成されたところである。

地方財政については，これまで県開発促進協議会等を通じて，一般財源総額の確保等に

ついて，国に対して強く要請してきたところであり，「地域デジタル社会推進費」が令和

７年度まで延長されるとともに，新たに「脱炭素化推進事業費」が計上されるなど，地方

における必要な歳出が計上されたことにより，水準超経費を除く一般財源総額について令

和４年度を０．２兆円上回る６２．２兆円が確保され，地方交付税総額も０．３兆円増と

なるとともに，臨時財政対策債は０．８兆円減の１．０兆円と過去最少となったところで

ある。

（本県の財政状況等）

本県においては，令和５年度当初予算の編成に当たり，持続可能な行財政構造を構築す

るため，行財政運営指針及び行財政改革推進プロジェクトチームにおいて示された取組の

方向性を踏まえ，事務事業見直しをはじめとする歳入・歳出両面にわたる徹底した行財政

改革に取り組んだところである。

これらの取組の結果，令和５年度においても，財政調整に活用可能な基金の取崩を行う

ことなく財源不足のない予算編成を実現するとともに，同基金残高についても２５０億円

を維持，臨時財政対策債等を除く本県独自に発行する県債残高については１．１兆円程度

で管理するという同指針に示した今後の財政運営の拠り所となる３つの指標を達成したと

ころである。

しかしながら，一層の高齢化の進行などにより扶助費が増加傾向にあることや，今後，

改修や更新を要する県有施設等の増加が見込まれることなどを踏まえると，本県の財政状

況は，引き続き，予断を許さない状況が続くものと考えられる。

（令和５年度当初予算編成）

令和５年度当初予算の編成に当たっては，行財政運営指針を踏まえた行財政改革を着実

に進めつつ，ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の理念も踏まえ，新型コロナウイルス感染

症の医療提供体制の確保や感染拡大防止対策，県民の安心・安全と経済活動，社会活動の

両立を図るための施策，直面する燃油・物価高騰の影響を緩和するための対策，鹿児島の

基幹産業である農林水産業，観光関連産業や企業の「稼ぐ力」の向上に資する施策，デジ

タルテクノロジーを活用した県民の暮らしの質の向上に資する施策，脱炭素社会の実現と

豊かな自然との共生のための施策，移住・交流の促進，地域産業の振興を支える人材の確

保・育成のための施策，結婚，妊娠・出産，子育ての希望がかなう社会の実現に向けた施

策などを積極的に推進することとしている。

また，国と同様に，令和４年度補正予算と令和５年度当初予算を一体として編成し，切

れ目なく事業を執行することとしている。
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１ 予算規模

（単位：百万円，％）

令和５年度 令和４年度 比 較
区 分

当 初（Ａ） 当 初（Ｂ） (A)／(B)

一 般 会 計 889,496 869,903 102.3

特 別 会 計
396,055 405,856 97.6

(企業会計を除く）

（注）端数処理のため，合計は一致しないことがある。以下の表同じ。

２ 投資的経費

（単位：百万円，％）

令和５年度 令和４年度 比 較 (参考)１６ヶ月予算の比較

区 分 令和４年度 令和３年度

当初(Ａ) 当初(Ｂ) (A)/(B) 12月補正＋3月補正 12月補正＋3月補正

＋ ＋ 比 較

普通建設事業費等 153,300 151,288 101.3 令和５年度 令和４年度

当初予算(C) 当初予算(D) (C)/(D)

公 共 事 業 95,961 95,961 100.0 123,070 128,699 95.6

県 単 公 共 事 業 17,309 17,357 99.7 17,309 17,357 99.7

公共＋県単公共 113,270 113,318 100.0 140,379 146,056 96.1

※普通建設事業費等とは，普通建設事業費と災害復旧事業費を合算したもの
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Ⅱ　当初予算（案）の姿

　(Ⅰ)　一 般 会 計

  　１　歳　　入
    （単位：百万円，％）

令 和 ４ 年 度 比較

当    初 当    初

(Ａ) (Ｂ)

１ 県 税 158,156 17.8 157,714 100.3

２ 地 方 消 費 税 清 算 金 81,533 9.2 73,245 111.3

３ 地 方 譲 与 税 31,156 3.5 31,116 100.1

４ 地 方 特 例 交 付 金 1,043 0.1 1,093 95.4

５ 地 方 交 付 税 277,769 31.2 274,520 101.2

６ 交通安全対策特別交付金 477 0.1 523 91.2

７ 分 担 金 及 び 負 担 金 4,766 0.5 4,932 96.6

８ 使 用 料 及 び 手 数 料 10,785 1.2 11,313 95.3

９ 国 庫 支 出 金 209,465 23.5 201,419 104.0

10 財 産 収 入 1,750 0.2 1,701 102.9

11 寄 附 金 121 0.0 17 728.7

12 繰 入 金 32,473 3.7 23,972 135.5

13 繰 越 金 2,000 0.2 2,000 100.0

14 諸 収 入 11,024 1.2 10,813 101.9

15 県 債 66,979 7.5 75,526 88.7

889,496 100.0 869,903 102.3

（注１）計数整理の結果，異動を生じることがある。以下の表同じ。

（注２）表示単位未満四捨五入の関係で各款等の計と合計が一致しない場合がある。以下の表同じ。

款　　　　別

合　      計

(Ａ)/(Ｂ)

令 和 ５ 年 度

構成比
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令和５年度一般会計歳入予算の状況
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755

1,607

2,778

2,095

1,582

670

1,771

令和４年度

令和５年度

（億円）

県税

158,156(17.8)

繰入金

32,473(3.7)

地方消費税清算金

81,533(9.2)

使用料・手数料

10,785(1.2)

諸収入

11,024(1.2)

財産収入

1,750(0.2)

分担金・負担金等

6,887(0.8)

地方交付税

277,769(31.2)

国庫支出金

209,465

(23.5)

県債

66,979

(7.5)

地方譲与税等

32,676(3.7)

自主財源

302,608

(34.0)

依存財源

586,888

(66.0)

（単位：百万円，（ ）は構成比％）

令和５年度
当初予算

889,496百万円
（100.0%）

（注）端数処理のため「自主財源」
「依存財源」の構成比は，内訳
の計と必ずしも一致しない。
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 　２　歳　　出

(1)　目 的 別

    （単位：百万円，％）

令 和 ４ 年 度 比較

当    初 当    初

(Ａ) (Ｂ)

１ 議 会 費 1,393 0.2 1,317 105.8

２ 総 務 費 52,966 6.0 38,463 137.7

３ 民 生 費 121,400 13.6 120,551 100.7

４ 衛 生 費 114,966 12.9 103,946 110.6

５ 労 働 費 2,173 0.2 2,233 97.3

６ 農 林 水 産 業 費 71,768 8.1 69,918 102.6

７ 商 工 費 14,334 1.6 14,928 96.0

８ 土 木 費 84,364 9.5 84,393 100.0

９ 警 察 費 37,484 4.2 36,797 101.9

10 教 育 費 182,390 20.5 186,927 97.6

11 災 害 復 旧 費 13,192 1.5 14,270 92.4

12 公 債 費 112,576 12.7 120,674 93.3

13 諸 支 出 金 80,290 9.0 75,286 106.6

14 予 備 費 200 0.0 200 100.0

889,496 100.0 869,903 102.3

款　　　　別

合　      計

(Ａ)/(Ｂ)

令 和 ５ 年 度

構成比
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令和５年度一般会計歳出予算目的別経費の状況
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（億円）

教育費

182,390(20.5)

衛生費

114,966(12.9)

民生費

121,400(13.6)

公債費

112,576(12.7)

土木費

84,364(9.5)

農林水産業費

71,768(8.1)

警察費 37,484(4.2)

諸支出金

80,290(9.0)       

総務費 52,966(6.0)

商工費 14,334(1.6)

その他 16,958(1.9)

令和５年度
当初予算

889,496百万円
（100.0%）

（単位：百万円，（ ）は構成比％）
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(2)　性 質 別

    （単位：百万円，％）

令 和 ４ 年 度 比較

当    初 当    初

(Ａ) (Ｂ)

１ 人 件 費 223,566 25.1 229,469 97.4

２ 物 件 費 50,009 5.6 43,262 115.6

３ 維 持 補 修 費 4,843 0.5 4,731 102.4

４ 扶 助 費 139,558 15.7 136,275 102.4

５ 補 助 費 等 193,940 21.8 177,476 109.3

６ 普 通 建 設 事 業 費 140,369 15.8 137,308 102.2

        (1) 補　　　　助 102,692 11.5 100,522 102.2

        (2) 単　　　　独 37,677 4.2 36,786 102.4

７ 災 害 復 旧 事 業 費 12,931 1.5 13,980 92.5

８ 失 業 対 策 事 業 費 0 0.0 0 0.0

９ 公 債 費 112,173 12.6 120,258 93.3

10 積 立 金 8,407 0.9 1,919 438.1

11 出 資 金 1 0.0 2 50.2

12 貸 付 金 2,586 0.3 4,135 62.5

13 繰 出 金 913 0.1 889 102.8

14 予 備 費 200 0.0 200 100.0

889,496 100.0 869,903 102.3

区　　　　分

合       計

(Ａ)/(Ｂ)構成比

令 和 ５ 年 度
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令和５年度一般会計歳出予算性質別経費の状況

一般会計歳出予算性質別経費の推移
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貸付金 2,586(0.3)
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260,899(29.3) 
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当初予算

889,496百万円
（100.0%）

（単位：百万円，（ ）は構成比％）
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費」の構成比は，合計やその内訳
の計と必ずしも一致しない。

8,100
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（Ⅱ） 県税収入見込

（単位：百万円，％）

区分 令和４年度 前年度比

税目 当初予算額 (Ａ) 構成比 当初予算額 (Ｂ) (Ａ)／(Ｂ)

個 人 県 民 税 46,274 29.3 45,669 101.3

法 人 県 民 税 3,425 2.2 3,479 98.5

県 民 税 利 子 割 85 0.1 178 47.9

個 人 事 業 税 1,510 1.0 1,506 100.2

法 人 事 業 税 32,099 20.3 33,746 95.1

地 方 消 費 税 35,892 22.7 34,604 103.7

不 動 産 取 得 税 3,732 2.4 3,552 105.1

県 た ば こ 税 1,852 1.2 1,762 105.1

ゴ ル フ 場 利 用 税 404 0.3 392 102.9

軽 油 引 取 税 11,733 7.4 11,971 98.0

自 動 車 税 18,552 11.7 19,026 97.5

自動車税環境性能割 836 0.5 1,174 71.2

自 動 車 税 種 別 割 17,716 11.2 17,852 99.2

鉱 区 税 13 0.0 10 126.7

狩 猟 税 23 0.0 25 93.5

核 燃 料 税 2,379 1.5 1,611 147.7

産 業 廃 棄 物 税 182 0.1 183 99.3

合　　　計 158,156 100.0 157,714 100.3

 （注） 端数処理のため，合計と内訳の計は必ずしも一致しない。

令和５年度
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 （Ⅲ） 特 別 会 計

  　１　特 別 会 計（企業会計を除く。）
    （単位：百万円）

令和５年度 令和４年度

当初予算額 当初予算額

(Ａ） (Ｂ) (Ａ)－(Ｂ)

102 240 △ 138

98 165 △ 67

7,693 6,759 934

264 199 65

63 76 △ 13

262 364 △ 102

202,129 210,541 △ 8,412

50 60 △ 10

185,395 187,453 △ 2,058

396,055 405,856 △ 9,801

（注）端数処理のため，各特別会計の当初予算額の差と増減額，各特別会計の計と合計

　　は必ずしも一致しない。

会　　　計　　　名

国 民 健 康 保 険 事 業

増　減　額

林業・木材産業改善資金貸付事業

公共土木用地取得先行事業等

港 湾 整 備 事 業

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

中 小 企 業 支 援 資 金 貸 付 事 業

就 農 支 援 資 金 貸 付 事 業

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 貸 付 事 業

公 債 管 理

合　      計
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 　２　病院事業特別会計

    （単位：百万円）

令和５年度 令和４年度

当初予算額 当初予算額

(Ａ） (Ｂ) (Ａ)－(Ｂ)

事 業 収 益 20,228 19,862 366

事 業 費 用 22,255 20,750 1,505

資 本 的 収 入 1,533 8,031 △ 6,498

資 本 的 支 出 2,178 8,598 △ 6,421

（注１）資本的収支の不足額は，内部留保資金で補 する。

（注２）端数処理のため，各区分の当初予算額の差と増減額は必ずしも一致しない。

 　３　工業用水道事業特別会計

    （単位：百万円）

令和５年度 令和４年度

当初予算額 当初予算額

(Ａ） (Ｂ) (Ａ)－(Ｂ)

事 業 収 益 395 411 △ 16

事 業 費 用 407 403 4

資 本 的 収 入 0 0 0

資 本 的 支 出 186 125 61

（注１）資本的収支の不足額は，内部留保資金で補 する。

（注２）端数処理のため，各区分の当初予算額の差と増減額は必ずしも一致しない。

増　減　額

増　減　額

収 益 的 収 入 及 び 支 出

資 本 的 収 入 及 び 支 出

区　　　　分

収 益 的 収 入 及 び 支 出

資 本 的 収 入 及 び 支 出

区　　　　分
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(Ⅳ)　公共事業調書

　１　公共事業
（単位：百万円，％）

区 令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度

事　　　業　　　名 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

分 （Ａ） （Ｂ）

道 路 23,271 23,021 101.1

河 川 3,847 3,802 101.2

海 岸 791 818 96.7

砂 防 7,398 7,786 95.0

港 湾 7,518 7,161 105.0

空 港 891 698 127.7

都 市 計 画 1,844 2,050 90.0

住 宅 1,993 2,105 94.7

直 轄 負 担 金 10,482 10,572 99.1

小　　　計 58,036 58,016 100.0

林 道 2,403 2,407 99.8

治 山 3,200 3,181 100.6

造 林 1,616 1,619 99.8

直 轄 負 担 金 232 255 91.0

小　　　計 7,451 7,461 99.9

漁 港 5,029 5,039 99.8

沿 岸 漁 場 整 備 1,032 960 107.5

直 轄 負 担 金 65 126 51.6

小　　　計 6,125 6,125 100.0

農 業 農 村 整 備 24,159 24,220 99.7

直 轄 負 担 金 190 139 136.7

小　　　計 24,349 24,359 100.0

95,961 95,961 100.0

前年度比
(Ａ)/(Ｂ)

合　　　　　計

土
　
　
木
　
　
関
　
　
係

林
　
務
　
関
　
係

水
産
関
係

農
政
関
係
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 ２　県単公共事業
（単位：百万円，％）

区 令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額
分 （Ａ） （Ｂ）

10,695 10,856 98.5

3,100 2,903 106.8

680 679 100.1

346 342 101.2

222 268 82.8

68 63 107.9

365 365 100.0

15,476 15,476 100.0

41 41 100.0

425 425 100.0

467 467 100.0

水
産

関
係 43 43 100.0

農
政

関
係 322 371 86.8

観
光

関
係 1,000 1,000 100.0

17,309 17,357 99.7

前年度比
(Ａ)/(Ｂ)

小　　　計

林 道

事　　　業　　　名

土
　
　
木
　
　
関
　
　
係

道 路

河 川

砂 防

港 湾

合　　　　　計

農 業 農 村

魅力ある観光地づくり

治 山

漁 港 ・ 漁 場

小　　　計

林

務

関

係

空 港

公 園

生 活 排 水
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 ３　災害復旧事業

（単位：百万円，％）

区 令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度

事　 業　 名 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

分 (Ａ) (Ｂ)

港 湾 47 51 92.2

林 道 197 155 127.1

農 地 等 953 2,030 46.9

小    　計 1,197 2,237 53.5

河 川 等 5,000 5,000 100.0

港 湾 2,600 2,600 100.0

治 山 400 400 100.0

林 道 600 600 100.0

漁 港 700 700 100.0

農 地 等 2,300 2,300 100.0

文 教 施 設 23 23 100.0

小    　計 11,623 11,623 100.0

0 45 皆減

38 39 97.4

12,859 13,944 92.2合       計

過
　
年
　
災
　
害

現
　
年
　
災
　
害

前年度比
(Ａ)/(Ｂ)

直 轄 負 担 金

指 導 監 督 事 務 費
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Ⅲ 主要施策の概要

（注） …新規事業  …拡充事業

事 業 内 容 予 算 額

千円
１ 誰 も が 個 性 と 能 力 を 発 揮 し 活 躍 で き る 社 会 の 実 現

（１） 高齢者が健やかで生きがいを持てる社会の形成

○ 高齢者元気度アップ地域活性化事業（高齢者生き生き推進課） 104,657

高齢者の健康維持や介護予防への取組及び高齢者を地域全体で支

える活動を促進するため，高齢者の自主的な健康づくりや社会参加

活動，幅広い世代の方が行う高齢者の見守りなどのボランティア活

動，高齢者を含むグループが行う互助活動等に対して，地域商品券

等に交換できるポイントを付与する。

ア 高齢者元気度アップ・ポイント事業

イ 介護人材確保ポイント事業

ウ 高齢者地域支え合いグループポイント事業

○ 老人クラブ育成事業（高齢者生き生き推進課） 78,484

心豊かで活力ある長寿社会の実現を図るため，生きがいづくりや

健康づくり，ボランティア活動など多様な活動を行う老人クラブに

対する助成を行う。

○ かごしまシニア人材育成促進事業（高齢者生き生き推進課） 13,555

地域活動に意欲のある高齢者の社会参加を促進するため，必要な

知識等を習得する研修の実施や活動事例集の配布により，地域が行

う高齢者の人材育成等を支援する。

○ 住民参加型福祉サービス支援事業（社会福祉課） 7,281

地域に暮らす高齢者や意欲のある地域住民に住民参加型福祉サー

ビスへの参加を促し組織化・活性化させることで，高齢者等の生活

支援や介護予防の推進を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 地域医療介護総合確保基金造成事業 1,748,581

（保健医療福祉課，高齢者生き生き推進課）

病床機能再編支援，在宅医療の推進，介護施設等の整備，医療・

介護従事者の確保・養成など，医療・介護サービスの提供体制の整

備を推進するため，基金を造成する。

○ 高齢者等介護人材参入促進事業（社会福祉課，介護保険室） 6,729

元気高齢者等を対象に，介護分野への関心を持つきっかけとなる

セミナ－等を開催し，入門的研修の受講等を案内するとともに，介

護事業者団体が介護サービス事業所に対し多様な働き方を推進する

取組を支援する。

○ 成年後見制度利用促進事業（社会福祉課） 1,005

成年後見制度の利用促進を図るため，市町村における中核機関の

設置・運営や地域連携ネットワークの構築等を支援する。

○ 地域福祉サービス推進事業（社会福祉課） 103,189

高齢者等の援護を必要とする人が，住み慣れた家庭や地域で安心

して暮らせるよう，各種福祉サービスの円滑な利用や，福祉サービ

スに関する苦情解決のための体制整備の支援等を行う。

○ 外国人介護人材マッチング等支援事業（社会福祉課） 13,830

外国人介護人材の確保を図るため，特定技能外国人等と県内介護

施設とのマッチングを行うとともに，県内就労を希望する留学生の

学費等を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 認知症施策等総合支援事業（高齢者生き生き推進課） 46,893

認知症の人が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう，

県民の認知症に関する正しい理解や認知症高齢者等にやさしい地域

づくりを推進するとともに，認知症疾患医療センターを中心とした

認知症の早期診断・早期対応の充実・強化，認知症高齢者介護の実

務者等に対する資質・対応力向上のための研修，若年性認知症支援

コーディネーターの配置などを行う。

ア 認知症介護実践者等養成研修事業

イ 認知症介護指導者養成研修事業

ウ 認知症理解普及促進事業

エ 認知症施策連携・体制整備事業

オ 認知症施策市町村支援事業

カ 若年性認知症施策総合推進事業

キ 認知症の人にやさしい地域づくり事業

（２） 女性がいきいきと活躍できる社会の形成

〇 かごしまジェンダー平等推進プロジェクト事業（男女共同参画室） 8,315

ジェンダー平等の実現に向けて，根強い固定的な性別役割分担意

識や無意識の偏見などにより生じているジェンダーギャップを解消

するため，ジェンダー平等推進プロジェクトチームや民間との協働

による若者会議の開催等を通じて，企業をはじめ県民の取組に向け

た気運醸成を図る。

〇 職場におけるジェンダー平等推進事業（男女共同参画室） 7,762

企業トップ等を対象としたフォーラムの開催やジェンダー平等に

積極的に取り組む企業の表彰等を通じて，職場におけるジェンダー

平等の実現を図り，男女がともに働きやすい環境づくりを推進する。

○ 女性のエンパワーメント事業（男女共同参画室） 7,902

ジェンダー平等推進の観点から，様々な分野における女性の参画

を促進するため，各種セミナーや交流会を開催し，女性のスキル向

上やネットワークの構築を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 子どもたちの男女共同参画学びの広場推進事業（男女共同参画室） 1,844

子どもの頃からジェンダー平等についての理解を深めるため，小

・中学生，教職員，保護者及び地域住民を対象としたワークショッ

プ等を開催する。

○ 困難を抱える女性のくらし･しごとサポート事業（男女共同参画室） 1,096

様々な困難を抱える女性の生活や就労を支援するため，各地域で

相談対応を行う民生委員・児童委員等を対象に，当該女性の状況や

背景への理解を深め支援スキルを向上する研修を行うほか，専門の

相談員による相談対応を行う。

○ 男女共同参画センターの運営事業（男女共同参画室） 11,961

男女共同参画社会の形成を図るため，県民に対する意識啓発や情

報提供，推進役となる人材の育成を行うほか，性別に起因する悩み

や問題に関する相談対応を行う。

○ 配偶者等からの暴力対策推進事業（男女共同参画室） 1,702

配偶者等からの暴力の防止及び被害者支援のため，関係機関と連

携を強化し，広報啓発及び相談体制の充実を図る。

○ 困難な問題を抱える女性への支援基本計画（仮称）策定事業 2,298

（子ども家庭課）

「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」に基づき，県

基本計画の策定を行う。

○ 配偶者暴力相談支援対策費（子ども家庭課） 19,512

配偶者からの暴力の被害や，生活困窮等さまざまな悩みを抱える

女性からの相談を受けるとともに，必要に応じて，保護等を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

（３） 障害者等の個性と能力を生かせる社会の形成

○ かごしま県民手話言語普及等推進事業（障害者支援室） 5,906

「かごしま県民手話言語条例」を踏まえ，ろう者が手話を使用し

やすい環境の整備等を図るため，県民等に手話を普及するための講

座の開催や手話通訳者及びその指導者の養成，手話施策推進協議会

の開催等を行う。

○ 医療的ケア児等総合支援事業（障害福祉課） 13,985

医療的ケア児が地域で安心して暮らしていけるよう，医療的ケア

児支援センターにおいて相談対応や関係機関との調整等を行うとと

もに，医療的ケア児等コーディネーターの養成・活用を図り，医療

的ケア児支援連絡協議会を開催する。

ア 医療的ケア児支援センター事業

イ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修等事業 等

○ 障害者施設等工賃向上計画推進事業（障害福祉課） 12,409

県工賃向上計画に基づき就労支援事業所の工賃水準の向上を図る

ため，事業所等が連携・協働して組織する共同受注窓口における情

報提供体制の整備や障害者就労施設の農業分野への参入等の支援を

行う。

○ 障害者就業・生活支援センター運営事業（障害福祉課） 47,726

障害者の家庭や職場を訪問し，本人の生活上の相談等に応じると

ともに，関係機関と連携し，金銭や衣食住の問題解決など生活に必

要な支援を行う。

○ 障害者スポーツ振興事業（障害者支援室） 6,173

令和５年10月に本県で開催する全国障害者スポーツ大会に向けて，

参加選手の確保・育成を図るとともに，本大会の開催を契機として

障害者スポーツの普及拡大を図るため，レベルアップ教室や情報サ

イトによる情報発信等を実施する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 障害者が安心して暮らせる鹿児島づくり推進事業（障害者支援室） 1,625

障害者の方々が安心して暮らせる鹿児島づくりを進めるため，障

害者やその家族等との意見交換会を地域ごとに開催する。

○ 発達障害者支援体制整備促進事業（障害福祉課） 2,276

県内各地における発達障害者支援体制の整備を促進し，発達障害

者（児）が身近な地域でライフステージに応じた適切な支援が受け

られる体制の充実を図る。

○ 障害のある人もない人も共に生きる鹿児島づくり事業（障害福祉課） 10,249

「障害のある人もない人も共に生きる鹿児島づくり条例」に基づ

き，障害を理由とする差別の解消を推進するため，県民，事業者に

対する普及・啓発や相談員による相談対応を行い，また，県障害者

差別解消支援協議会を運営する。

○ こども総合療育センター運営事業（障害福祉課） 112,257

こども総合療育センターにおいて，障害児全般にわたる総合相談

や発達障害児等を対象に外来による診療・療育等を行う。

○ 障害児通所給付事業（障害福祉課） 4,638,848

児童発達支援などの通所支援を利用する障害児の保護者に対して，

市町村が支給する費用の一部を負担する。

○ 障害児施設給付費等事業（障害福祉課） 933,203

障害児入所施設を利用する障害児の保護者に対して，障害児が受

けた入所支援等に必要な費用の一部を給付する。

○ 児童発達支援利用者負担軽減対策事業（障害福祉課） 4,505

認定こども園・保育所に在籍しながら児童発達支援を利用してい

る児童の保護者に対し，経済的な負担軽減を図るため，利用者負担

額の一部を助成する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 軽度・中等度難聴児補聴器助成事業（障害者支援室） 984

身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度の難聴児の言

語・コミュニケーション能力の発達や教育・社会生活面での改善を

図るため，補聴器購入経費の一部を助成する。

○ パーキングパーミット制度推進事業（障害者支援室） 6,072

身障者用駐車場の適正利用を図るため，県内共通の身障者用駐車

場利用証を発行し，障害者など歩行困難な方のために駐車スペース

を確保するパーキングパーミット制度を推進する。

○ 福祉のまちづくり推進事業（障害者支援室） 3,041

「福祉のまちづくり条例」に基づき，公共的施設等のバリアフリー

化を促進するための広報啓発等を行う。

○ 県地域生活支援事業（障害者支援室） 66,046

障害者が自立した日常生活や社会生活を営むことを支援するため，

専門性の高い相談支援体制の整備や，要約筆記者などの養成・派遣，

障害者の社会参加を促進するための事業等を実施する。

ア 障害者相談支援体制整備事業

イ 情報支援等事業

ウ 社会参加促進事業

エ 障害者ピアサポート研修事業 等

○ 市町村地域生活支援事業（障害者支援室） 201,108

地域の特性や利用者の状況に応じて市町村が行う障害者（児）等

の相談支援や意思疎通支援等に要する費用の一部を助成する。

○ 全国障害者スポーツ大会事業（障害者支援室） 55,148

障害者の自立と社会参加活動を促進するため，全国障害者スポー

ツ大会へ選手を派遣する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 重度心身障害者医療費助成事業（障害福祉課） 2,220,410

重度心身障害者の健康の保持増進を図るため，医療費の助成を行

う市町村に対し，経費の一部を助成する。

○ 障害者介護給付事業（障害福祉課） 7,679,437

障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスに係る費用として市

町村が支出する費用の一部を負担する。

○ 障害者訓練等給付事業（障害福祉課） 5,193,861

障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスに係る費用として市

町村が支出する費用の一部を負担する。

○ 障害者虐待防止対策事業（障害福祉課） 1,636

障害者虐待の防止や虐待を受けた者に対する支援等を行うため，

県障害者権利擁護センターを運営するとともに，市町村や相談支援

事業所等の相談窓口職員の専門性の強化を図るための研修会の開催

や障害者虐待の防止に関する普及啓発を行う。

○ 障害福祉計画策定事業（障害福祉課） 612

障害者総合支援法及び児童福祉法に基づき，障害福祉計画の改定

を行う。

○ 障害福祉分野におけるロボット等導入支援事業（障害福祉課） 9,132

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止や介護業務の負担軽

減等を図るため，見守りセンサー等の介護ロボット導入経費につい

て補助を行う。

○ 指定難病医療対策事業（健康増進課） 3,416,625

難病の患者に対する良質かつ適切な医療の確保及び難病の患者の

療養生活の質の維持向上を図るため，指定難病の治療に要する医療

費の助成を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 難病相談・支援センター事業（健康増進課） 17,278

難病の患者の療養生活の質の維持向上を図るため，患者及びその

家族のニーズに応じた総合的な相談・支援を行う。

○ 人にやさしい道づくり事業（県単公共）（道路維持課） 110,000

すべての人々が安全かつ快適に通行できるよう歩道の段差解消や

勾配の改善等を行う。

（４） 多文化共生の実現

○ 多文化共生推進事業（国際交流課） 7,630

外国人が住みやすい魅力的な鹿児島の実現を図るため，段階に応

じた日本語教育人材の養成や「やさしい日本語」などの講座を行う

講師を派遣するほか，在留外国人と県民の交流を促進する取組への

支援等を行う。

○ 国際交流プラザ設置事業（国際交流課） 18,595

県民と外国人の相互理解を深めることを目的に，県民，外国人，

国際交流団体への交流の場や生活情報等の提供，各種相談への対応，

外国語・文化講座等の開催などを行う。

○ かごしま留学生支援事業（国際交流課） 2,445

留学生の勉学・生活の安定化と将来の人的ネットワークの形成に

資するため，県内在住の私費留学生に対し奨学金を給付する。

○ 鹿児島県国際交流センター管理運営事業（国際交流課） 29,200

留学生等に宿泊施設を提供するとともに，留学生等の相互交流や

留学生等と県民との交流を通した国際社会に貢献する人材の育成及

び国際相互理解の促進を図るために設置した，鹿児島県国際交流セ

ンターの管理運営を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

（５） 誰もが役割を持ち，支え合い，尊重される社会の形成

○ 共生・協働の地域コミュニティづくり推進事業（くらし共生協働課） 12,046

「共生・協働の地域社会づくり」を推進するため，その担い手と

なる地域コミュニティの活動の活性化を図る。

ア 持続可能な地域コミュニティ構築支援事業

小学校区などの範囲において，自治会やＮＰＯ，企業など多様

な主体が連携・協力して地域課題の解決を図る地域コミュニティ

（コミュニティ・プラットフォーム）づくりに向けた市町村や地

域の取組を促進する。

イ 共生・協働ネットワーク地域推進事業

各地域振興局・支庁に設置する「地域共生・協働推進協議会」

において，地域の課題解決を図る共生・協働の取組を推進する。

○ 人権啓発推進事業（人権同和対策課） 23,109

県民の人権意識を高めるため，テレビ・ラジオ等による広報，県

民や行政，企業等を対象とした講演会等の開催や啓発資料の作成・

配付等を行う。

○ 人権施策推進事業（人権同和対策課） 3,312

ア 人権施策推進事業

人権施策の総合的な推進に資するため，県民や有識者等の意見

を反映する審議会を開催する。

イ 人権についての県民意識調査

人権が尊重される社会づくりに関する施策の積極的な推進を図

るため，県民意識調査を実施する。

○ 地域包括支援体制人材育成事業（社会福祉課） 3,289

市町村における包括的な相談支援体制の構築を促進するため，各

相談支援機関を総合的にコーディネートする相談支援包括化推進員

を育成する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 生活困窮者自立支援事業（社会福祉課） 114,075

生活困窮者の自立を促進するため，様々な課題を抱える生活困窮

者に対し，本人の状況に応じた就労や家計管理，子どもの学習等の

包括的な支援を行う。

○ 地域生活定着支援センター運営事業（社会福祉課） 24,085

福祉的な支援を必要とする高齢又は障害のある矯正施設退所者等

の地域への定着を図るため，地域生活定着支援センターにおいて必

要な福祉サービスの検討や関係機関との調整等による支援を行う。

○ 県地域福祉支援計画策定事業（社会福祉課） 1,292

平成31年３月に策定した「鹿児島県地域福祉支援計画」の計画期

間が令和５年度に終了するため，令和６年度からの新たな基本計画

を策定する。

○ 県営住宅の整備（公共）（住宅政策室） 1,890,223

ア 県営住宅建設事業

住宅に困窮する低額所得者等に対して低廉な家賃で賃貸する住

宅を供給するため，県営住宅を整備する。

イ 既設県営住宅改善事業

既設県営住宅の安全性の確保や居住性の向上を図るため，外壁

改修や老朽化した設備の改善，バリアフリー化などの住戸改善を

行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
２ 結婚 , 妊娠 ・出産 ，子育ての希望がかなう社会の実現

（１） 結婚，妊娠・出産の希望を実現できる社会づくり

○ 地域少子化対策強化事業（子育て支援課） 23,033

少子化問題に対応するため，地域における出会いの場の創出支援

や，男性の積極的な家事･育児参画の促進など，結婚，妊娠･出産，

子育てに温かい社会づくり・気運の醸成を図る。

○ 出会い・結婚相談事業（子育て支援課） 24,785

結婚を希望する方の出会いや結婚を実現するため，「かごしま出

会いサポートセンター」において，会員登録管理システムを利用し

たマッチングや成婚に向けた支援を行う。

○ 結婚新生活支援事業（子育て支援課） 55,000

新婚世帯に対し，結婚に伴う新生活のスタートに係る費用（新居

の家賃，引越費用等）を支援する市町村を対象に，その経費の一部

を助成する。

○ 緊急医師確保対策事業（医師修学資金貸与事業 特定診療科枠(一部）） 12,600

（医師・看護人材課）

将来，県内の産科・小児科の地域の中核的な病院等に勤務しよう

とする医学生に修学資金を貸与する。

○ 不妊治療対策事業（子育て支援課） 70,294

不妊及び不育症に悩む夫婦の精神的・経済的負担の軽減を図るた

め，県保健所等の不妊相談窓口において，不妊及び不育症に関する

相談に応じるとともに，特定不妊治療，不育症検査に要する費用及

び保険適用の生殖補助医療と併用して行われる先進医療に要する費

用の一部を助成する。

ア 不妊専門相談センター事業 909千円

イ 不妊治療費助成事業 35,996千円

ウ 不育症検査費用助成事業 1,085千円

エ 先進医療不妊治療費助成事業 32,304千円
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 離島地域不妊治療支援事業（子育て支援課） 3,013

保険適用による生殖補助医療を行う医療機関がない離島地域で不

妊治療を受ける方の経済的負担の軽減を図るため，通院に要する交

通・宿泊費の助成を行う市町村に対して，費用の一部を助成する。

○ 妊婦訪問支援事業（子ども家庭課） 644

妊婦健診未受診，育児困難等のハイリスクな妊婦の家庭訪問や相

談対応への支援を行う市町村を支援する。

○ 離島地域出産支援事業（子ども家庭課） 2,954

常駐の産科医がいない離島地域に居住する妊婦の経済的負担の軽

減を図るため，妊婦健康診査や出産の際の交通・宿泊費等の助成を

行う市町村に対して，費用の一部を助成する。

○ 出産・子育て応援交付金事業（子ども家庭課） 162,333

妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てができるよう，妊娠期

から出産・子育てまで一貫した伴走型相談支援の充実と，妊娠届出

や出産届出を行った妊婦等に対する経済的支援を一体的に実施する

市町村の取組を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 母子健康対策事業（子ども家庭課） 491,825

ア 先天性代謝異常等検査事業

タンデムマス法等による検査の実施により，乳児の先天性代謝

異常等の疾病を早期に発見し，適切な治療につなげ障害を防止す

る。

イ 養育医療等給付

医療を必要とする未熟児に対して医療の給付を行う市町村に対

し給付費の一部を負担する。

ウ 小児慢性特定疾病医療費助成事業

小児慢性特定疾病にり患している小児の医療費に対する助成を

行う。

エ 小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付事業

在宅の小児慢性特定疾病児童等に対して日常生活用具の給付を

行う市町村に対し，給付に要する費用の一部を助成する。

オ 女性健康支援センター事業

思春期から更年期に至る女性の婦人科疾患や更年期障害，妊娠

や出産についての悩み等に関する相談指導や情報提供を行う。

カ 小児慢性疾病児支援事業

慢性疾病児とその家族に対する支援策の協議を行うとともに，

訪問指導・個別相談等を行う。

キ 乳幼児身体発育調査事業

国の委託を受け，国が指定した地区内において，一定年齢の乳

幼児の身長・体重や母親の生活習慣等について調査を行う。

ク 新生児聴覚スクリーニング等環境整備事業

新生児期における聴覚検査と乳幼児からの早期支援を円滑に行

うため，関係機関の連携を推進するための協議会の設置や支援従

事者等の研修会などを実施する。

ケ 新生児聴覚スクリーニング検査体制整備事業

県内のどの産科施設で出産しても，精度の高い聴覚スクリーニ

ング検査が受検できるよう，検査機器の新規導入費用を助成する。

コ 「かごぷれホットライン」オンライン相談支援事業

孤立感や不安を抱えた妊産婦等が身近に相談できるオンライン

相談窓口を設置し，妊娠等に関する正しい情報提供や予期しない

妊娠等への相談支援を行う。

サ 産前から産後の切れ目ない支援強化事業

産前から産後に続く母子支援が円滑に実施されるよう，産後ケ

アに関わる助産師や保健師等に対し，実践的スキルの向上や各地

域での連携の促進を図るための研修等を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 未来の妊娠・出産を考えるきっかけづくり事業（子ども家庭課） 4,753

子ども・若者が主体的に将来を選択できるよう，妊娠・出産等に

関する医学的・科学的な知識や支援制度を踏まえたライフプランニ

ングを考えるきっかけを提供するための講演会等を実施する。

○ 周産期医療対策事業（子ども家庭課） 199,868

ア 周産期母子医療センター支援事業

周産期医療体制の拠点である周産期母子医療センターの運営費

を助成する。

イ 周産期医療体制推進事業

周産期医療及び小児医療体制の整備等についての協議を行うた

め周産期・小児医療協議会を開催するとともに，災害時の小児・

周産期医療の体制確保のため災害時小児周産期リエゾンの養成・

確保を進める。

ウ 周産期医療施設設備整備事業

身近な地域で安心して出産できる環境を整備するため，分娩に

必要な設備を購入する医療機関に対し補助を行う。

エ 産科医療体制確保支援事業

産科医療体制の確保が困難な地域において，新たに産科医等を

確保するための取組を行う市町村等に対し，費用の一部を助成す

る。

オ 新生児用ドクターカー整備事業

県が総合周産期母子医療センターとして指定している鹿児島市

立病院の新生児用ドクターカーの更新費用の一部を補助する。

○ 小児医療対策事業（子ども家庭課） 2,505

ア 小児在宅医療環境向上事業

小児患者やその家族が安心して療養できる環境の更なる向上を

図るため，ウェブサイト「そよかぜ」を運用するとともに，在宅

療養に関わる医療従事者等に向けた研修会を実施する。

イ 在宅人工呼吸器使用者非常用電源整備事業

在宅で人工呼吸器を使用する小児患者の停電時に備えるため，

貸し出し用の簡易自家発電装置等を購入する医療機関に対し補助

を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

（２） 安心して子育てができる社会づくり

○ 小児救急電話相談事業（子ども家庭課） 20,512

夜間等における小児科への患者集中の緩和や保護者等の不安の軽

減を図るため，小児患者を持つ保護者等からの電話相談に対して，

看護師等が症状に応じた助言を行う。

○ 医療的ケア児等受入体制構築促進事業（子育て支援課） 1,080

医療的ケア児とその家族の地域生活支援の向上を図るため，市町

村及び保育所等に対して，保育所等における医療的ケア児の受入を

促進するためのセミナーを開催する。

○ 医療的ケア児支援センター事業【再掲】（障害福祉課） 11,798

医療的ケア児支援センターを新たに設置し，医療的ケア児やその

家族，また，地域の支援機関等からの専門的な相談への対応や，必

要な情報の提供，助言等の支援を行うとともに，関係者間の連絡調

整を行うなど，医療的ケア児に対する総合的な支援を行う。

○ 保育の職場いきいき推進事業（子育て支援課） 1,161

職場環境改善の取組への理解を深め，保育士等の処遇改善の意識

定着を図るため，保育所等の経営者に対して，セミナーや講座を開

催する。

○ 認可外保育施設巡回支援指導事業（子育て支援課） 4,813

県が所管する認可外保育施設の質の確保・向上を図るため，巡回

支援指導員を配置し，指導監督基準の遵守や重大事故防止のための

助言等を行う。

○ 保育士修学資金貸付等事業（子育て支援課） 10,016

質の高い保育士の確保及び県内定着を図るため，保育士養成施設

の学生に対する修学資金等の貸付けを行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 保育士人材バンク事業（子育て支援課） 934

就業を希望する潜在保育士等を登録する「鹿児島県保育士人材バ

ンクＷｅｂシステム」を活用し，市町村における保育人材確保対策

を支援する。

○ 子ども・子育て支援総合対策事業（子育て支援課） 2,882,327

安心して子どもを育てることができる体制の整備を図るため，認

定こども園等の整備や保育士が働きやすい環境整備，保育従事者の

ための研修等の支援を行う。

ア 修学前教育・保育施設整備事業

イ 認定こども園等における教育の質の向上のための研修事業

ウ 保育体制強化事業

エ 保育補助者雇上強化事業

オ 医療的ケア児保育支援事業

カ 幼児教育の質の向上のための緊急環境整備事業

キ 保育環境改善等事業 等

○ 病児保育等体制整備促進事業（子育て支援課） 13,745

子どもが病気の際，自宅での保育が困難な場合などに一時的にそ

の児童を保育するため，市町村における病児保育施設の整備を促進

する。

○ 児童手当支給事業（子育て支援課） 3,783,977

家庭等における生活の安定に寄与するとともに，次代の社会を担

う児童の健やかな成長に資するため，中学校修了までの児童を対象

に，市町村が支給する手当の給付費の一部を負担する。

○ 児童健全育成対策事業（子育て支援課） 33,106

放課後等における児童の健全育成を図るため，放課後児童クラブ

の施設整備費の一部を助成するとともに，放課後児童支援員認定資

格研修及び現任研修等を実施する。

ア 放課後児童クラブ施設整備費

イ 放課後子ども総合プラン推進事業
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 子どものための教育・保育給付事業（子育て支援課） 15,314,116

質の高い幼児教育・保育などの子育て支援を総合的に推進するた

め，子ども・子育て支援新制度の対象となる幼稚園，保育所，認定

こども園等の教育・保育に要する費用の一部を負担する。

○ 子育てのための施設等利用給付事業（子育て支援課） 351,671

幼稚園（旧制度），認可外保育施設，預かり保育事業等の利用料

の一部を負担する。

○ 地域子ども・子育て支援事業（子育て支援課） 3,248,108

地域の子ども・子育て支援の充実を図るため，市町村が地域の実

情に応じて行う一時預かりや放課後児童クラブの運営など，子育て

支援の総合的な提供に対して交付金を交付する。

ア 放課後児童健全育成事業

イ 地域子育て支援拠点事業

ウ 病児保育事業

エ 放課後児童支援員等処遇改善事業 等

○ 多子世帯保育料等軽減事業（子育て支援課） 31,223

子育てに係る経済的負担の軽減を図るため，保育所等を利用する

多子世帯の０歳から２歳の第３子以降の保育料に係る保護者負担を

軽減する市町村に対し，経費の一部を助成する。

○ 私立学校助成事業（子育て支援課） 882,636

私立幼稚園等の教育条件の維持・向上及び修学上の経済的負担の

軽減を図るとともに，学校経営の健全性を高めるため，運営費等の

助成を行う。

ア 私立学校運営費補助 578,971千円

イ 私立学校運営費特別補助 268,665千円

ウ 私立学校退職金補助 35,000千円
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 子ども医療費助成事業（子ども家庭課） 825,433

ア 乳幼児医療費助成事業

子育て期にある家庭の乳幼児に係る医療費の経済的負担を軽減

するとともに，乳幼児の健康を守り，健全な発育を図るため，医

療費の助成を行う市町村に対し，経費の一部を助成する。

イ 子ども医療給付事業

経済的理由から受診を控えることによる症状の重篤化を防ぐた

め，住民税非課税世帯の高校生までを対象に，医療機関等での窓

口負担をなくす子ども医療給付を行う市町村に対し，経費の一部

を助成する。

○ ひとり親家庭医療費助成事業（子ども家庭課） 396,834

ひとり親家庭等における健康の保持や生活の安定，福祉の向上を

図るため,医療費の助成を行う市町村に対し,経費の一部を助成する。

○ 子ども・子育て総合推進事業（子育て支援課） 6,835

子ども・子育て支援新制度の円滑な運営を図るため，県子ども・

子育て支援会議を開催し，県子ども・子育て支援事業支援計画の点

検・評価等や幼保連携型認定こども園の認可等の審議を行う。

○ 新たな子育て家庭支援の基盤を早急に整備していくための支援事業 4,095

（子育て支援課）

ア 保護者支援臨時特例事業

子どもとの関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者

に対するペアレントトレーニング等を実施する市町村に対し，費

用の一部を補助する。

イ 子育て短期支援臨時特例事業

保護者がレスパイト・ケアの必要性を感じたときに安定して利

用することができるよう，専従・専任職員の配置や親子入所等支

援等を実施する市町村に対し，費用の一部を補助する。

ウ 一時預かり利用者負担軽減事業

低所得世帯等の児童が，一時預かり事業による支援を受けた場

合における，当該児童の保護者が支払うべき利用者負担額を軽減

する市町村に対し，費用の一部を補助する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 母子保健・児童福祉一体的相談支援機関整備・運営事業 56,171

（子ども家庭課）

全ての妊産婦，子育て世帯，子どもへ一体的に相談支援を行う母

子保健・児童福祉一体的相談支援機関（こども家庭センター）を整

備する市町村に対し，経費の一部を補助する。

○ 少子化対策県民意識調査（子育て支援課） 5,837

少子化の現状等について広く県民の意識調査を実施して，結婚，

妊娠・出産，育児に対する県民及び企業の意識を把握し，「かごし

ま子ども未来プラン2020」の見直しに当たっての基礎資料とする。

（３） 子どもたちが未来に希望を持てる社会づくり

○ 私立学校助成事業（学事法制課） 8,060,184

私立学校への就学が困難な者を対象に，修学上の経済的負担の軽

減を図るための助成を行う。

ア 私立高等学校入学金・授業料補助 129,689千円

イ 高等学校等就学支援金事業 6,975,650千円

ウ 奨学給付金事業 335,980千円

エ 私立小中学校等経済的支援事業 10,080千円

オ 私立専修学校生経済的支援実証研究事業 2,672千円

カ 私立専門学校修学支援事業 606,113千円

○ 青少年環境づくり推進事業（青少年男女共同参画課） 1,346

有害環境から青少年を守るため，立入調査や街頭補導，青少年環

境づくり懇談会及び青少年保護育成審議会の開催など，学校や地域，

関係団体等と連携した環境づくりを推進する。

○ 若者自立支援対策推進事業（青少年男女共同参画課，障害福祉課) 26,353

ア かごしま子ども・若者総合相談センター事業

不登校，ニート，フリーターなどの相談支援や支援地域協議会

の開催等を行う。

イ ひきこもり対策推進事業

「ひきこもり地域支援センター」において，ひきこもりに関す

る相談対応や研修会の開催，普及啓発，情報発信等を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 子ども・若者への相談支援活動スタートアップ事業 4,319

（青少年男女共同参画課）

県内各地域で子ども・若者への相談支援に取り組む団体等の活動

を促進し，「かごしま子ども・若者総合相談センター」や他の相談

機関等との連携体制を構築することにより，子ども・若者への相談

支援体制の拡充を図る。

○ かごしま子ども調査事業（子育て支援課） 5,911

鹿児島県の子ども及びその保護者の生活実態や支援ニーズ等の把

握・分析を行い，子どもの生活支援の効果的な実施や施策の検証・

評価に活用する。

○ 子ども食堂立上げ応援プロジェクト（子育て支援課） 7,122

子ども食堂の更なる普及を図るため，新規開設のきっかけづくり

のための子ども食堂の出張開催や新規開設に要する経費の助成，周

知・啓発など，子ども食堂を総合的に支援する。

○ ひとり親家庭等就労支援対策事業（子ども家庭課） 26,334

ア ひとり親家庭等就業・自立支援センター事業

ひとり親家庭の自立を支援するため,母子家庭の母等に対して，

就業に関する指導や助言を行うとともに，就業支援講習会等を開

催する。

イ ひとり親家庭自立支援給付金事業

ひとり親家庭の親の就業を促進するため，職業能力開発の講座

受講料の一部や資格取得期間中の生活費の一部を支給する。

ウ ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業

養成機関に在学し就職に有利な資格の取得等を目指すひとり親

家庭の親に対して，入学準備金及び就職準備金等の貸付けを行う。

○ 児童扶養手当給付事業（子ども家庭課） 800,181

ひとり親家庭等の生活の安定と自立を促進し，児童の福祉の増進

を図るため，父又は母と生計を同じくしていない児童を監護又は養

育する者に手当を支給する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 児童虐待防止関連事業（子ども家庭課） 445,215

児童福祉司等の増員，北部児童相談所の設置，中央児童相談所の

一時保護所の改築や建替えに係る可能性調査等を行い，児童虐待へ

の確実な対応・防止を図る。

ア 児童虐待防止対策事業 16,760千円

イ 児童虐待防止対策強化推進事業 1,726千円

ウ 中央児童相談所管理運営事業・相談事業 80,133千円

エ 北部児童相談所運営事業 95,237千円

オ 大隅児童相談所運営事業 12,248千円

カ 大島児童相談所費 17,938千円

キ 児童一時保護所費 111,527千円

ク 大島児童相談所年少幼児対策事業 228千円

ケ 子ども・家庭１１０番設置事業 5,366千円

コ 児童家庭支援センター運営費補助事業 44,499千円

サ 児童相談所第三者評価事業 880千円

シ 中央児童相談所一時保護所検討事業 2,502千円

ス 母子保健・児童福祉一体的相談支援機関

整備・運営事業【再掲】 56,171千円

○ ヤングケアラー支援事業（子ども家庭課） 15,475

ヤングケアラーへの支援体制を構築するため，関係職員向けの研

修を実施するとともに，関係機関と支援者団体等とのつなぎ役とな

るコーディネーターの配置，ＳＮＳ等を活用したオンラインサロン

の設置・運営を行う。

○ 子育て世帯訪問支援事業（子ども家庭課） 4,203

家事・育児等に対して不安・負担を抱える子育て家庭，妊産婦，

ヤングケアラー等への家事・育児支援等を行う市町村に対し，経費

の一部を助成する。

○ 薬物乱用防止対策事業（薬務課） 3,011

薬物乱用の根絶を目指し，関係機関・団体と協力して啓発活動を

行うとともに，県下の中学校において青少年に影響を及ぼす覚醒剤

等薬物の有害性・危険性について，啓発教育を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 危険ドラッグ対策事業（薬務課） 2,268

危険ドラッグ等の薬物が人体に影響を及ぼす有害性や事件・事故

を誘発する危険な薬物であることについて，広く県民への普及啓発

を図るため，シンポジウムの開催や学校等での講習を行う。

○ 入所施設整備事業（子ども家庭課） 43,294

児童養護施設の大規模修繕に要する費用の一部を補助する。

○ 自立援助ホーム等開設支援事業（子ども家庭課） 8,000

自立援助ホームを開設し，事業を実施する際に必要となる設備整

備等に要する費用に対して助成する。

○ ファミリーホーム体制強化事業（子ども家庭課） 8,310

ファミリーホームにおける人員体制を強化するため，補助者を雇

い上げる費用の一部を支援する。

○ 大学在学時奨学金返還支援基金事業（総務福利課） 50,000

大学等卒業後に県内に就業するなど，一定の要件を満たした場合

に，借り受けた奨学金の返還を支援するため，民間，市町村と連携

して基金を造成する。

○ 公立高等学校就学支援金等事業（総務福利課） 2,840,263

教育に係る経済的負担の軽減を図るため，公立高校の生徒に対し

て授業料に充てるための就学支援金を支給する。

○ 奨学のための給付金事業（高校教育課，学事法制課） 851,488

授業料以外の教育費負担の軽減を図るため，国が定める所得要件 公立 515,508

を満たす世帯の高校生の保護者等に対して奨学のための給付金を支 私立 335,980【再掲】

給する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
３ 健康で長生きできる社会の実現と良質な医療・介護の確保

（１） 心豊かに生涯を送れる健康長寿県の創造

○ 国民健康保険事業（国民健康保険課）（国保特別会計） 185,394,866

ア 国保保険給付費等交付金交付事業

国民健康保険事業の円滑かつ確実な実施を図るため，市町村に

対し，療養の給付等に要する費用等について，交付金を交付する。

・ 普通交付金

・ 特別交付金（国特別調整交付金分，保険者努力支援制度分，

県繰入金分（２号分），特定健康診査等負担金分）

イ 保険者業務事業

財政運営に係る事務及び市町村等との協議等，保険者としての

業務を行う。

ウ 国保ヘルスアップ支援事業

市町村が実施する保健事業を支援するため，保健事業従事者等

の資質向上や糖尿病重症化予防等に取り組む。

エ 国保運営協議会運営事業

国保運営の重要事項を審議するため，県国保運営協議会を運営

する。

○ 保険者等指導監査事業（国民健康保険課） 11,145

国民健康保険事業の健全な運営及び医療費の適正化等を図るため，

市町村等に対し，技術的助言等を行う。

○ 後期高齢者医療対策事業（国民健康保険課） 29,298,725

後期高齢者医療制度の財政の安定化を図るため，医療給付費等の

一部を負担するとともに，高額医療費や低所得者等に対する保険料

軽減分等の一定割合を負担するほか，市町村及び広域連合に対する

技術的助言等を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 健康寿命延伸総合対策事業（健康増進課） 14,711

ア 健康かごしま21推進協議会

県民の健康づくりを効果的・体系的に推進するため, 「健康か

ごしま21推進協議会」等を開催し，推進方策等について協議・検

討する。

イ メタボリックシンドローム予防対策事業

肥満や生活習慣病を予防・改善するため，関係団体と連携して，

生活習慣の改善や健診受診率の向上を図る。

ウ 健康づくりを支援する社会環境整備事業

産業界と連携した食の環境整備，受動喫煙防止の環境整備や職

場ぐるみの健康づくりを推進し，社会全体で県民の健康づくりを

支える社会環境の整備を図るため，「かごしま食の健康応援店」

や「たばこの煙のないお店」等の拡大に取り組む。

エ 慢性腎臓病特別対策事業

広く慢性腎臓病（ＣＫＤ）に関する正しい知識の普及，ＣＫＤ

対策に必要な人材の育成等を図るため，地域における講演会等の

開催や医療関係者を対象とした研修会等を実施する。

オ アレルギー疾患対策事業

アレルギー疾患に係る医療提供体制の整備を進めるとともに，

正しい知識の普及や必要な人材の育成等を図るため，研修会等を

実施する。

カ 循環器病対策推進事業

循環器病が県民の疾病による死亡・介護の主要な原因であるこ

とを鑑み，各種関係機関と協働で総合的な循環器病対策を推進す

るため，研修会等を実施する。

キ 循環器病対策推進計画策定事業

現行の鹿児島県循環器病対策推進計画が，令和５年度に終期を

迎えることから，国の動向や現行計画の進捗状況等を踏まえ，新

たな計画を策定する。

ク 健康かごしま21策定事業

現行の健康増進計画「健康かごしま21」が，令和５年度に終期

を迎えることから，現行計画の達成状況や実態調査の結果等を踏

まえ，新たな計画を策定する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 歯科口腔保健推進事業（健康増進課） 7,773

歯と口腔の健康づくりを総合的に推進するため，「口腔保健支援

センター」を活用し，歯科医療関係者や市町村等への専門的な支援

を行うとともに，ライフステージに応じた取組や多職種の連携によ

る口腔ケア体制の整備を行う。

ア 歯科口腔保健意識啓発事業

適切な歯科保健知識の普及啓発を図り，歯及び口腔の健康づく

りを推進する。

イ 歯科口腔保健実践指導事業

難病患者等に対する専門的な歯科保健事業や成人期における歯

科口腔保健の普及啓発を図る。

ウ 口腔保健支援センター運営事業

本県の歯科口腔保健に係る体制強化のために設置した，口腔保

健支援センターを活用し，各種施策を実施する。

エ 多職種連携による口腔ケア体制整備事業

入院から在宅へ切れ目ない支援を行うため，地域の医科・歯科

・介護関係者が患者の情報を共有し，継続的な口腔ケアの体制整

備を行う。

○ 健康増進支援事業（健康増進課） 87,671

壮年期からの生活習慣病の予防，県民の健康保持や生活の質（Ｑ

ＯＬ）の向上を図るため，健康増進法に基づき市町村が実施する健

康教育，健康診査等に要する経費の一部を助成する。

○ ハンセン病対策事業（健康増進課） 3,636

ハンセン病問題についての正しい知識の普及啓発に努め，ハンセ

ン病元患者･家族の方々への差別･偏見の解消を進めることにより，

これらの方々の名誉の回復を図るとともに，入所者に対する相談体

制の充実を図り,社会復帰を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 肝炎対策事業（健康増進課） 126,346

ア 肝炎対策事業

肝炎ウイルスの無料検査による感染者の早期発見と，肝炎・重

度肝硬変・肝がん治療費等の一部助成により，肝炎患者等の積極

的な受診を促す。また，肝炎等の早期発見・治療を促進し，重症

化の予防を図るため，肝炎ウイルス陽性者等に対し，初回精密・

定期検査の費用を助成する。

イ 地域連携体制強化事業

地域における肝炎対策を推進するため，肝疾患診療連携拠点病

院を中心とした地域連携体制の強化を図る。

○ がん対策総合推進事業（健康増進課） 75,611

ア がん克服総合推進事業

がん予防の推進，がんに対する正しい理解の促進，がんの早期

発見のための検診の受診促進等を図るとともに，医療用ウィッグ

の購入費用を助成する市町村に対し，経費の一部を助成する。

イ がん医療提供体制緊急整備事業

がん医療均てん化の推進を図るため，地域がん診療連携拠点病

院等の体制整備に要する経費の一部を助成する。

ウ 若年末期がん患者に対する療養支援事業

若年の末期がん患者及びその家族の身体的，経済的な負担の軽

減を図り，安心して在宅療養ができるように支援する。

エ ＨＴＬＶ－１等母乳を介する母子感染対策推進事業

ヒトＴ細胞白血病ウイルス１型（ＨＴＬＶ－１）等の抗体陽性

妊婦から生まれた乳児の粉ミルク代の一部を助成する。

○ 若年がん患者等支援事業（健康増進課） 6,027

ア 小児・ＡＹＡ世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業
にんよう

将来子どもを産み育てることを望む若年のがん患者等に対し，

妊孕性温存療法等に要する経費の一部を助成し，患者の経済的な

負担の軽減を図る。

イ 造血細胞移植後ワクチン再接種費用助成事業

造血細胞移植を受けた20歳未満のがん患者等へワクチン再接種

費用を助成する市町村に対し，その経費の一部を助成し，患者及

びその家族の経済的な負担の軽減を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 自殺対策事業（障害福祉課） 65,862

県自殺対策計画に基づき，総合的な自殺対策を推進するため，関

係機関，団体と連携し，相談支援，人材育成，普及啓発などの地域

の実情に応じた取組を実施するとともに，県自殺対策計画の改定と

市町村自殺対策計画の推進を図る。

（２） 住み慣れた地域で自分らしい生活を続けられる地域包括ケアの推進

○ 高齢者保健福祉計画作成事業（高齢者生き生き推進課） 3,735

介護保険法等に基づき，第９期（令和６年度～令和８年度）の県

高齢者保健福祉計画の作成を行う。

○ 訪問看護供給体制総合支援事業（高齢者生き生き推進課） 1,842

訪問看護供給体制を強化するため，訪問看護の現状や課題を協議

する検討会や新卒等訪問看護師の掘り起こしとマッチング支援，訪

問看護ステーション等を対象とした交流会，研修等を実施する。

○ 地域ケア・介護予防推進支援事業（高齢者生き生き推進課） 1,272,513

高齢者が要支援・要介護状態となることを予防するとともに，要

介護状態等となった場合においても，可能な限り，地域において自

立した日常生活を営むことができるよう，地域包括ケアシステムの

構築及び深化に向けた市町村の取組を支援する。

ア 地域包括支援センター職員等研修事業

イ 地域支援事業

ウ かごしま介護予防市町村支援事業

エ 保険者機能強化支援事業

オ 生活支援コーディネーター体制構築事業

○ 医療・ケア意思決定プロセス支援事業（高齢者生き生き推進課） 2,016

人生の最終段階における医療と介護の連携体制の整備及び「人生

の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライ

ン」の普及を図るため，高齢者施設の実態調査を踏まえ，施設職員

等を対象とした研修会や，パンフレット作成等による普及啓発を行

う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 在宅医療・介護連携推進支援事業（高齢者生き生き推進課） 1,680

地域包括ケアシステム構築に係る医療介護連携の推進を図るため，

在宅医療・介護連携推進協議会や，市町村等・地域振興局向け研修

会を開催するとともに，病院と自宅等との間で患者が円滑に入退院

できるよう，地域の入退院支援ルール運用・定着を支援する。

○ 介護職員人材確保等対策事業（介護保険室） 166,309

介護人材の確保等を図るため，介護事業所におけるキャリアパス

の構築，介護ロボットやＩＣＴ導入等を支援するとともに，関係機

関・団体と連携した取組を推進する。

ア 介護人材確保対策連携強化事業

イ 介護職員人材確保対策事業

ウ 介護職員キャリアアップ支援事業

エ 介護事業所内保育所運営費補助事業

オ 介護ロボット導入支援事業

カ 外国人介護人材受入支援事業

キ 介護サービス事業所ＩＣＴ導入支援事業

ク 介護職員処遇改善・労働環境改善支援事業

ケ 離島・中山間地域等における介護人材確保支援事業

○ 福祉人材センター運営事業（社会福祉課） 86,624

福祉・介護分野における人材の確保を図るため，福祉に対する県

民の理解と関心を高めるとともに，介護従事者の定着や新たな人材

の参入を促進する。

ア 福祉人材センター運営事業

イ 福祉・介護人材確保事業

ウ 介護の入門的研修事業

エ 介護職員チームリーダー養成研修支援事業

オ 介護福祉士修学資金等貸付補助事業

カ 離職介護職員の登録促進事業
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 外国人介護人材確保事業（社会福祉課） 27,915

外国人介護人材の確保を図るため，外国人介護人材を受け入れる

介護施設への学習支援経費等の助成，外国人留学生に学費等を給付

する介護施設への助成，施設と人材とのマッチング支援等を行う。

ア ＥＰＡ介護人材受入施設学習支援事業

イ 外国人留学生受入養成施設学習支援事業

ウ 外国人介護人材受入施設環境整備事業

エ 外国人介護人材マッチング等支援事業【再掲】

○ 認知症施策等総合支援事業【再掲】（高齢者生き生き推進課） 46,893

認知症の人が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう，

県民の認知症に関する正しい理解や認知症高齢者等にやさしい地域

づくりを推進するとともに，認知症疾患医療センターを中心とした

認知症の早期診断・早期対応の充実・強化，認知症高齢者介護の実

務者等に対する資質・対応力向上のための研修，若年性認知症支援

コーディネーターの配置などを行う。

ア 認知症介護実践者等養成研修事業

イ 認知症介護指導者養成研修事業

ウ 認知症理解普及促進事業

エ 認知症施策連携・体制整備事業

オ 認知症施策市町村支援事業

カ 若年性認知症施策総合推進事業

キ 認知症の人にやさしい地域づくり事業

○ 地域介護基盤整備事業（高齢者生き生き推進課） 1,132,344

「介護離職ゼロ」に向けた介護サービス基盤の確保や地域包括ケ

アシステムの構築を図るため，地域密着型特別養護老人ホームなど

の介護拠点の整備等に要する経費を助成する。

○ 老人福祉施設等整備事業（高齢者生き生き推進課） 327,710

高齢者福祉の向上を図るため，特別養護老人ホーム等の改築や高

齢者施設等の防災・減災対策を推進する設備等の整備に要する経費

を助成する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 介護保険負担事業（介護保険室） 25,664,470

市町村における介護保険給付に係る県負担金を交付する。

○ 介護保険第１号保険料低所得者軽減強化事業（介護保険室） 847,906

介護保険の第１号保険料について，給付費の５割の公費とは別枠

で公費を投入し，低所得の高齢者の保険料軽減を行う。

○ 精神科救急医療体制整備事業（障害福祉課） 28,427

休日等において，緊急に医療を必要とする精神障害者に対して，

24時間・365日迅速かつ適切な医療を提供するため，精神科救急情

報センター及び精神科救急医療電話相談窓口の設置や，病院群輪番

方式による精神科救急医療体制の充実を図る。

○ 精神科救急医療地域支援体制強化事業（障害福祉課） 1,627

精神科救急医療体制の充実を図るため，「精神科救急地域拠点病

院」を指定し，処遇困難患者の対応や平日夜間等の診療協力を行う。

○ 高齢者あんしん住まい整備事業（公共）（住宅政策室） 32,813

高齢者が安心して居住できる住宅の供給を促進するため，サービ

ス付き高齢者向け住宅の整備に要する費用の一部を助成する。

（３） 誰もが安心して必要な医療を受けられる地域づくり

○ 看護職員修学資金等貸与事業（医師・看護人材課） 28,833

看護職員の確保と定着を図るため，看護職員の確保が困難な医療

機関等に将来就業しようとする学生及び生徒に対し，修学資金を貸

与する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 看護職員確保対策事業（医師・看護人材課） 83,792

看護職員の確保と資質の向上を図るため，県内就業の促進や離職

防止のための支援のほか，看護職員の研修受講費用の一部を助成す

る。

○ 看護師等養成所運営事業（医師・看護人材課） 265,249

看護師等養成所における教育内容の充実・向上を図るため，学校

法人等が設置する養成所の運営費の一部を助成する。

○ 医療勤務環境改善支援事業（保健医療福祉課） 3,466

医療従事者の離職防止や医療安全の確保を図るため，医療機関が

行う勤務環境改善への取組に対して支援を行う。

○ 緊急医師確保対策事業（医師・看護人材課，子ども家庭課） 240,259

ア 緊急医師確保対策事業

地域医療を担う医師を確保するため，医師修学資金の貸与，県

外からのＵ・Ｉターンの促進，初期臨床研修医の確保等の対策を

実施する。

・ 医師修学資金貸与事業(一部)【再掲】

・ 離島・へき地医療実習

・ 「ドクターバンクかごしま」運営事業

・ 女性医師復職研修事業

・ 臨床研修病院連携強化対策事業

・ 離島・へき地医療視察支援事業

・ 専門医養成支援事業

イ 医師勤務環境改善等事業

・ 産科医等確保支援事業

・ 新生児医療担当医確保支援事業

ウ 専門医認定支援事業

○ 地域医療対策基金造成事業（医師・看護人材課） 74,700

地域における医療の確保を図り，県民が安心して暮らすことので

きる地域社会の実現に資するための財源を安定的に確保するため，

基金を造成する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 医療施設防災対策事業（保健医療福祉課） 261,259

医療施設における患者の安全確保を図るため，有床診療所等が行

うスプリンクラー等の設置に要する経費を助成する。

○ 離島へき地医療確保対策事業（保健医療福祉課） 293,586

離島・へき地住民の医療を確保するため，へき地医療拠点病院及

びへき地診療所の運営や設備整備に対する助成を行う。

ア へき地医療拠点病院運営事業

イ へき地診療所運営事業

ウ へき地医療拠点病院設備整備事業

エ へき地診療所設備整備事業

○ 離島・へき地におけるＩＣＴ技術を活用した遠隔医療推進事業 612

（保健医療福祉課）

離島・へき地医療の充実を図るため，ＩＣＴを活用した遠隔医療

の普及啓発等を行う。

○ 歯科医療確保対策事業（保健医療福祉課） 28,367

障害者（児），無歯科医地区の住民等の歯科医療を確保するため，

障害者（児）歯科診療，歯科巡回診療等を実施する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 救急医療確保対策事業（保健医療福祉課，子ども家庭課） 550,450

救急時の医療を確保するため，救急医療を行う医療機関の運営や

施設・設備の整備を支援するとともに，鹿児島県ドクターヘリの運

航に対する助成等を行う。

ア 小児救急電話相談事業【再掲】

イ 第二次救急医療施設運営補助

ウ 添乗医師等確保対策事業

エ 離島救急医療施設運営費補助

オ 第二次救急医療施設整備費補助

カ 小児救急医療拠点病院運営費補助

キ 救命救急センター運営事業

ク 消防・防災ヘリコプター医師搭乗システム整備事業

ケ 沖縄県ドクターヘリ導入負担金

コ ドクターヘリ運航事業

サ 奄美ドクターヘリ運航事業

○ 災害時医療確保対策事業（保健医療福祉課，障害福祉課） 32,104

災害時の医療を確保するため，災害拠点病院等の施設整備に対す

る助成等を行う。

また，災害発生直後の被災地において医療救護活動を行う災害派

遣医療チーム（ＤＭＡＴ），精神医療の提供と精神保健活動の支援

を行う災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）及び健康危機管理に関

する指揮調整機能を補佐する災害時健康危機管理支援チーム（ＤＨ

ＥＡＴ）を構成する人材の確保・育成を進める。

ア 災害拠点病院整備事業

イ 救急・広域災害医療情報システム整備事業

ウ 災害派遣医療チーム整備事業

エ 災害拠点病院等施設設備整備事業

オ 防災訓練等参加支援事業

カ 災害時健康危機管理支援チーム養成研修事業

キ 災害派遣精神医療チーム体制整備事業

○ 地域医療介護総合確保基金造成事業【再掲】 1,748,581

（保健医療福祉課， 高齢者生き生き推進課）

病床機能再編支援，在宅医療の推進，介護施設等の整備，医療・

介護従事者の確保・養成など，医療・介護サービスの提供体制の整

備を推進するため，基金を造成する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 地域医療介護総合確保事業（保健医療福祉課） 113,017

県地域医療構想に基づき，地域ごとにバランスのとれた医療機能

の分化と連携を適切に推進するため，地域医療構想調整会議を開催

するとともに，病床機能転換等に対する助成を行う。

ア 病床の機能分化・連携支援事業

イ 地域医療構想推進事業

ウ 病床機能再編支援事業

○ 病床転換助成事業（保健医療福祉課） 9,500

医療の効率的な提供を推進するため，医療機関が医療療養病床か

ら介護保険施設等に転換する場合の整備費用を助成する。

○ 地域医療連携促進事業（保健医療福祉課） 3,956

医療機能の分化・連携による切れ目のない医療提供体制を整備す

るため，県内各地域における疾病別・事業別の医療連携体制の推進

や，かかりつけ医の普及啓発等を行う。

○ 保健医療計画策定事業（保健医療福祉課） 1,571

保健医療提供体制の総合的な整備を図るため，医療法に基づき，

県保健医療計画の見直しを行う。

○ 医療費適正化計画策定事業（保健医療福祉課） 1,132

医療費適正化の総合的な推進を図るため，高齢者の医療の確保に

関する法律に基づき，県医療費適正化計画の見直しを行う。

○ 臓器移植推進事業（健康増進課） 6,766

臓器移植の適正かつ円滑な実施に資するため，臓器移植コーディ

ネーターの設置やＨＬＡ検査センターの運営費等の助成を行うとと

もに，移植医療に関する普及啓発を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 医療施設等施設整備事業（保健医療福祉課） 529,385

ア 医療施設地球温暖化対策整備事業

地球温暖化対策の取組を推進するため，地球温暖化対策に資す

る病院等の整備に要する経費を助成する。

イ 医療施設近代化施設整備事業

医療施設の経営確保を図るため，病院における患者の療養環境

等の改善に要する経費を助成する。

○ 北薩病院改修事業（県立病院事業特別会計） 394,595

「県立北薩病院あり方検討委員会」の提言を受け，今後の病院運

営に必要となる環境を整えるための改修工事を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
４ 地域を愛し世界に通用する人材の育成，文化・スポーツの振興

（１） 子どもの夢や希望を実現する教育環境づくり

○ 私立学校助成事業（学事法制課） 6,990,786

私立学校の教育条件の維持・向上を図り，学校経営の健全性を高

めるため，運営費等の助成を行う。

ア 私立学校運営費補助 6,627,508千円

イ 私立学校運営費特別補助 44,834千円

ウ 私立学校退職金補助 129,808千円

エ 日本私立学校振興・共済事業団掛金補助 155,415千円

オ 私立専修学校運営費補助 33,221千円

○ 私立学校助成事業【再掲】（子育て支援課） 882,636

私立幼稚園等の教育条件の維持・向上及び修学上の経済的負担の

軽減を図るとともに，学校経営の健全性を高めるため，運営費等の

助成を行う。

ア 私立学校運営費補助 578,971千円

イ 私立学校運営費特別補助 268,665千円

ウ 私立学校退職金補助 35,000千円

○ 「かごしまの先生」人材発掘・活躍サポート推進事業（教職員課） 8,626

新たな教員志望者を発掘するため，本県の教員として働くことの

やりがいや魅力を積極的にＰＲするとともに，県外での採用試験や

ブランクのある教職経験者を支援する研修等を行う。

○ 教員業務支援員配置事業（教職員課） 56,990

教員がより児童生徒への指導や教材研究等に注力できる体制を支

援するため，市町村が配置する教員業務支援員に要する経費の一部

を補助する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 「かごしまっ子」すくすくプラン（小学校低学年30人学級の実施） 203,065

（教職員課）

義務教育の入門期において，きめ細かな指導を行い，基本的な生

活習慣や学習習慣の定着を図るため，小学校１年生及び２年生で30

人学級を実施する。

○ 中学校免許外教科担任解消事業（教職員課） 60,274

中学校において，免許教科外で授業を担当する教科担任の解消を

図るため，非常勤講師を配置する。

○ かごしま教育ホットライン24（義務教育課，高校教育課） 24,059

いじめ問題等に悩む子どもや保護者等に対応するため，夜間・休

日も含めて24時間いつでも相談できる体制を整備する。

○ 未来の創り手を育成する学力向上プログラム（義務教育課） 6,627

児童生徒の確かな学力の定着を図るため，地域の現状や課題を踏

まえた組織的かつ総合的な学力向上に向けた取組の充実や授業改善

を推進する。

○ 子供の明日を拓く生徒指導チーム体制構築プログラム（義務教育課） 2,725

いじめや不登校など生徒指導上の諸課題に適切に対応するため，

学校，家庭，専門家，関係機関が一体となった生徒指導のチーム体

制の構築を図るための研修等を行う。

○ 教育の機会の確保に関する調査研究事業（義務教育課） 1,254

夜間中学の設置を含め，義務教育段階における教育の機会を確保

する施策の在り方等を検討するための委員会を設置するとともに調

査研究を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 楽しく伝え合う英語コミュニケーション能力育成事業（義務教育課） 2,555

グローバル社会で活躍できる鹿児島を担う世代の育成を図るため，

小中学生が英語によるコミュニケーションを体験する機会を設ける。

○ 特別支援教育総合推進事業（特別支援教育室） 3,770

教育，福祉，医療，保健，労働等の関係機関と連携し，発達障害

を含む障害のある幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じた適

切な指導及び必要な支援を行う特別支援教育を総合的に推進する。

○ 特別支援学校等教育環境改善推進事業（特別支援教育室） 1,905

特別支援学校等教育環境改善検討委員会の提言を踏まえ，特別支

援学校等の教育環境の改善を推進する。

○ 未来を拓く特別支援学校就労支援充実事業（特別支援教育室） 2,631

生徒の職業自立に向けた能力向上を図るため，企業等と連携した

技能検定を実施するとともに，就労・定着支援コーディネーターを

配置して実習先や就職先の企業の開拓等を行う。

○ 特別支援学校医療的ケア実施体制整備事業（特別支援教育室） 1,301

特別支援学校において医療的ケアを安全確実に実施できる体制整

備を図るため，看護師研修会や医療的ケア運営協議会等を実施する。

○ かごしま“職”の魅力発見プロジェクト（高校教育課） 1,478

地元への愛着や誇りを醸成し，地元産業に対する理解を深めるた

め，県内企業等による出前講座を実施する。

○ かごしまの次代を担う農業教育推進事業（高校教育課） 7,112

視野の広い農業担い手を育成するため，農業高校生を対象とした

国内外の先進的農家視察研修や，農業教員を対象とした技術及び指

導力向上研修等を実施する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 教室から世界へ！かごしまグローバルクラスルーム事業 18,765

（高校教育課，義務教育課）

語学力の向上と国際意識の醸成を図るため，海外の学校と年間を

通じてオンラインで交流するとともに，交流先の学校等へ生徒を派

遣する。

○ 世界を広げる英語コミュニケーション能力育成事業（高校教育課） 2,427

英語コミュニケーション能力の育成を図り，グローバル社会で活

躍できる人材を育成するため，英語によるコミュニケーションを体

験する高校生イングリッシュトレーニングキャンプ等を実施する。

○ 生徒指導対策総合推進事業（高校教育課，義務教育課） 119,703

児童生徒の様々な悩みや課題に対応するため，スクールカウンセ

ラーや臨床心理士等による専門的な知見に基づく教育相談体制の充

実を図るなど，総合的な生徒指導対策を推進する。

○ 楠隼中高一貫教育校調査検討事業（高校教育課） 821

楠隼中高一貫教育校の共学化及び通学生受入れの課題を整理する

ための調査等を行う。

○ 未来を切り拓く！新時代に対応した資質・能力育成推進事業 7,868

（高校教育課）

高校生が身につけるべき学習の基盤となる資質・能力や，現代的

な諸課題に対応できる資質・能力を育成するため，研究指定校にお

いて授業改善の研究を推進するとともに，県内高校生を対象とした

探究コンテスト等を行う。

○ 未来を創るキャリアプランニング推進事業（高校教育課） 24,230

新規高卒予定者の県内就職や，勤労観，職業観を醸成するキャリ

ア教育を支援するため，高校教育課及び県立高校へキャリアガイダ

ンススタッフを配置する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 教育の情報化推進事業（高校教育課，義務教育課） 19,158

本県の教育の情報化を推進するため，推進連絡協議会を開催する

とともに，ＧＩＧＡスクール運営支援チームを設置し，学校ＩＣＴ

の専門家等による学校や市町村教育委員会への指導・支援等を行う。

○ ＩＣＴ活用による次世代の学び推進事業 46,337

（高校教育課，義務教育課）

児童生徒のＩＣＴを効果的に活用した学びを推進するため，教員

のＩＣＴ活用指導力向上のための研修等を実施するとともに，県立

学校にＩＣＴ支援員を配置する。

○ 魅力ある県立高校づくりプロジェクト～小規模校サポート事業～ 1,028

（高校教育課）

小規模校の教育活動の充実を図るため，複数の小規模校を１つの

グループとみなし，学習活動や行事等を合同で実施できるよう支援

を行う。

○ 地域スポーツ・文化活動推進事業（保健体育課，義務教育課） 100,292

地域の持続可能なスポーツ・文化活動の環境を整備するため，部

活動の地域移行等に向けた市町村への支援等を行う。

○ 地域で支える家庭教育推進事業（社会教育課） 3,537

地域における効果的な家庭教育支援活動を推進するため，家庭，

学校，地域，企業等の様々な機関・団体が連携し，学習機会の充実

や家庭教育支援に関する人材の養成，広報・啓発活動等を行う。

○ 人権教育の推進（人権同和教育課） 15,155

「人権教育は全ての教育の基本である」という認識の下，自他の

大切さを認めることができる児童生徒を育成するため，学校及び教

育行政における積極的な人権教育実践を推進する。

・ 人権教育教職員等研修会（採用２年目の教職員等）

・ 人権教育研修資料の作成 など
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事 業 内 容 予 算 額

千円

（２） 鹿児島の発展を牽引する人材の育成

○ 国際学術交流事業（学事法制課） 1,348

県立短期大学において，ハワイ大学コミュニティカレッジ及び南

京農業大学国際教育学院との国際学術交流協定に基づいた，学生の

語学研修等の国際交流を推進する。

○ 京都賞受賞者講演会開催事業（計画管理室） 3,800

将来の鹿児島を担う高校生や大学生をはじめ，広く県民の方々に

国際感覚や幅広い視野を養う機会を提供し，文化的，学術的意識の

高揚を図るため，京都賞受賞者による講演会の開催等に要する経費

を負担する。

○ かごしま地域塾推進事業（青少年男女共同参画課） 6,622

鹿児島の教育的風土や伝統を生かして，子どもたちを地域ぐるみ

で育む「かごしま地域塾」の活動を支援するとともに，県内全域へ

の普及・拡大を図る。

○ 「郷土に学び・育む青少年運動」推進事業（青少年男女共同参画課） 2,862
ふるさと

青少年が自立の精神と豊かな感性のかん養，国際的感覚やふるさ

とを愛する心の醸成を図るため，地域が一体となった青少年育成県

民運動を推進する。

○ かごしま青少年海外研修事業（青少年男女共同参画課） 10,001

アジア経済圏の主要都市である上海，香港，台北に青少年を派遣

し，訪問国の若い企業人等との交流や現場体験等を通して，次代の

鹿児島を担う国際的な人材を育成する。

○ 鹿児島県青少年海外ふれあい事業（青少年男女共同参画課） 4,312

香港及びシンガポール交流会議の合意に基づき相互交流活動を行

い，国際的感覚を持った青少年の育成を図るとともに，友好親善に

寄与する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 鹿児島・岐阜青少年ふれあい事業（青少年男女共同参画課） 1,870

岐阜県との姉妹県盟約に基づき相互交流活動を行い，両県の青少

年が歴史的なつながりから友情の絆を深めるとともに，豊かな感性

や創造力を養う。

○ アジア地域との交流（国際交流課） 9,680

ア 中国との交流，全羅北道との交流

中国江蘇省及び韓国全羅北道との交流協議会を開催する。

イ 台湾との交流

台湾との交流を促進するため，屏東県と交流に向けた協議等を

行う。

○ 英国自治体との交流促進事業（国際交流課） 4,213

ロンドン・カムデン区及びマンチェスター市との交流を促進する

ため，友好協定に基づき，青少年交流等を実施する。

○ 第21回鹿児島・シンガポール交流会議（国際交流課） 4,829

アジアの貿易・金融の中心地として目覚ましい発展をとげている

シンガポールとの各般にわたる交流を促進するため，交流会議を鹿

児島で開催する。

○○新 ブラジル県人会創立110周年記念式典等参加事業（国際交流課） 16,040

ブラジル鹿児島県人会創立110周年記念式典等に参加し，関係者

の永年の御労苦をねぎらい，友好親善を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 郷土教育推進事業（社会教育課，高校教育課，文化財課） 12,039

将来鹿児島に住んで郷土の発展を支えようとする人材を育成する

ため，郷土教育の充実を図る。

ア 鹿児島の未来を担う青少年の志を育む事業

イ かごしま青年塾運営事業

ウ 郷土愛を育み，未来の人材を育成する地域協働プロジェクト

エ 鹿児島の産学連携に学ぶ！アカデミック・インターンシップ推

進事業

オ 「かごしまの文化財を知り，親しむ」事業

（３） 文化の薫り高いふるさとかごしまの形成

○ 「県民の日７．１４」記念事業（文化振興課） 1,825

「県民の日」(７月14日)において，県民がふるさとを愛する心を

育み，自信と誇りにあふれる，より豊かな鹿児島について考える日

となるよう，啓発イベントの開催や県有の常設展示施設における入

館・入園料の無料化等を実施する。

○ 文化の薫り高いかごしま形成事業（文化振興課） 13,978

本県の多様な文化芸術を継続・充実・発展させるため，文化芸術

団体等が行う鑑賞機会の提供，人材育成，次世代への活動継承や観

光，まちづくりとの連携等の活動に要する経費の一部を助成する。

○ 霧島国際音楽祭運営事業（文化振興課） 39,349

音楽文化の振興と若手演奏家の育成や交流人口の拡大を図るため，

アジアを代表する音楽祭にふさわしい著名な演奏家による演奏会や

講習会などを行う。

・ 開催期間 令和５年７月21日～８月６日（予定）

・ 場 所 みやまコンセール ほか

○ 霧島国際音楽ホールパイプオルガン整備事業（文化振興課） 64,267

県民の音楽文化の拠点施設としての充実や霧島国際音楽祭の魅力

向上，集客の促進を図るため，霧島国際音楽ホールへのパイプオル

ガンの整備を行う。
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千円

○ 歴史・文化ゾーン活性化事業（文化振興課） 4,452

鹿児島城跡周辺の歴史・文化ゾーンのさらなる活性化と回遊性の

向上に向けて，関係機関と連携して効果的なイベント等を実施する。

○ 第47回全国高等学校総合文化祭鹿児島大会開催事業 318,024

（全国高等学校総合文化祭推進室）

高校生の創造活動の向上や交流を深めるため，国内最大規模の高

校生の芸術文化の祭典である全国高等学校総合文化祭を開催する。

・ 開催期間 令和５年７月29日～８月４日

・ 場 所 県内８市町

○ かごしまの日本遺産等魅力発信事業（文化財課） 1,495

日本遺産「薩摩の武士が生きた町～武家屋敷群「麓」を歩く～」

の主要な構成文化財である鹿児島城跡及び各麓への誘客促進や関係

地域の活性化を図るため，シンポジウムやスタンプラリー等を行う。

○ 新発見！縄文王国鹿児島の魅力～魅力発信～事業（文化財課） 65,517

アフターコロナを見据えた観光資源としての「上野原縄文の森」

の魅力を高めるため，常設展示のリニューアルを行う。

○ 世界自然遺産の魅力発信事業（文化財課） 3,066

世界自然遺産の価値や魅力を強く発信するため，現地の専門家と

共に該当地域の資料収集や標本の整備を行うほか，県民向けの企画

展や講演会，児童・生徒向けの出前講座を実施する。

（４） 「する・みる・ささえる」スポーツの振興

○ スポーツ・コンベンションセンター整備事業（スポーツ施設対策室） 32,491

スポーツ・コンベンションセンターの整備・運営に係るＰＦＩ事 その他債務負担

業の実施に向けて，実施方針や要求水準書など公募に係る資料の作 行為限度額

成や，当該資料を専門的に審査するための委員会の設置・運営を行 25,652

う。
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千円

○ 県民総ぐるみ・鹿児島ユナイテッドＦＣ支援事業（スポーツ振興課） 16,500

「鹿児島ユナイテッドＦＣ」への支援を通じて，本県を広くＰＲ

し，交流人口の拡大や地域活性化に取り組む。

○ 「鹿児島レブナイズ」活動強化支援事業（スポーツ振興課） 1,620

「鹿児島レブナイズ」への支援を通じて，本県を広くＰＲし，交

流人口の拡大や地域活性化に取り組む。

○ スポーツかごしま活性化事業（スポーツ振興課） 7,922

スポーツを通じた交流人口の拡大や地域活性化を図るため，新た

なスポーツイベントの立ち上げやトップレベルで活動するスポーツ

クラブ等の連携した取組への支援などを行う。

○ スポーツツーリズム実践事業（グラウンド・ゴルフ大会開催事業） 2,570

（スポーツ振興課）

鹿児島県グラウンド・ゴルフ大会の開催を通じて，県民がスポー

ツに親しむ機会の創出，交流人口の拡大や地域活性化を図る。

○ 世界水泳選手権事前合宿誘致事業（スポーツ振興課） 2,350

国際スポーツ大会である世界水泳選手権福岡大会の開催効果を県

内に波及させるため，市町村や関係団体等と一体となって，参加国

が実施する事前合宿の誘致・受入に取り組む。

○ ジャパンアスリートトレーニングセンター大隅バリアフリー化推進 3,500

事業 （スポーツ振興課）

日本最高水準の陸上競技のトレーニングに特化した施設として，

障害の有無に関わらず，より多くのアスリートが利用できるよう，

更なるバリアフリー化を行う。
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千円

○ 県立サッカー・ラグビー場バリアフリー化推進事業 3,607

（スポーツ振興課）

身近なところでスポーツに親しみ，気軽に参加できてスポーツを

楽しむ施設として，障害の有無に関わらず，より多くの県民が利用

できるよう，更なるバリアフリー化を行う。

○ 「燃ゆる感動かごしま国体・かごしま大会」開催準備事業 5,217,861

（総務企画課，全国障害者スポーツ大会課，施設調整課，競技式典課）

令和５年の「かごしま国体・大会」の開催に向けて，県，市町村

及び関係団体等で組織する県実行委員会が実施する事業に対して，

必要な負担金を拠出する。

・ 「燃ゆる感動かごしま国体・かごしま大会」開・閉会式の開催

・ 各種広報活動や花いっぱい運動等の県民運動の実施

・ 「燃ゆる感動かごしま大会」の競技会場整備

・ 各種イベント（100日前イベント，炬火イベント等）の実施

・ 宿泊輸送や警備業務等，円滑な運営に向けた準備 等

○ 「鹿児島・佐賀エールプロジェクト」推進事業（総務企画課） 26,000

令和５年の「かごしま国体・大会」及びその翌年の「佐賀国スポ

・全障スポ」を“双子の大会”と位置づけ，両県の関係深化を図る

ため，佐賀県との連携により，スポーツをはじめとした様々な交流

を行うプロジェクトを推進する。

・ ジュニアアスリートや障害者アスリート等による交流

・ 修学旅行の相互の誘致

・ 県産品のＰＲや販売，ものづくり企業等の交流

・ 歴史パンフレットの作成・配布

・ 合同移住相談会の実施

・ 市町村交流事業への助成 等

○ 「燃ゆる感動かごしま国体・かごしま大会」競技役員等養成事業 14,394

（競技式典課，全国障害者スポーツ大会課）

令和５年の「かごしま国体・大会」の開催に向けて，県実行委員

会が実施する，競技団体による競技役員等の養成に係る補助事業に

対して，必要な負担金を拠出する。

61



事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 「燃ゆる感動かごしま国体」市町村運営費補助事業 2,545,650

（総務企画課，競技式典課）

会場地市町村等の競技会運営能力の向上を図り国体の円滑な開催

に資するため，会場地市町村が実施・運営する競技会及び競技別リ

ハーサル大会等に要する経費の一部を助成する。

○ 「燃ゆる感動かごしま国体・かごしま大会」競技用具整備事業 12,413

（競技式典課）

令和５年の「かごしま国体」の円滑な競技運営と広くスポーツの

普及・振興を目的に，競技会運営に必要な競技用具の整備を行う。

○ 「燃ゆる感動かごしま国体」会場施設整備事業（施設調整課） 939,907

会場地市町が行う競技会場施設の整備に要する経費の助成及び実

行委員会が行うセーリング競技会場の艇移動等に対して，必要な負

担金を拠出する。

○ 「燃ゆる感動かごしま国体」に向けた競技力向上対策事業 465,910

（競技力向上対策課）

令和５年の「かごしま国体」における天皇杯・皇后杯の獲得に向

けて，県選抜選手強化事業など，競技力の向上を図る。

・ 県選抜選手を対象とした強化遠征合宿等の実施

・ ターゲットエイジ選手の発掘及び育成・強化

・ スポーツドクター，トレーナー等の国体等への派遣

・ 強化指定チーム等の指定

・ 強化指導員の競技力強化及び県内選手への育成指導

・ ふるさと選手への支援 等

○ ２０２３全国ブロック代表新体操男子団体選手権大会開催事業 4,519

（競技式典課）

2023年佐賀国スポの開催延期に伴い，出場機会が失われた新体操

男子種目の選手達の思いに応えるとともに，鹿児島・佐賀両県の関

係深化を図るため，実行委員会が実施する全国ブロック代表新体操

男子団体選手権大会開催事業に対して，必要な負担金を拠出する。
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千円

○ 第２期マイライフ・マイスポーツ運動推進事業（保健体育課） 14,603

県民の誰もが，それぞれの関心や適性に応じて主体的・継続的に

スポーツ・レクリエーション活動に親しめるようマイライフ・マイ

スポーツ運動を推進する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
５ 脱 炭 素 社 会 の 実 現 と 豊 か な 自 然 と の 共 生

（１） 地球環境を守る脱炭素社会づくり

○ かごしまＳＤＧｓ推進事業（計画管理室） 3,520

地方創生ＳＤＧｓに積極的に取り組む企業等を県が登録し，「見

える化」を行うことを通じて民間の自発的な取組を促進すること等

により，ＳＤＧｓを原動力とした地方創生につなげる。

○ カーボンニュートラル普及啓発事業（地球温暖化対策室） 20,737

地球温暖化の現状，温室効果ガスの排出削減や気候変動への適応

の必要性について，県民や事業者の理解を深め，地球温暖化対策に

対する気運醸成を図るため，ＣＭやチラシ等による広告やイベント

の開催，事業者向けの省エネ対策マニュアルの作成等を行う。

○ 地球環境を守るかごしま県民運動推進事業（地球温暖化対策室） 8,471

効果的な温暖化対策を推進するため，「鹿児島県地球温暖化対策

推進条例」等に基づき，温暖化防止を図る各種施策を実施し，地球

温暖化対策の全県的展開を図る。

ア かごしま県民運動推進事業

イ こども環境教育支援事業

ウ 地球温暖化対策制度検討事業

エ エコ通勤普及推進事業

オ かごしま国体・かごしま大会ＣＯ２オフセット事業

カ 環境学習での地球温暖化対策普及啓発事業

○ かごしま脱炭素社会モデル創造事業（屋久島）（地球温暖化対策室） 5,124

ほぼ全ての電力が水力発電で賄われている屋久島において，二酸

化炭素の排出が抑制された先進的な地域づくりとして「屋久島

ＣＯ２フリーの島づくり」を促進し，モデル性や発信性の高い取組

を行う。

ア かごしま脱炭素社会モデル創造事業（屋久島）

イ 急速充電インフラ整備事業

ウ ＣＯ２フリーの島づくり普及推進事業
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千円

○ 県有施設脱炭素化推進事業（地球温暖化対策室） 210,010

地球温暖化対策の取組を率先して実行するため，県有施設におけ

る照明のＬＥＤ化や太陽光発電設備の設置を推進する。

○ 九州エコファミリー応援アプリ推進事業（地球温暖化対策室） 2,649

九州各県が共同で，手軽にＣＯ２削減行動に取り組める仕組みと

して，ポイントが貯まるスマートフォンアプリ「九州エコファミ

リー応援アプリ」を活用し，広く県民へ環境関連情報を発信すると

ともに，日常の省エネ行動を促進する。

○ かごしまエコファンド推進事業（森林経営課） 1,661

事業者及び県民などの自発的な温室効果ガスの排出削減の取組を

促進するため，県内における事業活動や社会活動により発生する温

室効果ガスのうち，自ら削減できない排出量について，森林整備に

よるＣＯ２吸収量により埋め合わせを行う取組を推進する。

○ 森林（もり）にまなびふれあう推進事業（みんなの森づくり県民税 78,480

関係事業） （森林経営課，かごしま材振興課，森づくり推進課）

森林を全ての県民で守り育てる意識の醸成を図るため，森林・林

業に関する学習や体験活動への支援，森林環境教育の推進，自治会

やＮＰＯ，企業などが行う森林づくりへの支援，木の良さを学ぶ

「木育」の実施や木造施設の整備等への支援を行う。

ア 森林（もり）とのふれあい推進事業

イ 森林環境教育推進事業

ウ 多様な主体による森林（もり）づくり促進事業

エ 木とふれあう環境づくり推進事業

○ 森林（もり）をまもりそだてる整備事業（みんなの森づくり県民税 382,418

関係事業） （森林経営課，かごしま材振興課，森づくり推進課）

森林環境の保全を図るため，再造林や間伐等の森林整備を支援す

るとともに，雑木竹林やマツ枯損木の伐採整理などの対策を促進す

る。

ア 未来につなぐ森林（もり）づくり推進事業

イ 里山林等保全管理促進事業
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千円

○ かごしまＣＯ２吸収量等認証推進事業（森林経営課） 2,904

森林資源の循環利用により吸収・固定・削減されたＣＯ２量を県

が認証し，地球温暖化対策への貢献度を「見える化」することによ

り，県民等による森林吸収源対策の取組を促進する。

○ 造林補助事業（公共）（森林経営課） 1,615,500

地球温暖化防止や水源かん養など森林の有する多面的な機能を発

揮させる観点から，間伐や再造林等による多様で健全な森林づくり

に取り組む。

○ 森林病害虫等防除事業（森づくり推進課） 75,542

松くい虫被害の拡大を防止するため，保安林等の重要な松林を中

心に特別防除・地上散布や伐倒駆除等を実施し，松林の保全を図る。

○ 森林整備公社運営指導事業（森づくり推進課） 1,062,863

(公社)鹿児島県森林整備公社の円滑な運営を図るために必要な資 その他債務負担行

金の貸付及び利子補助を行う。 為限度額470,617

千円及び損失確定

日以降の未補償額

に対し，損失補償

契約に定める利子

○ かごしまＧＸ研究事業（エネルギー対策課） 17,371

ＧＸの推進により県内産業の振興を図るため，県内中小企業の現

状等を調査し，課題や今後の取組等について関係機関で共有するた

めの検討を行う。

○ かごしまＧＸ推進事業（エネルギー対策課） 318,208

カーボンニュートラル実現のための経済・社会，産業構造変革

(ＧＸ）への理解を深める勉強会の開催や，省エネ・再エネ発電設

備等の導入支援等を行い，ＧＸへの取組を推進する。

ア ＧＸ推進再エネ導入支援事業

イ 省エネ設備等導入支援事業
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千円

○ 環境と調和した農業推進事業（経営技術課） 107,753

農業の持続的な発展と農業の有する多面的機能の発揮を図るため，

農業生産に由来する環境負荷を軽減するとともに，地球温暖化防止

や生物多様性保全等に効果の高い農業生産活動を支援する。

○ みどりの食料システム戦略推進総合対策事業（経営技術課） 51,150

「みどりの食料システム戦略」の実現に向けて，環境負荷低減と

持続的発展に向けた地域ぐるみのモデル地区を創出するとともに，

有機農業の産地づくり，環境にやさしい栽培技術や省力化に資する

技術の取組を推進する。

○ 産地パワーアップ事業（農産園芸課） 137,811

地域の営農戦略として定めた「産地パワーアップ計画」に基づき，

意欲のある農業者等が高収益作物・栽培体系への転換等を図るため，

農業機械及び省エネ機器の導入等を支援する。

○ 港湾脱炭素化推進計画の策定（公共）（港湾空港課） 6,210

重要港湾における温室効果ガスの現状及び削減目標，講じるべき

取組等をとりまとめた港湾脱炭素化推進計画を策定する。

○ 空港脱炭素化推進計画の策定（公共）（港湾空港課） 21,000

県管理空港における温室効果ガスの現状及び削減目標，講じるべ

き取組等をとりまとめた空港脱炭素化推進計画を策定する。

○ 県庁舎空調設備更新事業（管財課，警察本部 会計課） 437,790

設置から25年以上が経過し，老朽化している行政庁舎等の空調機

器を計画的に更新することにより，燃料消費量の低減を図る。

・ 行政庁舎 150,600千円 警察本部庁舎 287,190千円
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事 業 内 容 予 算 額

千円

（２） 再生可能エネルギーを活用した地域づくり

○ 水素・再生可能エネルギー推進事業（エネルギー対策課） 104,437

地域特性を生かした水素・再生可能エネルギーの導入を推進する。

ア 再生可能エネルギー推進委員会事業

イ 再生可能エネルギー導入活性化事業

ウ エネルギーをシェアするまちづくり事業

エ 水素エネルギー利用促進事業

オ 離島における電動モビリティ再エネ活用実証事業

○ 水素・再生可能エネルギー普及啓発事業（エネルギー対策課） 9,766

水素及び再生可能エネルギーに関するセミナーや各種展示，体験

教室等の開催，令和３年度導入のＦＣＶ公用車を活用し，イベント

での展示や学校への出前授業を行い，普及啓発を図る。

○ かごしまＧＸ推進事業【再掲】（エネルギー対策課） 318,208

カーボンニュートラル実現のための経済・社会，産業構造変革

（ＧＸ）への理解を深める勉強会の開催や，省エネ・再エネ発電設

備等の導入支援等を行い，ＧＸへの取組を推進する。

ア ＧＸ推進再エネ導入支援事業

イ 省エネ設備等導入支援事業

（３） 環境負荷が低減される循環型社会の形成

○ 産業廃棄物循環型社会推進事業（廃棄物・リサイクル対策課） 71,830

循環型社会の形成を図るため，産業廃棄物の排出抑制，減量化，

リサイクルを推進するとともに，産業廃棄物処理施設の整備及び適

正処理の確保を図る。

ア 産業廃棄物リサイクル等研修事業

イ 産業廃棄物処理施設計量器整備事業

ウ 産業廃棄物リサイクル技術等支援事業

エ リサイクル製品普及事業

オ 廃棄物安定化促進等評価事業

カ 産業廃棄物リサイクル施設等整備支援事業
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 産業廃棄物適正処理推進事業（廃棄物・リサイクル対策課） 52,164

ア 不法処理防止対策事業

産業廃棄物の不法処理を防止するため，産業廃棄物適正処理監

視指導員による立入検査や不法投棄パトロールを行う。

イ 不法投棄対策強化事業

不法投棄を防止するため，産業廃棄物の監視体制の強化を図る。

・ 「産廃不法投棄１１０番」の運用

・ 「不法投棄防止強化月間」の普及推進

ウ 不法投棄等原状回復促進事業

産業廃棄物の適正処理の一環として，不法投棄された産業廃棄

物を撤去し，原状回復を行う経費を助成する。

○ 廃棄物処理体制整備事業（廃棄物・リサイクル対策課） 2,643

大規模災害や全国的な感染症などの緊急事態発生時における，廃

棄物処理業の継続的な処理体制を整備する。

○ エコパークかごしま関連事業（廃棄物・リサイクル対策課） 221,269

公共関与による産業廃棄物管理型最終処分場「エコパークかごし

ま」について，住民への啓発活動や周辺地域の環境整備，地域振興

等に取り組む。

（４） 自然と共生する地域社会づくり

○ 自然公園等管理事業（自然保護課） 3,206

優れた自然の風景地を保護するとともに，その利用の増進を図る

ため，自然公園等の適正な管理運営や公園計画の見直しなど必要な

取組を行う。

ア 自然公園・自然環境保全地域管理事務

イ 自然公園管理事務処理交付金

ウ 甑島国定公園協働型管理運営推進事業

エ 甑島国定公園再点検事業
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千円

○ 未来へつなごう鹿児島の生物多様性推進事業（自然保護課） 1,615

生物多様性の保全を図るため，県民自らの取組等を一層促進する

とともに，希少野生動植物保全のための取組等を行う。

ア みんなの生物多様性サポーター支援事業

イ 鹿児島県指定外来動植物の防除促進事業

ウ 鹿児島県指定希少野生動植物等の保全対策事業

○ 外来動植物被害防止総合対策事業（自然保護課） 3,325

侵略的外来種による本県の貴重な生態系等への影響を防止するた

め，県条例指定の外来動植物の取扱いに関する普及啓発や，外来種

駆除マニュアルの整備など，総合的な被害防止対策を行う。

○ 希少野生動植物保護対策事業（自然保護課） 1,439

県内各地に配置した希少野生動植物保護推進員による保護活動や

普及啓発活動のほか，希少野生動植物の指定や監視体制の強化など

県内に生息・生育する希少な野生動植物の保護を行う。

○ 生物多様性鹿児島県戦略改定事業（自然保護課） 2,220

鹿児島の生物多様性の保全と持続可能な利用に関する基本計画で

ある生物多様性鹿児島県戦略について，自然的・社会的な状況の変

化を踏まえた改定を行う。

○ 狩猟対策事業（自然保護課） 23,911

適正な狩猟秩序を維持するため，狩猟規制区域等の指定及び標識

設置や狩猟免許試験等を実施する。

○ 特定鳥獣総合管理対策推進事業（自然保護課） 41,689

鳥獣による農林業，生活環境及び自然生態系への影響が深刻であ

ることから，科学的，順応的に鳥獣の個体群管理を行い，農林業の

健全な発展，生活環境の保全及び自然生態系の維持を図る。
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千円

○ 県立自然公園満喫周遊事業（自然保護課） 4,775

県立自然公園の利用や地域での自然環境を活用した取組を促進す

るため，地域関係者と連携した自然体験メニュー等の造成や多様な

利用者層に対する情報発信力の強化を図るほか，受入環境整備等に

対してスタートアップ支援を行う。

○ 大隅南部県立自然公園計画変更事業（自然保護課） 5,017

優れた天然林や希少な動植物の生息・生育地である大隅半島南部

地域の詳細な自然環境調査を実施し，大隅南部県立自然公園の区域

等の見直しを行い，優れた自然の風景地や自然環境を保全する。

○ 屋久島・奄美世界自然遺産管理運営推進事業（自然保護課） 6,428

屋久島・奄美の世界自然遺産としての価値の維持を図るための取

組や，世界自然遺産登録から30周年を迎える屋久島において，記念

式典やシンポジウム等の記念事業を開催する。

ア 屋久島環境文化村構想推進

イ 屋久島山岳部利用対策

ウ 奄美の県有地管理

エ○新 屋久島世界自然遺産登録30周年記念事業

○ 屋久島環境文化村中核施設設備整備事業（自然保護課） 178,242

屋久島環境文化村センター及び屋久島環境文化研修センターの施

設補修や設備機器の更新等を行い，機能充実を図る。

○ 奄美世界自然遺産保全・活用推進事業 45,392

（自然保護課，奄美世界自然遺産室）

世界自然遺産に登録された奄美の適切な保全・管理の継続的な実

施に向けて，自然環境の保全と利用の両立など必要な取組を推進す

る。

ア 遺産地域における利用ルールの運用

イ 世界自然遺産に係る普及啓発（奄美と屋久島の自然体験交流）

ウ 貴重な生態系の保全（希少種ロードキル対策等） 等
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千円

○ 水俣病対策事業（環境林務課） 3,976,472

水俣病の認定審査業務を行うとともに，「水俣病被害者の救済及

び水俣病問題の解決に関する特別措置法」に基づく医療費助成等を

行う。

○ 海岸漂着物地域対策推進事業（廃棄物・リサイクル対策課） 24,888

海岸における良好な景観及び環境の保全を図るため，海岸漂着物

等の発生抑制に係る取組を実施する。

ア 海岸漂着物対策推進協議会運営事業

イ 海岸漂着物回収処理・発生抑制事業

○ ヤスデまん延防止対策事業（廃棄物・リサイクル対策課） 1,582

県内におけるヤンバルトサカヤスデのまん延防止等のための調査

及び普及啓発を行う。

○ 環境の監視・測定（環境保全課） 52,586

大気や水質の常時監視を行うとともに，工場・事業場の排出・排

水基準監視を実施する。

ア 大気監視測定事業

イ 水質監視測定事業

○ 生活排水処理施設の整備促進（生活排水対策室） 810,298

生活排水処理施設の整備等を行う市町村に対して国費を含め助成

する。

ア 合併処理浄化槽整備促進事業（県単公共） 251,990千円

イ 公共下水道施設整備促進事業（県単公共） 11,000千円

ウ 農業・漁業集落排水事業（公共，県単公共） 547,308千円

○ 流域別下水道整備総合計画事業（公共）（生活排水対策室） 15,000

八代海において，下水道整備に関する基本計画である流域別下水

道整備総合計画を策定するため，水環境の調査等を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
６ 安 心 ・ 安 全 な 県 民 生 活 の 実 現

（１） 強靱な県土づくりと危機管理体制の強化

○ 一般公共治山事業（公共）（森づくり推進課） 3,015,390

山地に起因する災害から県民の生命・財産を保全するため，治山

施設の整備や機能が低下した森林の整備等を行う。

・ 対象地区 日置市東市来町長里大根城など

○ 災害関連緊急治山事業（公共）（森づくり推進課） 185,000

災害により新たに発生し，又は拡大した荒廃山地から県民の生命・

財産を保全するため，緊急的に治山施設の整備等を行う。

○ 直轄治山事業（公共）（森づくり推進課） 232,167

火山噴出物の土砂流出等による山地災害から県民の生命・財産を

保全するため，国が行う桜島地区民有林直轄治山事業に負担金を支

出する。

○ 県単治山事業（県単公共）（森づくり推進課） 425,334

山地に起因する災害から県民の生命・財産を保全するため，小規

模崩壊地における治山施設の整備等を行う。

○ 鳥インフルエンザ環境調査事業（自然保護課） 1,094

野鳥における高病原性鳥インフルエンザウイルスを早期に発見し，

野生鳥獣の保護や人・家きんへの感染予防に資するため，野鳥の糞

便採取や死亡野鳥のウイルス検査を実施するとともに，初動防疫体

制の整備を図る。

○ 原子力災害医療対策事業（保健医療福祉課） 111,532

原子力防災活動に必要な資機材の整備，原子力防災訓練の実施な

ど，原子力災害医療体制の充実を図る。
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千円

○ 災害時緊急医薬品等確保事業（保健医療福祉課，薬務課） 35,609

大規模災害時等における初動期医療救護に必要な医薬品の備蓄，

ＰＡＺ圏内の全ての住民及びＵＰＺ圏内の住民で一定の要件に該当

し希望する方を対象とした安定ヨウ素剤の事前配布，ＵＰＺ圏内の

福祉施設等に対する事前配備を行う。

○ 新型インフルエンザ対策事業（健康増進課） 46,517

新型インフルエンザの県内での流行に備え，抗インフルエンザウ

イルス薬の備蓄等を行う。

○ 風しん検査事業（健康増進課） 6,070

風しんの感染予防やまん延防止を図るため，妊娠を希望する女性

等に対して，無料の抗体検査を実施する。

○ 感染症予防計画事業（健康増進課） 783

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」の

一部改正を踏まえ，平時から入院調整の方法や医療人材の確保，情

報共有のあり方等について議論・協議する連携協議会の設置及びこ

れらの具体的な取組の方向性を示す感染症予防計画の改定を行う。

○ 感染症医療対策事業（健康増進課） 316,129

感染症の入院患者に対する適切な医療の提供を図り，感染症のま

ん延を防止するため，感染症患者の入院医療費の公費負担や，感染

症指定医療機関の運営費及び施設設備整備に対する助成を行う。

ア 医療扶助

イ 指定医療機関整備運営事業

ウ 指定医療機関施設設備整備事業

○ 感染症専門医養成講座事業（健康増進課） 20,560

平時から感染症の発生やまん延時における医療体制の整備につい

て，指導・助言等を行う感染症専門医を養成するための寄附講座を

開設する。
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千円

○ 漁港施設機能強化事業（公共）（漁港漁場課） 1,191,370

高潮・波高の増大や地震・津波等に対する漁港の安全対策とし

て，漁港施設の機能強化を図る。

○ 水産基盤機能保全事業（公共）（漁港漁場課） 675,560

漁港施設等の長寿命化を図りつつ，更新コストの平準化及び縮減

を推進するため，計画的に機能保全工事を行う。

○ 漁港海岸保全事業（公共）（漁港漁場課） 833,187

高潮等による被害から漁港背後集落等を守るため，海岸保全施設

の新設・改良，長寿命化対策を行い，県土の保全を図る。

○ 活動火山周辺地域防災営農対策事業（農政課） 1,730,284

桜島の降灰等による農作物被害の防止・軽減を図るため，防災営

農施設整備計画に基づく被覆施設や洗浄施設の整備等を行う。

○ 県営ため池等整備事業（公共）（農地保全課） 1,228,330

農地，農業用施設，人家等への災害を未然に防止するため，用排

水路等の整備や農業用ため池の防災対策を実施する。

○ 家畜疾病防疫対策事業（畜産課） 47,274

地域ぐるみで家畜飼養農場内への病原体侵入防止を図るため，消

毒機器，防鳥ネット等の整備に要する経費を支援する。

○ 家畜伝染病危機管理体制整備事業（畜産課） 13,166

悪性伝染病の発生に備え，防疫演習を実施し，生産者及び関係者

の初動防疫体制に対する理解を深めるとともに，防疫措置に必要な

資材の整備を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 家畜保健衛生所施設整備事業（畜産課） 508,285

家畜伝染病の万全な防疫体制を構築するため，姶良家畜保健衛生 その他債務負担

所の移転整備等を行う。 行為限度額

602,489

○ 盛土等規制区域指定基礎調査事業（公共）（監理課） 31,000

盛土等による災害の防止を図るため，盛土規制法に基づく規制区

域の指定に必要な基礎調査を実施する。

○ 緊急輸送道路等の整備（公共，県単公共）（道路建設課） 8,459,383

災害発生時における道路交通の機能を確保するため，緊急輸送道

路等の整備を行う。

・ 実施箇所 国道２２６号 笠沙道路，久志拡幅

国道５０４号 西光寺拡幅など

○ 橋梁の耐震補強（公共）（道路維持課） 796,131

緊急車両等の通行を確保するため，橋梁の耐震補強を行う。

・ 実施箇所 県道上屋久屋久線 屋久島町 宮之浦大橋など

○ 道路災害防除事業（公共）（道路維持課） 496,033

道路への落石や斜面崩壊等の危険箇所に対して防災対策を実施し，

交通の安全を確保する。

・ 実施箇所 国道２６９号 南大隅町根占辺田など

○ 特定交通安全施設等整備事業（公共）（道路維持課） 277,492

緊急輸送道路や交通途絶が予想される箇所などにおいて，道路利

用者へ通行規制等の情報を提供するため，道路情報提供装置を整備

する。

・ 実施箇所 県道谷山伊作線 日置市伊作など
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 電線共同溝整備事業（公共）（道路維持課） 41,880

安全で快適な通行空間の確保，良好な景観・住環境の形成，災害

の防止，情報通信ネットワークの信頼性向上等を目的とした電線地

中化を進める。

・ 実施箇所 県道知名沖永良部空港線 和泊町和泊など

○ 道路施設の老朽化対策（公共）（道路維持課） 2,702,814

橋梁やトンネル，舗装等の道路施設の老朽化に対して，計画的な

点検及び補修を行う。

○ 河川改修事業（浸水対策）（公共）（河川課） 3,846,992

沿川に資産が集積している都市河川やこれまでに大きな浸水被害

を受けた河川の抜本対策を行う。

・ 対象河川 新川，稲荷川，万之瀬川，雄川，神之川，別府川，

羽月川，甲女川，大美川など

○ 県単河川等防災事業（寄洲除去）（県単公共）（河川課） 1,800,000

河川の氾濫を未然に防止するため，着実に寄洲の除去を行う。

○ 直轄火山砂防事業（公共）（砂防課） 300,000

火山噴出物の土砂流出等による災害から人命，財産等を守るため

に，国が行う桜島砂防事業に負担金を支出する。

○ 総合流域防災事業（砂防事業等調査）（公共）（砂防課） 393,182

土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等の指定を行うため，

土砂災害の被害を受けるおそれがある箇所の調査を行う。

○ 火山砂防事業（公共）（砂防課） 1,000,650

火山地域の荒廃渓流において，土砂流出による災害から人家，耕

地等を守るため，砂防堰堤や護岸工等の整備を行う。

・ 対象地区 南さつま市久志川など
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 急傾斜地崩壊対策事業（公共）（砂防課） 2,177,700

がけ崩れによる土砂災害から住民の生命を守るため，擁壁工，法

面工などの急傾斜地崩壊防止施設の整備を行う。

・ 対象地区 鹿児島市大峯３地区など

○ 直轄港湾海岸改修事業（公共）（港湾空港課） 154,000

防災機能の強化とともに，地域活性化の核となる魅力ある海浜空

間創造として，国が行う指宿港海岸の海岸事業に負担金を支出する。

○ 港湾海岸高潮対策事業（老朽化対策）（公共）（港湾空港課） 361,515

海岸保全施設について，予防保全型の維持管理を行うため，長寿

命化計画に基づいた老朽化対策工事を行う。

○ 港湾施設改良費統合補助事業（公共）（港湾空港課） 1,615,339

港湾施設について，必要な機能を維持しつつ，将来の改良・更新

コストの抑制を図るため，長寿命化計画に基づいた老朽化対策工事

を行う。

○ 建築物耐震化促進事業（建築課） 82,102

大規模な地震に備えて県民の生命等の安全性を確保するため，法

律で耐震診断を義務付けられた大規模建築物の耐震改修等費用の一

部を助成する。

・ 対象建築物 昭和56年以前に建築された，３階以上かつ延べ

面積5,000㎡以上のホテル・旅館，百貨店，店舗など

○ 防災行政推進事業（危機管理課，災害対策課） 52,976

効果的な防災対策を推進するため，総合防災訓練等の実施，防災

情報機器の維持管理，火山防災対策の協議等を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 国民保護訓練事業（危機管理課） 13,616

国民保護法に基づき，国及び関係機関と共同で屋久島町を対象と

した図上及び実動訓練を実施する。

○ 防災情報迅速化対策事業（災害対策課） 1,200

効果的・効率的な防災対応を図るため，ＳＮＳを活用して防災情

報を収集する。

○ 県防災行政無線再整備事業（災害対策課） 100,453

防災行政無線のネットワークの多重化を図り，安定的な運用に資

するよう，衛星系のネットワークの再整備や防災電話交換機等の更

新を行う。

○ 原子力防災対策事業（原子力安全対策課） 438,848

防災活動に必要な資機材の整備，原子力防災訓練の実施など，原

子力防災対策の充実を図る。

○ 原子力安全・避難計画等防災専門委員会運営事業 29,922

（原子力安全対策課）

川内原子力発電所に係る安全性の確認や避難計画の検証など原子

力発電所に関する諸課題について，技術的・専門的見地から意見，

助言を得るため，鹿児島県原子力安全・避難計画等防災専門委員会

を運営するとともに，川内原子力発電所の運転期間延長に係る検証

結果等について県民に対して分かりやすく情報発信を行う。

○ 環境放射線監視測定事業（原子力安全対策課） 365,001

川内原子力発電所周辺の地域住民の安全の確保及び環境の保全を

図るため，環境放射線の監視を行うとともに，測定機器等を整備す

る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 災害警備対策等推進事業（警察本部 警備課，機動隊） 9,819

大規模災害等に迅速，的確に対応し，県民の安全を確保するため，

災害等装備資機材を整備する。

（２） どこよりも安全で安心して暮らせる地域社会づくり

○ 再犯防止推進事業（青少年男女共同参画課） 1,356

犯罪による被害を防止し，安全で安心して暮らせる社会を実現す

るため，再犯の防止等に関する県民への意識啓発や刑期を終了した

者等の居場所づくりを通じた円滑な社会復帰の支援をはじめ，再犯

の防止等に関する施策を総合的かつ計画的に推進する。

○ 犯罪被害者等支援事業（くらし共生協働課） 14,833

交通事故相談所における交通事故相談や性暴力被害者サポートネ

ットワークかごしま（通称：ＦＬＯＷＥＲ）の相談拠点における国

の夜間休日コールセンターと連携した24時間の相談対応など，犯罪

被害者等支援の充実を図る。

○ 交通安全推進事業（くらし共生協働課） 1,862

交通安全意識の高揚を図るため，交通安全運動や高齢歩行者交通

事故防止講習会の実施などの交通安全対策を推進する。

○ 消費生活センター等管理事業（消費者行政推進室） 43,293

消費者被害の未然防止等を図るため，県消費生活センター及び大

島消費生活相談所において，消費生活相談や消費生活講座等を実施

する。

○ 消費者行政活性化事業（消費者行政推進室） 32,965

多様化・複雑化する消費者被害等に対応するため，市町村に対す

る支援や消費生活に関する情報提供等を行い，消費生活相談窓口の

機能強化や消費者教育・啓発の充実・強化を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 「一歩踏み込む」食品ロス削減推進事業（消費者行政推進室） 3,302

食品ロス削減の推進を図るため，消費者，事業者を対象として意

識啓発のためのセミナー等を開催する。

○ 食品安全推進対策（生活衛生課） 65,019

食品の安全性の確保を図るため，食品安全に関する情報を広く県

民に提供するとともに，食品衛生法に基づく監視指導及び食品添加

物，残留農薬等の試験検査を実施する。

ア 食品安全推進対策事業

イ 食品衛生指導取締事業

ウ 乳肉水産食品衛生対策事業

○ 安心・安全な食の鹿児島づくり推進事業 2,221

（かごしまの食ブランド推進室）

「食の安心・安全推進基本計画」に基づき，セミナー等を通して

食の安心・安全の確保に関する様々な情報を県民や食品事業者等に

広く提供する。

○ 通学路の整備（公共，県単公共）（道路建設課） 4,165,625

事故発生の危険性が高い通学路における道路の整備を行う。

・ 実施箇所 県道小山田谷山線 山田工区

県道串木野樋脇線 市比野工区

県道布計山野線 山野工区など

○ 住民による避難力強化支援事業（災害対策課） 2,251

住民の避難行動への理解を促進し，地域防災力の強化を図るため，

自主防災組織が行う地区防災計画の作成等を支援する。

○ 交通安全施設等整備事業（道路維持課，警察本部 交通規制課） 3,977,059

ア 交通安全施設等整備事業（公共，県単公共等） 3,406,792千円

路面標示の補修や通学路の合同点検箇所等の交通安全対策など

イ 交通管制センター整備事業 570,267千円
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 自主防犯活動推進事業（警察本部 生活安全企画課） 2,926

地域住民等に対して，うそ電話詐欺や，子供や女性を対象とする

声掛け・つきまとい事案等に関する広報啓発，防犯情報の提供等を

行うとともに，防犯ボランティア団体等への活動支援を推進する。

○ 警察機能強化事業（警察本部 警務課） 9,742

サイバー空間の利用拡大，人身安全関連事案の増加等による治安

情勢の変化や地域情勢の変化へ的確に対応し，警察の機能強化を図

るため，「若手警察官の早期育成」，「女性の視点を一層反映した警

察運営の推進」，「専門的捜査員の育成強化」等を推進する。

○ 暴力団等組織犯罪対策事業（警察本部 組織犯罪対策課） 19,122

安全で平穏な県民生活の実現に向け，暴力団排除活動の推進に係

る広報，啓発活動等を実施するとともに，暴力団犯罪や薬物事犯等

の組織犯罪の取締りを推進する。

○ 犯罪被害者等支援推進事業（警察本部 相談広報課） 9,883

犯罪被害者等からの様々な相談への適切な対応やきめ細やかな支

援活動，カウンセリングを実施するなど，犯罪被害者等に対する支

援を推進する。

○ 交通事故抑止特別対策事業（警察本部 交通企画課） 34,371

交通事故を抑止するため，事故分析の高度化を図り，交通指導取

締りや交通環境整備の検証，広報・情報発信活動等を推進する。

○ 高齢者交通安全対策事業（警察本部 交通企画課） 11,985

交通安全ナイトスクールの開催や高齢者を対象とした参加・体験

型の交通安全教育の実施等，高齢者への交通安全の指導，広報啓発

活動を推進する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 少年非行・犯罪被害防止対策事業（警察本部 人身安全・少年課） 46,519

少年の非行防止・犯罪被害防止を図るため，少年警察ボランティ

アや大学生少年サポーター等と連携し，地域活動や広報・啓発活動

等を推進する。

○ 伊佐湧水警察署整備事業（警察本部 会計課） 416,822

老朽化・狭隘化の著しい伊佐湧水警察署庁舎について，来庁者の

利便性の向上や犯罪・交通事故等への迅速な対応を図るため，現地

に新庁舎を整備する。

○ 鹿屋警察署整備事業（警察本部 会計課） 166,356

老朽化・狭隘化の著しい鹿屋警察署庁舎について，来庁者の利便

性の向上や大隅半島における警察力強化を図るため，現地に新庁舎

を整備する。

○ 地域警察官の安全対策事業（警察本部 地域課） 1,337

交番・駐在所への襲撃事案等を未然に防止し，勤務員及び勤務員

の家族の安全確保を図るための安全対策を推進する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
７ 快適な生活環境の向上と世界につながる県土の創造

（１） 人やモノの交流を支える交通ネットワークの形成

○ 錦江湾横断交通ネットワーク調査検討事業（総合政策課） 1,039

錦江湾を横断する交通ネットワークについて，関係機関との意見

交換を行うなど，本プロジェクトに係る調査・検討を行う。

○ 鹿児島空港国際化促進事業（交通政策課） 145,288

鹿児島空港発着の国際定期路線の早期再開及び再開後の安定的運

航を図るため，航空会社に対する運航支援等を行うとともに，新規

路線開設に向けた取組を推進する。

○ 志布志・大阪航路利用促進特別対策事業（交通政策課） 21,090

志布志・大阪航路の安定的な運航の維持・確保を図るため，乗用

車輸送に対する運賃助成や，同航路のＰＲ等を行う。

○ 鉄道駅バリアフリー化推進事業（交通政策課） 15,742

鉄道駅における身体障害者や高齢者等の利便性向上を図るため，

バリアフリー化に取り組む。

○ 肥薩おれんじ鉄道利用促進対策事業（交通政策課） 3,835

肥薩おれんじ鉄道の利用促進を図るため，沿線の魅力を紹介する

各種イベントの開催や観光列車のＰＲ等の誘客対策を支援する。

○ 肥薩おれんじ鉄道経営安定化支援事業（交通政策課） 131,750

肥薩おれんじ鉄道の安定した運行を確保するため，同鉄道が行う

車両等の鉄道基盤設備の維持等に要する経費に対し，助成を行う。

○ 地方バス路線維持対策事業（交通政策課） 375,673

広域的・幹線的なバス路線の維持を図るため，同路線の運行費や

車両購入に係る減価償却費に対し，国と協調して助成を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 地域公共交通計画策定事業（交通政策課） 9,924

地域公共交通確保維持改善事業（地域間幹線系統補助）について

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の改正に伴い，地域

公共交通計画の策定が補助要件とされたことから，令和４年度に実

施した各調査を基に，鹿児島県地域公共交通計画を策定する。

○ 地方公共交通特別対策事業（交通政策課） 193,240

過疎地域における地域住民の日常生活に必要な交通手段の確保を

図るため，市町村が地域の実情に応じて実施する廃止路線代替バス

の運行費に対し，助成等を行う。

○ 移住・交流・関係人口拡大推進事業（地域鉄道活性化支援事業） 2,050

（交通政策課）

在来線の維持・存続を図り，地域住民や観光客の移動手段を確保

するため，特に利用者の少ない路線（線区）を対象に利用促進策に

取り組む。

○ 鹿児島版ＭａａＳ推進事業（交通政策課） 1,749

新たなモビリティサービスである鹿児島版ＭａａＳの実現に向け

て，実行委員会(仮)の設置，運営を行い，ＭａａＳを含めた交通の

デジタル化に取り組み，公共交通機関の利用促進や観光客等の乗り

継ぎ円滑化等を推進する。

○ 鹿児島空港将来ビジョン推進事業（交通政策課） 19,443

鹿児島空港将来ビジョンの実現に向けて，国内新規路線就航に向

けた取組を推進するほか，空港再整備の在り方について整理・検討

を行う。

○ ホワイト物流推進事業（交通政策課） 12,009

2024年の自動車運転業務における，労働基準法上の時間外労働の

上限規制適用に向けて，検討会を開催するとともに，トラック運送

事業者が実施する中継輸送等の実証実験の取組に対し，支援を行う。

85



事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 地域公共交通等人財確保支援事業（交通政策課） 13,945

地域公共交通等の担い手の確保を図るため，交通事業者等に対し，

人材確保に係るＰＲや県外就職説明会等への参加費用，免許取得等

に要する経費に対し，一部支援を行う。

○ 直轄道路事業（公共）（道路建設課） 6,482,181

広域的な交流ネットワークを形成する高規格道路である東九州自

動車道や南九州西回り自動車道の整備をはじめ，国が行う道路改築

事業等に負担金を支出する。

○ 主要幹線道路の整備（公共，県単公共）（道路建設課） 11,964,475

地域間の交流・連携の強化，産業や観光の振興のほか，地域の安

心・安全を確保するため高規格道路等の整備を行う。

・ 実施箇所 国道５０４号 広瀬道路

県道志布志福山線 志布志道路

県道鹿屋吾平佐多線 大中尾工区など

○ 島原・天草・長島架橋基礎調査（道路建設課） 9,146

島原・天草・長島架橋構想を実現する上で必要となる基礎資料を

得るための基礎的調査を行う。

○ 直轄港湾事業（公共）（港湾空港課） 2,016,235

国内外の海上輸送ネットワークの拠点としての機能を強化するた

め，国が行う鹿児島港などの港湾事業に負担金を支出する。

・ 鹿児島港における臨港道路（鴨池中央港区線）の整備

・ 志布志港国際バルク戦略港湾の整備

・ 川内港国際物流ターミナルの整備 など

○ 重要港湾の整備（公共等）（港湾空港課） 3,465,350

国内外の海上輸送ネットワークの拠点としての機能を強化するた

め，志布志港など重要港湾の整備を行う。

・ 志布志港国際バルク戦略港湾の整備

・ 川内港国際物流ターミナルの整備 など
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 地方港湾の整備（公共）（港湾空港課） 4,163,540

地域産業の振興や離島・奄美地域における定期船等の安全かつ安

定的な接岸を確保するため，鹿屋港，宮之浦港，亀徳港等の整備を

行う。

○ 離島空港の整備（公共）（港湾空港課） 891,450

航空機の安全運航を確保するため，徳之島空港等の滑走路端安全

区域の拡張を行うとともに，喜界空港等の空港施設の機能保持・向

上のための整備を行う。

○ 屋久島空港滑走路延伸調査事業（県単公共）（港湾空港課） 46,000

ジェット機就航に必要な滑走路2,000ｍの延伸の事業化に向けて，

空港施設の変更許可申請のための基本設計を行う。

（２） 個性豊かで魅力ある景観づくりと活力あるまちづくり

○ 公園の整備 （都市計画課） 482,111

ア 公園整備事業（公共） 413,769千円

県民のレクリエーション活動や自然とのふれあいなど，多様な

ニーズに対応するため，都市公園の整備を行う。

イ 県単公園整備事業（県単公共） 68,342千円

都市公園の安全確保のため老朽化した施設の改修等を行う。

○ 街路の整備（公共，県単公共）（都市計画課） 1,094,190

都市交通の円滑化と良好な都市環境の形成を図るための街路及び

歩道等の整備を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
８ 個 性 を 生 か し た 地 域 づ く り と 移 住 ・ 交 流 の 促 進

（１） 個性を生かした地域づくり

○ 地域振興推進事業（地域政策課） 700,431

各地域振興局・支庁が，地域における「県政の総合拠点」として

地域の振興を図るため，地域固有の課題解決や地域活性化策に迅速

かつ柔軟に取り組む。

○ 半島特定地域「元気おこし」事業（地域政策課） 87,335

地理的に厳しい条件下にある半島先端部地域の活性化を図るため，

地元市町等が行う産業振興や交流人口の拡大などに向けた取組を支

援する。

○ 宇宙開発利活用推進事業（地域政策課） 1,321

種子島・内之浦両ロケット打上げ施設の立地を生かした地域振興

等を図るため，関係市町等と連携して，宇宙開発利用の動向を踏ま

えた取組を進めるとともに，青少年等を対象にした宇宙に関するイ

ベントを開催する。

○ 買物弱者等実態把握事業（地域政策課） 2,163

買物が困難となっている地域の課題を分析し，市町村と連携して

課題解決につなげるための施策を検討するため，買物弱者や現行の

買物支援サービス等に関する実態を把握する。

○ むらづくり活動推進事業（農村振興課） 28,847

農村集落の活性化を図るため，次代を担うリーダー育成や農村環

境の保全活動，地域資源を活用した農村の新たなしごとづくり等の

取組を推進する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

（２） 移住・交流の促進と関係人口の創出・拡大

○ 移住・交流・関係人口拡大推進事業 62,630

（地域政策課，離島振興課，交通政策課，産業人材確保・移住促進課）

「地方回帰」の気運が高まる中，更なる移住・交流の促進を図る

ため，引き続き情報発信を行い，相談対応・市町村支援の強化に取

り組むとともに，地域おこし協力隊の支援に加え，関係人口の創出

・拡大に取り組む。

また，在来線の維持・存続を図り，地域住民や観光客の移動手段

を確保するため，利用促進策に取り組む。

ア 移住・交流対策

イ 地域おこし協力隊支援

ウ 特定地域づくり支援事業

エ 中山間地域等集落活性化対策

オ 関係人口創出・拡大

カ 地域鉄道活性化支援事業【再掲】

○ 離島地域おこし広域コミュニティ形成事業（離島振興課） 6,338

離島における交流人口の拡大や新規起業・事業拡大等の推進を図

るため，離島振興に関心のある方々等で構成するコミュニティの形

成や次世代を担う人材の育成を支援する。

○ かごしまワーケーション推進事業（産業人材確保・移住促進課） 14,311

関係人口の創出・拡大を図り，将来的な移住者の増加につなげる

ため，豊かな自然環境や食，温泉などの地域資源を活用した鹿児島

ならではのワーケーションを推進するとともに，本県へのワーケー

ション誘致のための県外企業と県内市町村とのマッチングイベント

の実施，ワーケーションの受入に取り組む市町村や民間事業者に対

する支援を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ かごしま移住就業・起業支援事業（産業人材確保・移住促進課） 136,342

ア かごしまＵＩＪターン移住・就業支援事業

東京圏から移住し，中小企業等に就業した者や，テレワーカー，

プロフェッショナル人材，または地域社会が抱える課題の解決に

資する事業を新たに起業した者等に対し，子育て加算を拡充した

移住支援金を支給する。

イ かごしま地域課題解決型起業支援事業

デジタル技術を活用して地域課題の解決を目的とした起業をす

る者及びSociety5.0関連業種等の付加価値の高い産業分野でのデ

ジタル技術を活用した事業承継又は第二創業した者に対し，起

業，事業承継又は第二創業に必要な経費の一部補助や経営基盤強

化のための支援を行う。

○ プロフェッショナル人材戦略拠点事業 35,134

（産業人材確保・移住促進課）

「プロフェッショナル人材戦略拠点」を設置し，県内企業に対し

て，販路拡大や新規事業の創出といった“攻めの経営”への転換と

そのために必要な副業・兼業を含む「プロフェッショナル人材」の

確保等を支援する。

○ グリーン・ツーリズム農泊推進事業（農村振興課） 3,000

農村の活性化と所得向上を図るため，地域資源を活用した農泊の

取組を推進するとともに，安心・安全な受入態勢の整備を支援する。

○ 空き家対策啓発等支援事業（住宅政策室） 2,216

市町村の空き家対策の取組を促進するため，市町村の要請に応じ

た専門家の派遣や，市町村担当者向け研修会を開催する。

○ かごしま空き家活用促進事業（住宅政策室） 3,736

地域活性化に資する空き家活用を促進するため，学生コンペにお

ける優良な提案の実現等に要する経費を支援し，地域のニーズに合

わせた空き家の更なる情報発信を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 空き家活用セーフティネット住宅改修事業（公共）（住宅政策室） 5,250

空き家を賃貸住宅として利用するための改修工事を行い，高齢者

や移住者等の住宅確保要配慮者の入居を拒まない住宅として登録す

る所有者等に対し，市町村が補助する改修費の一部を助成する。

（３） つながる地域の力「共生・協働かごしま」の実現

○ 地域資源活用・協働促進事業（くらし共生協働課） 1,911

多様な主体の協働により地域資源の利活用を図ることで，持続可

能な地域づくりの取組を促進するため，地域連携アドバイザーの知

見等を活かした講演会や助言・支援を行う。

○ 共生・協働センター業務委託事業（くらし共生協働課） 11,862

地域コミュニティやＮＰＯ，企業等による地域課題の解決に向け

た取組を促進するため，共生・協働センターの業務の一部を民間に

委託し，その特性を生かした相談対応や情報発信などを行う。

○ コミュニティの担い手育成・支援事業（くらし共生協働課） 2,817

地域コミュニティの活動の活性化を図るため，担い手の育成や支

援を行う。

 地域づくり人財育成事業

実践現場への参画などを通じて，地域づくりの企画力や活動の

スキルを習得する実践的な講座を開催する。

○ かごしま地域活性化協働推進事業（くらし共生協働課） 6,420

地域課題の解決や地域の活性化を図るため，地域コミュニティや

ＮＰＯ等の民間団体からなされた企画提案について，県と民間団体

が協働して事業を実施する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 地域貢献活動サポート事業（くらし共生協働課） 1,976

「ふるさと納税制度」を活用した「地域貢献活動応援プロジェク

ト」により，地域課題解決に向けた活動を行う地域コミュニティや

ＮＰＯ等の団体を支援し，その活動の活性化と関係人口の創出を図

る。

○ つなぐ・つながる協働促進マッチング事業（くらし共生協働課） 817

多様な主体の協働による社会貢献活動の取組を活性化するため，

地域コミュニティやＮＰＯ，企業などのマッチングの場を提供し，

協働事業を促進するとともに，関係人口の創出を図る。

○ 持続可能な地域づくり支援団体育成事業（くらし共生協働課） 1,257

持続可能な地域社会の重要な担い手である地域コミュニティやＮ

ＰＯ等の団体を継続的・専門的に伴走支援する「中間支援組織」の

育成に向けて，必要な調査等を行い，地域コミュニティ等の団体の

持続的な運営や活動の活性化を図る。

○ 共生・協働の地域コミュニティづくり推進事業【再掲】 12,046

（くらし共生協働課）

「共生・協働の地域社会づくり」を推進するため，その担い手と

なる地域コミュニティの活動の活性化を図る。

ア 持続可能な地域コミュニティ構築支援事業

小学校区などの範囲において，自治会やＮＰＯ，企業など多様

な主体が連携・協力して地域課題の解決を図る地域コミュニティ

（コミュニティ・プラットフォーム）づくりに向けた市町村や地

域の取組を促進する。

イ 共生・協働ネットワーク地域推進事業

各地域振興局・支庁に設置する「地域共生・協働推進協議会」

において，地域の課題解決を図る共生・協働の取組を推進する。

○ 県ボランティアセンター活動事業（社会福祉課） 9,389

県内のボランティア活動を促進するため，県社会福祉協議会に県

ボランティアセンターを設置し，災害時や福祉分野等におけるボラ

ンティアの育成を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 動物愛護業務事業（生活衛生課） 3,934

犬・猫の保護・引取り頭数を減少させるとともに，譲渡の推進を

図るため，地域猫活動を支援する自治体等への補助やミルクボラン

ティア等を行う動物愛護団体への助成などの取組を行う。

○ ふるさとの道サポート推進事業（道路維持課） 12,653

地域住民等による自主的な道路の清掃美化活動を推進するため，

ボランティア（ふるさとの道サポーター）の活動を支援・奨励する。

○ みんなの水辺サポート推進事業（河川課） 22,876

地域住民等による自主的な河川・海岸の清掃美化活動を推進する

ため，ボランティア（みんなの水辺サポーター）の活動を支援・奨

励する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
９ 多 様 で 魅 力 あ る 奄 美 ・ 離 島 の 振 興

（１） 島々の魅力を生かした奄美・離島の振興

○ 奄美群島誘客・周遊促進事業（交通政策課） 96,743

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた奄美群島への入込客の

回復を図るとともに，世界自然遺産登録の効果を群島全体へ波及さ

せるため，交通事業者と連携したプロモーションを行う。

○ 奄美群島成長戦略推進交付金（離島振興課） 917,210

奄美群島の自立的発展を図るため，市町村等による地域の裁量に

基づく産業振興等の取組を支援する。

○ 奄美群島農林水産物等輸送コスト支援事業（離島振興課） 696,699

奄美群島における農林水産物等の輸送コストの負担軽減を図るた

め，本土と比べ割高となっている農林水産物等の輸送費に対し，一

部助成を行う。

○ 特定有人国境離島振興対策事業（離島振興課） 369,359

特定有人国境離島地域の地域社会の維持を図るため，農水産品に

係る輸送コストの軽減や滞在型観光の促進，雇用機会の拡充に係る

取組を支援する。

○ 特定離島ふるさとおこし推進事業（離島振興課） 900,000

三島村，十島村等の自然条件等が厳しい特定離島地域を対象に，

市町村等による産業の振興，生活基盤の整備，ソフト対策などの取

組を支援することにより，地域の活性化を図る。

○ 離島地域おこし広域コミュニティ形成事業【再掲】（離島振興課） 6,338

離島における交流人口の拡大や新規起業・事業拡大等の推進を図

るため，離島振興に関心のある方々等で構成するコミュニティの形

成や次世代を担う人材の育成を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 奄美群島振興開発特別措置法延長対策事業（離島振興課） 5,361

現行の奄美群島振興開発特別措置法が令和５年度末で期限を迎え

ることから，令和４年度に実施している奄美群島振興開発総合調査

の結果を踏まえ，同法の延長実現及び次期奄美群島振興開発計画の

策定準備を行う。

○ 奄美群島日本復帰７０周年記念事業（離島振興課） 13,104

令和５年に日本復帰７０周年を迎える奄美群島において，歴史や

歩みを後世に伝えるとともに，一層の自立的発展に向けた気運を醸

成する記念式典等を開催する。

○ ほこらしゃ奄美音楽祭開催事業（文化振興課） 15,757

世界自然遺産に登録された奄美の独自の文化である島唄の魅力を

発信することにより，奄美の自然や文化に対する理解を深める。

○ 屋久島・奄美世界自然遺産管理運営推進事業【再掲】（自然保護課） 6,428

屋久島・奄美の世界自然遺産としての価値の維持を図るための取

組や，世界自然遺産登録から30周年を迎える屋久島において，記念

式典やシンポジウム等の記念事業を開催する。

ア 屋久島環境文化村構想推進

イ 屋久島山岳部利用対策

ウ 奄美の県有地管理

エ○新 屋久島世界自然遺産登録30周年記念事業

○ 奄美世界自然遺産保全・活用推進事業【再掲】 45,392

（自然保護課，奄美世界自然遺産室）

世界自然遺産に登録された奄美の適切な保全・管理の継続的な実

施に向けて，自然環境の保全と利用の両立など必要な取組を推進す

る。

ア 遺産地域における利用ルールの運用

イ 世界自然遺産に係る普及啓発（奄美と屋久島の自然体験交流）

ウ 貴重な生態系の保全（希少種ロードキル対策等） 等
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ ハブ対策事業（薬務課） 15,747

奄美大島・徳之島において，住民の安全な生活環境を確保するた

め，住民とハブの棲み分け方策や駆除目的の諸研究，ハブ咬症の治

療薬の配備を行う。

○ 奄美・離島地域の道路の整備（公共，県単公共）（道路建設課） 4,653,775

奄美，離島地域の生活の基盤となる道路の整備を行う。

・ 実施箇所 県道手打藺牟田港線 芦浜工区

県道西之表南種子線 安城工区

県道名瀬瀬戸内線 伊目工区

県道松原轟木線 轟木工区 など

（２） 世界自然遺産の保全と持続的な観光の推進

○ 「奄美・沖縄」世界自然遺産登録観光連携事業（ＰＲ観光課） 4,000

「奄美・沖縄」の世界自然遺産登録効果を波及させ，持続的な発

展につなげるため，沖縄県と連携し，地域の持つ多彩な魅力を生か

したプロモーションや周遊促進を図る。

○ ２つの世界自然遺産（屋久島・奄美）周遊促進事業（ＰＲ観光課） 4,761

２つの世界自然遺産（屋久島・奄美）を生かし，各島の自然の魅

力と併せて，歴史や文化を体験できる旅行商品の造成を促進するこ

とで，奄美群島と屋久島への継続的な誘客を図る。

○ 屋久島・奄美世界自然遺産管理運営推進事業【再掲】（自然保護課） 6,428

屋久島・奄美の世界自然遺産としての価値の維持を図るための取

組や，世界自然遺産登録から30周年を迎える屋久島において，記念

式典やシンポジウム等の記念事業を開催する。

ア 屋久島環境文化村構想推進

イ 屋久島山岳部利用対策

ウ 奄美の県有地管理

エ○新 屋久島世界自然遺産登録30周年記念事業
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 屋久島環境文化村中核施設設備整備事業【再掲】（自然保護課） 178,242

屋久島環境文化村センター及び屋久島環境文化研修センターの施

設補修や設備機器の更新等を行い，機能充実を図る。

○ 奄美世界自然遺産保全・活用推進事業【再掲】 45,392

（自然保護課，奄美世界自然遺産室）

世界自然遺産に登録された奄美の適切な保全・管理の継続的な実

施に向けて，自然環境の保全と利用の両立など必要な取組を推進す

る。

ア 遺産地域における利用ルールの運用

イ 世界自然遺産に係る普及啓発（奄美と屋久島の自然体験交流）

ウ 貴重な生態系の保全（希少種ロードキル対策等） 等

（３） 離島の交通ネットワークの形成

○ 離島航路補助事業（交通政策課） 1,086,189

離島地域の振興及び離島住民の生活の安定と向上に資するため，

離島航路事業者の運航費等に対し，助成を行う。

○ 奄美群島航路運賃軽減事業（交通政策課） 228,073

鹿児島－奄美群島間等の移動コストの負担軽減を図るため，奄美

群島の住民等を対象とした航路運賃に対し，一部助成を行う。

○ 奄美群島航空運賃軽減事業（交通政策課） 862,775

鹿児島－奄美群島間等の移動コストの負担軽減を図るため，奄美

群島の住民等を対象とした航空運賃に対し，一部助成を行う。

○ 特定有人国境離島地域航路・航空路運賃低廉化事業（交通政策課） 728,337

鹿児島－特定有人国境離島地域間等の移動コストの負担軽減を図

るため，同地域の住民等を対象とした航路・航空路運賃に対し，一

部助成を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 奄美群島誘客・周遊促進事業【再掲】（交通政策課） 96,743

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた奄美群島への入込客の

回復を図るとともに，世界自然遺産登録の効果を群島全体へ波及さ

せるため，交通事業者と連携したプロモーションを行う。

○ 奄美・沖縄連携交流促進事業（交通政策課） 65,385

奄美群島と沖縄の住民等の交流を促進するため，両地間を結ぶ航

路・航空路運賃に対し，一部助成を行う。

○ 直轄港湾事業（公共）【再掲】（港湾空港課） 130,960

大規模自然災害発生時における緊急物資等の海上からの輸送ルー

トを確保するため，国が行う西之表港，名瀬港の港湾事業に負担金

を支出する。

○ 重要港湾の整備（公共等）【再掲】（港湾空港課） 1,209,010

地域産業の振興や離島・奄美地域における定期船等の安全かつ安

定的な接岸を確保するため，西之表港，名瀬港の整備を行う。

○ 地方港湾の整備（公共）【再掲】（港湾空港課） 3,810,500

地域産業の振興や離島・奄美地域における定期船等の安全かつ安

定的な接岸を確保するため，宮之浦港，亀徳港等の整備を行う。

○ 離島空港の整備（公共）【再掲】（港湾空港課） 891,450

航空機の安全運航を確保するため，徳之島空港等の滑走路端安全

区域の拡張を行うとともに，喜界空港等の空港施設の機能保持・向

上のための整備を行う。

○ 屋久島空港滑走路延伸調査事業（県単公共）【再掲】（港湾空港課） 46,000

ジェット機就航に必要な滑走路2,000ｍの延伸の事業化に向けて，

空港施設の変更許可申請のための基本設計を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
10 農 林 水 産 業 の 「 稼 ぐ 力 」 の 向 上

（１） 人づくり・地域づくりの強化

○ 林業担い手確保・育成総合対策事業（森林経営課） 51,702

若年者等を対象とした林業就業相談や雇用情報の提供など就業促

進に取り組むとともに，林業就業者等を対象に技能レベルに応じた

各種研修を「鹿児島スーパーきこり塾」として段階的かつ体系的に

実施し，林業担い手の確保・育成を図る。

また，森林整備の中核的な担い手である「意欲と能力のある林業

経営者」が実施する雇用拡大等の取組を支援するなど，事業体の育

成・強化を図るほか，他県の林業担い手対策の調査等を行い，本県

にふさわしい人材育成の在り方を検討する。

○ かごんま漁師育成推進事業（水産振興課） 9,548

新規漁業就業者の確保・育成・定着を図るため，漁業のイメージ

アップを図るための取組や，かごしま漁業学校における研修，地域

に密着した新米漁業者みまもり隊を支援する。

○ かごしまの農業未来創造支援事業（県単公共）（農政課） 322,479

本県の農業の未来を担う新規就農者を確保・育成するため，就農

後の機械・施設等の導入を支援するとともに，地域の特性を生かし

た営農確立に向け共同利用のための機械等の導入や小規模なかんが

い排水等の整備を支援する。

○ むらづくり活動推進事業【再掲】（農村振興課） 28,847

農村集落の活性化を図るため，次代を担うリーダー育成や農村環

境の保全活動，地域資源を活用した農村の新たなしごとづくり等の

取組を推進する。

○ 多面的機能支払交付金（公共）（農村振興課） 1,768,223

農業農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るため，地域共同

で行う多面的機能を支える活動や農地・水路・農道等の地域資源の

質的向上を図る活動を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ グリーン・ツーリズム農泊推進事業【再掲】（農村振興課） 3,000

農村の活性化と所得向上を図るため，地域資源を活用した農泊の

取組を推進するとともに，安心・安全な受入態勢の整備を支援する。

○ 中山間地域等直接支払事業（農村振興課） 607,156

中山間地域等における荒廃農地の発生を防止し，農業・農村の多

面的機能を確保するため，集落協定に基づく農業者等の農業生産活

動等を支援する。

○ 中山間総合整備事業（公共）（農地整備課） 2,038,583

中山間地域における農業・農村の活性化を図るため，きめ細やか

な農業生産基盤整備，生活環境基盤整備を総合的に推進する。

○ キラリ輝く☆女性農業者応援事業（経営技術課） 4,975

女性の農業経営や地域農業への積極的な参画を促進するため，研

修会等を通じたリーダー育成や女性目線で農業の魅力をＰＲする取

組等を支援し，女性農業者の活躍を推進する。

○ 担い手育成推進事業（経営技術課） 119,970

認定農業者や集落営農組織など担い手等の確保・育成を図るため，

農業用機械・施設の導入などを支援する。

ア 農地利用効率化等支援事業

イ 集落営農活性化プロジェクト促進事業

○ 農福連携推進事業（経営技術課） 2,322

農福連携を推進するため，実践事例の紹介や農福連携を実践・支

援する人材の育成，地域における連携体制の整備等に向けた取組を

支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 地域計画推進支援事業（経営技術課） 83,231

農用地の効率的かつ総合的な利用を図るため，農業者等による話

合いを踏まえ，地域の農業のあり方や農地利用の姿を明確化した

「地域計画」の策定に必要な取組を支援する。

○ 農業人材確保対策事業（経営技術課） 3,899

農業分野における安定的な労働力の確保を図るため，「鹿児島県

農業労働力支援センター」における労働力確保に関する相談対応や

情報提供，求人・求職者のマッチングに向けた取組を支援する。

○ 農業分野外国人材確保推進事業（経営技術課） 2,031

農業分野における外国人技能実習制度等の適正な実施を図るため，

制度の普及・啓発活動等や，農協等による農作業請負方式技能実習

制度の活用を推進するとともに，外国人材が働きやすい就業・生活

環境を整備するモデル的な取組を支援する。

○ かごしまの農業経営・就農支援事業（経営技術課） 33,759

担い手等の確保・育成を図るため，｢農業経営･就農支援センター｣

を中心とした支援体制を整備する。

ア 就農支援事業

就農・就業希望者への相談対応や第三者への経営継承を支援す

るとともに，就農後の体系的研修や現地就農トレーナーによる助

言・指導等を行う。

イ 農業経営発展支援事業

生産技術や経営管理能力の向上支援，農業経営の法人化など経

営発展段階に応じた課題解決を支援する。

ウ 農業経営イノベーション事業

経営改革のための取組を支援し，農業経営の発展と地域農業の

維持・発展を両立する企業的農業法人を育成する。

○ 就農・就業を目指す人材育成事業（経営技術課） 3,635

就農・就業を目指す人材を育成するため，農業への理解促進や海

外農業研修への支援を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 農業・農村研修事業（経営技術課） 3,535

就農予定者，新規就農者，農業担い手，女性農業者等が農業経営

や技術を習得するため，農業大学校において，体系的な研修を実施

する。

○ 農業次世代人材投資事業（経営技術課） 770,915

新規就農者を確保・育成するため，次世代を担う農業者となるこ

とを志向する者に対し，就農に向けた研修資金及び経営開始資金を

交付する。

○ 農大魅力アップ・情報発信事業（経営技術課） 3,427

本県農業の将来を担う優れた担い手を育成するため，農業大学校

における教育内容の充実や就農・就業に向けた取組を強化するとと

もに，農業大学校の魅力を県内外に広く発信する。

（２） 生産・加工体制の強化，付加価値の向上

○ 稼げる林業・木材産業の確立事業（かごしま材振興課） 12,632

林業・木材産業の稼ぐ力の向上を図るため，品質・性能の確かな

県産のＪＡＳ製材品や「認証かごしま材」の生産体制の整備等を図

る取組を支援する。

ア かごしま材競争力強化対策事業

イ○新 かごしま材競争力強化施設整備支援事業

○ 森林整備・林業木材産業活性化推進事業（かごしま材振興課） 174,590

木材の安定供給を図るため，間伐材の生産や路網の整備を推進す

る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 「稼ぐ力」を引き出すスマート林業推進事業 102,265

（森林経営課，かごしま材振興課）

再造林を一層推進するため，航空レーザ計測・解析情報の高度利

用や，ドローンによる苗木運搬など再造林等のスマート化による低

コスト化・省力化の取組を支援する。

また，原木の安定供給体制を構築するため，中間土場を活用した

流通コストの低減やＩＣＴを活用した需給情報のデジタル化の取組

を支援する。

ア 森林資源情報の高度利用支援事業

イ 再造林等のスマート化支援事業

ウ 県産材流通コスト低減対策事業

○ 森林整備地域活動支援事業（森林経営課） 21,591

適切な森林整備の推進を通じて，森林の有する多面的な機能の発

揮を図るため，森林施業の集約化に必要な地域活動を支援する。

○ 種苗事業（森林経営課） 56,724

造林用優良苗木の安定的な生産・供給を図るため，苗木生産者の

確保・育成を図るとともに，コンテナ苗生産施設をはじめとする優

良苗木の生産体制の整備，成長が早く花粉が少ないなど優れた特性

を持つスギの採穂園造成及び穂木の確保等への支援を行う。

○ 森林経営管理推進サポート事業（森林経営課） 16,641

森林経営管理制度の円滑な推進を図るため，市町村が行う経営管

理に関する業務について支援を行う。

○ 森林管理イノベーション導入事業（森林経営課） 3,960

森林経営管理制度の円滑な推進を図るため，先端技術を活用した

効率的な森林の集積・管理手法の開発を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 地域林政アドバイザー育成・確保事業（森林経営課） 2,237

森林経営管理制度の円滑な推進を図るため，経営管理に必要な市

町村業務を行える林業技術者を育成・確保する。

○ かごしまの竹で育む産地づくり事業（森林経営課） 9,156

豊富な竹林資源を生かした早掘りたけのこの生産振興と竹材の有

効活用を図るため，担い手の育成や生産体制づくり，たけのこ・竹

製品の需要拡大の取組を推進する。

○ 特用林産物の恵み豊かな産地づくり事業（森林経営課） 5,704

しいたけや枝物など地域特性を生かした特用林産物の生産振興を

図るため，担い手の育成や生産基盤等の整備，消費拡大の取組を推

進する。

○ 豊かな海づくり総合推進事業（水産振興課） 210,506

マダイ・ヒラメの大規模放流事業により資源の回復・維持を図る

とともに，養殖用ブリ・カンパチ等の種苗生産を実施し，沿岸漁業

の振興を図る。

○ 赤潮総合対策調査事業（水産振興課） 6,173

有害赤潮等による漁業被害の未然防止，軽減を図るため，モニタ

リング技術や防除技術の高度化，赤潮発生の早期確認や短期予察等

に取り組み，併せて調査等で得られた赤潮や貧酸素等の情報を養殖

業者等へ提供する。

ア 赤潮対策技術高度化事業

イ 赤潮被害防止技術開発事業

○ ウナギ資源増殖対策事業（水産振興課） 4,431

ウナギ資源の増殖を図るため，ニホンウナギの資源生態調査を行

うとともに，放流調査や簡易魚道の開発などを行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ ＩＣＴを利用した漁船漁業スマート化推進事業（水産振興課） 26,296

漁業の効率化，漁家経営の安定化を図るため，水温・潮流等の海

況データを収集して海況予測モデルの精度向上を図るとともに，高

精度の海況予測を活用した漁場予測技術の開発に取り組む。

○ 広域漁港整備事業（公共）（漁港漁場課） 1,675,800

水産物の生産及び流通の拠点整備を図るため，漁港施設の整備を

行う。

○ 広域漁場整備事業（公共）（漁港漁場課） 1,031,786

魚礁設置等による広域的な漁場整備を行い，水産資源の維持・増 その他債務負担

大と漁業経営の安定を図る。 行為限度額

286,000

○ 直轄広域漁場整備事業（公共）（漁港漁場課） 64,606

水産資源の増大を図るため，大隅海峡で国が行う漁場整備事業に

負担金を支出する。

○ 漁業共済推進事業（水産振興課） 79,979

異常赤潮損害補てん特約に伴う養殖共済純掛金の掛金補助を行い，

養殖漁業者の経営の安定を図る。

○ 漁業指導取締兼調査船代船建造事業（水産振興課） 9,031

資源管理や漁業秩序の維持を図るため，老朽化した漁業指導取締

兼調査船の代船建造のための基本設計を行う。

○ かごしまの６次産業化推進事業（かごしまの食ブランド推進室） 29,806

県産農林水産物の付加価値向上を図るため，６次産業化事業者等

に対し，関係機関・団体と連携しながら，研修会の開催，商談機会

や販売機会の提供等，継続的な支援を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 大隅加工技術研究センター関係事業（かごしまの食ブランド推進室） 76,251

県産農産物等の付加価値向上に向けて，加工・流通技術の研究・

開発を進めるとともに，加工事業者への技術支援等を行う。

ア 大隅加工技術研究センター運営事業

イ 大隅加工技術研究センター企画調整事業

ウ 大隅加工技術研究センター試験研究事業

エ 食品加工事業者連携推進事業

○ 鳥獣被害対策推進事業（農村振興課） 800,026

野生鳥獣による農作物被害の防止・軽減を図るため，「寄せ付け

ない」，「侵入を防止する」，「個体数を減らす」の３つの取組をソフ

ト・ハード両面から総合的かつ一体的に推進する。

○ 農地集積推進事業（農村振興課） 582,980

農地中間管理機構を活用した担い手への農地の集積・集約化を推

進するため，機構が行う農地の貸借の取組等の支援，機構に農地を

貸し付ける地域等への協力金の交付，荒廃農地を含む農地の簡易な

整備の支援などを行う。

○ 環境と調和した農業推進事業【再掲】（経営技術課） 107,753

農業の持続的な発展と農業の有する多面的機能の発揮を図るため,

農業生産に由来する環境負荷を軽減するとともに，地球温暖化防止

や生物多様性保全等に効果の高い農業生産活動を支援する。

○ みどりの食料システム戦略推進総合対策事業【再掲】（経営技術課） 51,150

「みどりの食料システム戦略」の実現に向けて，環境負荷低減と

持続的発展に向けた地域ぐるみのモデル地区を創出するとともに，

有機農業の産地づくり，環境にやさしい栽培技術や省力化に資する

技術の取組を推進する。

○ 「稼ぐ力」を向上するスマート農業導入促進事業（経営技術課） 22,531

スマート農業の導入・普及を推進するため，農業者の理解促進や

指導体制の強化，新技術開発の支援のほか，産地におけるスマート

農業活用の実証活動など，現地への実装化に向けた取組を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ かごしま園芸産地総合対策事業（農産園芸課） 8,388

園芸産地の振興のため，関係機関・団体との連携による各種研修

会の開催などを通じた産地課題の解決の取組と併せ，農業用ハウス

の補強対策等を進め，生産体制の強化を図る。

○ 新規需要対応型産地育成緊急対策事業（農産園芸課） 7,321

生産性の高い水田農業の確立のため，加工用米（焼酎麹用）の生

産確保を図るとともに，水田を利用した加工・業務用野菜の産地づ

くり等の取組を支援する。

○ かごしまの希少フルーツポテンシャル向上支援事業（農産園芸課） 8,000

国産へのニーズが高まるアボカドなど，希少性果物の産地育成に

より農業者の所得向上や地域活性化を図るため，生産安定・拡大等

の取組を総合的に支援する。

○ さとうきび産地活性化事業（農産園芸課） 32,745

さとうきびの生産安定を図るため，「さとうきび増産計画」に基

づき，優良種苗の原苗ほの設置や農作業受託等に必要な農業機械の

導入等を支援する。

○ 「かごしま茶」魅力創出事業（農産園芸課） 19,035

「かごしま茶」の販路拡大を図るため，県内茶商等が行う営業活

動や認知度向上，付加価値の向上及び新たな販路開拓などの取組を

推進する。

○ 産地パワーアップ事業【再掲】（農産園芸課） 137,811

地域の営農戦略として定めた「産地パワーアップ計画」に基づき，

意欲のある農業者等が高収益作物・栽培体系への転換等を図るため，

農業機械及び省エネ機器の導入等を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 農業者経営所得安定対策推進事業（農産園芸課） 154,476

農業者の経営安定を図るため，市町村等が行う経営所得安定対策

等の普及・推進活動を支援する。

○ 生産性の高い水田農業確立推進事業（農産園芸課） 10,094

新たな米政策に対応し，需用に応じた米生産を推進するため，実

効性のある需給調整の取組を支援するとともに，稲作農家の経営安

定と本県の特色を生かした生産性の高い水田農業の確立を図る。

○ サツマイモ基腐病対策推進事業（農産園芸課） 531,819

サツマイモ基腐病対策の基本である基腐病菌を「持ち込まない」

「増やさない」「残さない」対策の総合的な取組を推進するため，

資材等の支援や排水対策支援，対策技術の普及・啓発活動，防除技

術の確立に取り組む。

○ 全国和牛能力共進会出品対策事業（畜産課） 17,311

令和９年度に北海道で開催される第13回全国和牛能力共進会にお

いて優秀な成績を収めるため，関係機関・団体が一体となって，出

品対策の強化に取り組む。

○ 畜産クラスター事業（畜産課） 3,485,525

地域の畜産クラスター協議会が実施する中心的経営体の収益性向

上等を図るため，畜舎や堆肥舎等の整備に要する経費を助成する。

○ 畜産基盤再編総合整備事業（公共）（畜産課） 955,723

地域の中核となる畜産経営体の育成を通じた畜産主産地の形成を

図るため，自給飼料増産のための草地，飼料畑の造成・整備を行い，

飼料生産基盤に立脚した安定的な畜産経営の発展を図る。
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千円

○ 畜産環境総合整備事業（公共）（畜産課） 875,532

畜産の産地としての発展が期待される地域において，家畜排せつ

物等の地域資源のリサイクルシステムの構築を図るため，畜産経営

の環境整備に要する経費を助成する。

○ 家畜保健衛生所施設整備事業【再掲】（畜産課） 508,285

家畜伝染病の万全な防疫体制を構築するため，姶良家畜保健衛生 その他債務負担

所の移転整備等を行う。 行為限度額

602,489

○ 畑地帯総合農地整備事業（公共）（農地整備課） 7,844,762

畑作農業経営の競争力強化のため，国営かんがい排水事業と連携

するなど，畑地かんがいや区画整理，農道等の基盤整備を推進する。

○ 経営体育成基盤整備事業（公共）（農地整備課） 1,911,058

中・大型機械の導入による高生産性農業の展開を図るため，経営

体（担い手）の育成に資する水田ほ場整備等を推進する。

○ 農業開発総合センター関係事業（経営技術課，畜産課） 129,770

本県農業の生産力強化やスマート農業の実現，農産物の高付加価

値化，持続可能な農業を推進するため，新たな品種及び新技術の開

発を進める。

ア 県単独試験事業（耕種部門）

・ 多様な用途に適応する「かごしま抹茶」の生産・加工技

術の確立

・ 「稼ぐ力」を引き出す輸出品目の生産技術等の確立

など

イ 県単試験研究事業（畜産部門）

・ 種雄牛造成の効率化を目指した胚操作技術の改良

・ 第５系統豚造成試験

など
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事 業 内 容 予 算 額

千円

（３） 販路拡大・輸出拡大

○ かごしま材利用拡大事業（かごしま材振興課） 188,984

かごしま材の利用拡大を図るため，公共施設等の木造化・木質化

やＣＬＴ等の新たな需要創出，かごしま材を積極的に利用した家づ

くりに取り組む工務店の活動などの取組を支援する。

ア 木造公共施設整備事業

イ 木材利用推進事業

ウ かごしま材需要創出促進事業

エ 木って活かす建てて生かす「かごしま木の家」推進事業

○ 稼ぐ「かごしま材」輸出拡大事業（かごしま材振興課） 6,116

林業・木材産業の稼ぐ力の向上を図るため，付加価値の高い製材

品等の輸出拡大に向け，トライアル輸出の支援や合同商談会の開催

など，販路開拓の取組を支援する。

○ 持続可能な森林経営推進事業（森林経営課） 2,930

持続可能な森林経営を推進し，森林資源の高付加価値化と販路拡

大を図るため，県内の森林認証取得の取組を促進する。

○ 水産加工業の輸出向けＨＡＣＣＰ等対応施設整備事業（水産振興課） 673,313

水産加工品の輸出拡大を図るため，水産加工業者等が行う輸出先

国の規制に対応したＨＡＣＣＰ等の基準を満たすために必要な施設

等の整備を支援する。

○ かごしまのさかな輸出産品品質向上支援事業（水産振興課） 35,382

本県水産物の品質向上と輸出拡大を図るため，輸出先国のニーズ

等に対応した商品の製造技術開発等を行う。

○ かごしまのさかな稼ぐ輸出応援事業（水産振興課） 46,750

本県水産物の輸出を促進させるため，漁協や輸出商社等が一体と

なって行う販売促進活動を支援するとともに輸出先国のニーズに対

応した新商品開発等の取組を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 水産物グリーン物流高付加価値化事業（水産振興課） 5,500

新幹線輸送を活用した本県水産物のブランド化を通じた高付加価

値化により，生産者の高収益の実現と漁業経営の安定を図る。

○ かごしまのさかな消費拡大応援事業（水産振興課） 3,159

リアル･オンラインを織り交ぜた販売促進活動やＰＲイベント等，

マーケットの多様なニーズに対応した取組を支援し，県内外での本

県水産物の認知度向上・消費拡大を図る。

○ かごしまの“食”推進事業（農政課） 21,043

地産地消を基本とした健康で豊かな食生活の普及・定着を図るた

め，食育を担う人材の育成やネットワークの推進，地産地消への理

解促進の取組を進めるとともに，市町村等が行う取組を支援する。

○ かごしまの農林水産物輸出促進ビジョン推進事業 107,419

（かごしまの食輸出戦略室）

アジア，米国，ＥＵなどへの県産農林水産物の輸出拡大を図るた

め，輸出に意欲的な生産者による輸出産地形成に向けた支援や，県

産農産物の海外販路開拓への支援，「かごしま茶」の新たな販路開

拓支援など，海外へのＰＲ・販売促進活動を実施する。

○ かごしまの農林水産物認証制度普及事業 12,981

（かごしまの食ブランド推進室）

「かごしまの農林水産物認証制度(Ｋ－ＧＡＰ)」の認証取得の促

進や普及の拡大等に取り組むとともに，国際水準ＧＡＰの普及を図

るため，ＧＡＰ指導体制の充実や，農業教育機関や環境負荷低減に

取り組む団体の国際水準ＧＡＰの認証取得に対する支援などを実施

する。

○ かごしまの食販売促進強化事業（かごしまの食ブランド推進室） 21,485

安心・安全で良質な県産農畜産物のブランド力を高めるため，安

定的に生産・出荷できる産地づくりと，県産農畜産物のイメージア

ップや各品目の特性等に応じた販売促進などに取り組む。
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千円

○ 「かごしま茶」魅力創出事業【再掲】（農産園芸課） 19,035

「かごしま茶」の販路拡大を図るため，県内茶商等が行う営業活

動や認知度向上，付加価値の向上及び新たな販路開拓などの取組を

推進する。

○ 和牛日本一の「鹿児島黒牛」ＰＲ事業（畜産課） 31,505

第12回全国和牛能力共進会鹿児島大会で和牛日本一となった「鹿

児島黒牛」の国内外における販路拡大を図るため，首都圏の消費者

や仲卸等の実需者へのＰＲを強化するほか，アジアへの継続した取

組に加え，ＥＵ・米国に対する取組を強化する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
11 観 光 の 「 稼 ぐ 力 」 の 向 上

（１） 国内外における戦略的なＰＲの展開

○ かごしまイメージアップ事業（ＰＲ観光課） 12,344

新たなＰＲ戦略に基づき，本県の情報を国内外に広く発信するこ

とにより，本県の更なるイメージアップ及び認知度向上を図る。

○ 鹿児島県産品等セールス推進事業（販路拡大・輸出促進課） 22,129

ア トップセールス推進事業

農林水産物や観光資源をはじめとした本県の持つ多彩な魅力を

情報発信するため，県産品の商流に影響のある方々への売り込み

や，イベント等において，販路開拓や観光誘客等につながるトッ

プセールスを展開する。

イ 鹿児島県産食材ＰＲ・販路拡大事業

多彩な魅力を有する県産品の販路拡大のため，首都圏の有名レ

ストランのシェフや百貨店等のバイヤーに県産食材を売り込むと

ともに，これらの店舗等でレストランフェアを開催することによ

り，食材活用の定番化と付加価値向上を図る。

（２） 魅力ある癒やしの観光地の形成

○ 指宿ボードウォーク等施設改修方策検討事業（地域政策課） 1,910

指宿市摺ヶ浜地区の整備施設について，劣化状況等を把握し，今

後の施設改修に向けた方策を検討するための基礎調査を実施する。

○ わたしの鹿児島よかとこ旅事業（ＰＲ観光課） 5,597

県内メディア等とタイアップし，新たな鹿児島の魅力を発信する

県民向けのキャンペーンなどを実施することにより，県民の県内旅

行を促進する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ サイクルツーリズム推進事業（ＰＲ観光課，スポーツ振興課） 17,626

サイクルツーリズムの振興を図るため，県内市町村や関係団体と

連携し，県内モデルルートの設定や情報発信，受入環境整備を行う

ほか，国際サイクルレース「ツール・ド・九州」の開催に向けた検

討等を行う。

○ 観光地域高付加価値化促進支援事業（ＰＲ観光課） 12,356

地域の多様な関係者が連携し，観光地域の高付加価値化に取り組

む団体等に対し，その取組の支援を行う。

○ 奄美パーク改修等事業（ＰＲ観光課） 122,733

奄美の世界自然遺産登録に伴い，その情報発信拠点としての役割

も求められていることから，施設のリニューアル及び長寿命化のた

めの改修を行う。

○ 魅力ある観光地づくり事業（県単公共）（ＰＲ観光課） 1,000,000

国内外から訪れる観光客の満足度を高めるとともに，県内各地へ

の周遊を促すため，地域素材を生かしたにぎわい空間の整備をはじ

め，観光案内板の多言語化や景観整備，沿道修景等を進める。

○ 磯新駅設置支援事業（ＰＲ観光課） 51,360

県全体の観光振興への波及を図る観点から，経済界や鹿児島市と

連携し，磯地区への新駅設置に向けた取組を進める。

○ 屋久島環境文化村中核施設設備整備事業【再掲】（自然保護課） 178,242

屋久島環境文化村センター及び屋久島環境文化研修センターの施

設補修や設備機器の更新等を行い，機能充実を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 県立自然公園満喫周遊事業【再掲】（自然保護課） 4,775

県立自然公園の利用や地域での自然環境を活用した取組を促進す

るため，地域関係者と連携した自然体験メニュー等の造成や多様な

利用者層に対する情報発信力の強化を図るほか，受入環境整備等に

対してスタートアップ支援を行う。

○ 鹿児島港本港区エリアまちづくり事業（本港区まちづくり推進室） 21,242

鹿児島港本港区エリアまちづくりについて，関係機関・団体等で

構成する検討委員会を開催し，同エリアの利活用の検討を行うとと

もに，ドルフィンポート跡地の暫定活用を図る。

（３） 戦略的な誘客の展開

○ 奄美群島誘客・周遊促進事業【再掲】（交通政策課） 96,743

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた奄美群島への入込客の

回復を図るとともに，世界自然遺産登録の効果を群島全体へ波及さ

せるため，交通事業者と連携したプロモーションを行う。

○ 観光かごしま大キャンペーン推進事業（ＰＲ観光課） 75,000

行政と交通キャリアや旅館・ホテル業界などの民間が一体となっ

て，首都圏や関西圏，北部九州地域などをターゲットに積極的な誘

客や効果的な広報宣伝を展開する。

○ 「稼ぐ力」向上のための誘客プロモーション事業（ＰＲ観光課） 35,191

本県観光客の観光消費動向調査を行うとともに，効果的なプロモ

ーションの実施により誘客促進と観光消費額の向上を図る。

○ 鹿児島・佐賀相互誘客事業（ＰＲ観光課） 9,000

「鹿児島・佐賀エールプロジェクト」の一環として，相互に旅行

商品の造成支援を行うことで，佐賀県民の鹿児島旅行及び鹿児島県

民の佐賀旅行の機会を創出し，両県の誘客及び交流促進を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 教育旅行プロモーション事業（ＰＲ観光課） 3,019

本県への教育旅行の誘致につなげるため，教育旅行用学習プログ

ラムを紹介する動画を作成し，効果的なプロモーションに取り組む。

○ 海外誘客ステップアップ事業（ＰＲ観光課） 95,311

国際航空路線の運航再開・新規就航などの状況や，本県にとって

の市場の有望性などに応じて，海外セールスやプロモーションなど

各種インバウンド対策を官民一体となって戦略的に展開する。

○ インバウンド誘客早期回復事業（ＰＲ観光課） 58,070

インバウンド需要の早期回復に向けて，チャーター便を活用した

旅行商品造成支援や交通キャリア等と連携した効果的なプロモーシ

ョンなどに取り組む。

○ 国際クルーズ船誘致促進事業（ＰＲ観光課） 20,149

本県への国際クルーズ船等の誘致，寄港地ツアーの高質化に向け

たプロモーション，受入体制の整備等を戦略的・一体的に展開する。

○ ベトナム誘客特別プロモーション事業（ＰＲ観光課） 10,500

ベトジェットエアによる鹿児島・ハノイ線就航を好機と捉え，現

地での観光セミナーや航空会社との連携キャンペーン等を実施し，

ベトナムからの誘客を図る。

○ ２つの世界自然遺産（屋久島・奄美）周遊促進事業【再掲】 4,761

（ＰＲ観光課）

２つの世界自然遺産（屋久島・奄美）を生かし，各島の自然の魅

力と併せて，歴史や文化を体験できる旅行商品の造成を促進するこ

とで，奄美群島と屋久島への継続的な誘客を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 「奄美・沖縄」世界自然遺産登録観光連携事業【再掲】（ＰＲ観光課） 4,000

「奄美・沖縄」の世界自然遺産登録効果を波及させ，持続的な発

展につなげるため，沖縄県と連携し，地域の持つ多彩な魅力を生か

したプロモーションや周遊促進を図る。

○ 「明治日本の産業革命遺産」等次世代への継承推進事業 12,207

（世界文化遺産室）

世界文化遺産「明治日本の産業革命遺産」の構成資産の管理保全

や，シンポジウムの開催，小学生向け副読本の配布など普及啓発や

情報発信に取り組む。

○ スポーツキャンプ等誘致・受入体制強化事業（スポーツ振興課） 12,491

官民一体となって，スポーツキャンプ・大会の誘致等に取り組む

とともに，スポーツ合宿等誘致の機能を強化し，スポーツを通じた

交流人口の拡大等を図る。

（４） オール鹿児島でのおもてなしの推進

○ 移住・交流・関係人口拡大推進事業（地域鉄道活性化支援事業） 2,050

【再掲】（交通政策課）

在来線の維持・存続を図り，地域住民や観光客の移動手段を確保

するため，特に利用者の少ない路線（線区）を対象に利用促進策に

取り組む。

○ 観光地域体制強化支援事業（ＰＲ観光課） 18,617

地域の多様な関係者が連携し，マーケティングやデータ分析に基

づき各エリアの観光戦略に沿って観光地経営に取り組む「稼げる観

光地域づくり」を推進するための組織づくりや人材育成を支援する。

○ 外国人観光客受入体制整備事業（ＰＲ観光課） 19,680

国や九州観光機構と連携しながら，本県を訪れた外国人観光客が

安心・快適に周遊できるように，ガイドの育成や多言語コールセン

ターの運営などの受入体制の整備を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 地域観光資源磨き上げ事業（ＰＲ観光課） 3,939

ユニバーサルツーリズムの普及・啓発やボランティアガイドの人

材育成，観光アドバイザー派遣等を行い，観光客の満足度向上を図

る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
12 企 業 の 「 稼 ぐ 力 」 の 向 上

（１） 将来を担う新たな産業の創出

○ 企業の「稼ぐ力」育成・支援プロジェクト（かごしまアントレプレ 6,575

ナーシップ養成事業） （新産業創出室）

若い世代の起業家マインドを養成するため，中高生や大学生等を

対象に，セミナーやワークショップの開催，海外スタートアップと

の交流等を実施する。

○ 企業の「稼ぐ力」育成・支援プロジェクト（起業支援プロジェクト 31,248

事業） （新産業創出室）

起業に向けた機運の醸成を図るとともに，起業しやすい環境を整

備するため，起業準備者等を対象に，ビジネスプラン策定の支援や

ビジネスプランコンテストの開催，事業化に必要な経費の補助など

一貫した伴走支援を行う。

○ 企業の「稼ぐ力」育成・支援プロジェクト（スタートアップ推進事 18,824

業） （新産業創出室）

スタートアップによる新産業創出を図るため，産学官・金融機関

等と連携して，起業家を支援する仕組みを構築し，事業成長に必要

な社会実証や資金調達に向けた支援を行う。

ア かごしまスタートアップ推進協議会事業

産学官・金融機関等が参加する協議会を開催し，スタートアッ

プを取り巻く環境や創出・育成するための施策等について情報交

換を行い，ニーズに応じた支援を連携して実施する。

イ コワーキングスペース等ネットワーク事業

県内でコワーキングスペース等を運営する市町村や民間事業者

とネットワークを構築し，ネットワーク会議やスタートアップ支

援のための情報発信等を行う。

ウ かごしまスタートアップ実証支援事業

革新的な技術やアイデアを用いて，県内で新事業創出を目指す

スタートアップが，ビジネスモデル確立のために取り組む実証事

業を募集し，当該実証をサポートすることで，県内においてスタ

ートアップの成長を拡大する。

エ かごしまアクセラレータープログラム

事業成長が期待されるスタートアップを支援するため，資金調

達に向けたノウハウの提供や事業計画のブラッシュアップ，企業

とのマッチング支援等を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 企業の「稼ぐ力」育成・支援プロジェクト（新産業創出ネットワー 146,520

ク事業） （新産業創出室）

新産業創出に取り組む県内企業のニーズの掘り起こしから事業化

・販路拡大までの各段階に応じた研究開発費の補助や専門家による

コンサルティングなど継続的かつ包括的な支援を行う。

○ ドローン関連ビジネス育成支援事業（新産業創出室） 10,704

今後成長が見込まれるドローン関連産業の育成を図るため，ドロ

ーンを活用したビジネスを見据えた実証実験への支援等を行う。

○ 宇宙ビジネス創出推進事業（新産業創出室） 19,000

宇宙産業の市場拡大を見据え，県内企業の宇宙ビジネスへの参入

を促進するため，産学官で構成する研究会を通した情報交換，人材

育成セミナーやビジネスマッチングの開催，研究開発及び衛星デー

タ利活用実証支援等を行う。

○ 高度デジタル外国人材獲得モデル事業（外国人材政策推進室） 9,010

県内企業が求める高度デジタル人材を，海外から獲得する機会増

大を図るためのモデルを構築する。

（２） 生産性と付加価値の向上による産業競争力の強化

○ 地域中核事業者経営発展支援事業（商工政策課） 16,000

将来にわたり地域の経済やコミュニティの機能維持に貢献しうる

小規模事業者等が行う販路開拓，生産性向上等に向けた取組を支援

する。

○ 食品関連製造業リーディングカンパニー創出支援事業（産業立地課） 30,918

食品関連製造業を牽引する企業を創出するため，商品開発や販路

拡大，営業力強化による収益向上や，専門家の助言・指導による効

率的な生産現場づくりのための取組を一体的に支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 「知的財産推進戦略」推進事業（産業立地課） 4,113

同戦略に基づき，企業等による知的財産の創造・保護・活用のサ

イクルを確立するため，知的財産活用推進員を設置し，知的財産の

普及・啓発や工業技術センター等の保有特許や技術シーズと企業ニ

ーズとのマッチング等を行う。

○ 企業立地促進補助事業（産業立地課） 1,537,778

本県産業の振興と雇用機会の創出を図るため，企業が行う事業所 その他債務負担

の設置等に係る設備投資や県外からの進出企業が行う設備の増設・ 行為限度額

更新等を支援する。 499,059

○ 発電用施設周辺地域立地企業ＢＣＰ対策事業（産業立地課） 90,000

企業のＢＣＰ対策を促進するため，策定したＢＣＰに基づく防災

対策関連（感染症対策を含む）の施設・設備の整備を支援する。

○ 企業誘致促進事業（産業立地課） 18,704

県外からの企業誘致を促進するため，県外事務所職員等による誘

致活動や，市町村と一体となった協議会活動等を推進する。

（３） 中小企業の経営基盤の強化

○ 環境保健センター城山庁舎跡地文化財調査事業（商工政策課） 27,720

県中小企業団体中央会等が，旧環境保健センター城山庁舎跡地を

活用して，新たな中小企業支援の拠点となる中小企業会館（仮称）

を整備するに当たり，同跡地の埋蔵文化財調査を行う。

○ かごしま経営革新推進企業伴走支援事業（中小企業支援課） 4,463

県内中小企業が，経営環境の変化に強い企業体質へ成長していく

ために，経営計画の策定や経営課題の解決に繋がる支援を行い，付

加価値額を向上させ，経営基盤の強化を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 県中小企業融資制度運営事業（中小企業支援課） 585,286

中小企業者の経営の合理化及び安定強化に必要な資金の融資を行 その他債務負担

う。 行為限度額

ア 新規融資枠 55,000,000千円 616,378

イ 信用保証料補助 585,286千円

ウ 損失補償 616,378千円

○ 中小企業事業承継加速化事業（中小企業支援課） 22,897

事業承継の経営課題を抱える県内中小企業に対し，経営者等を対

象としたセミナーの開催や企業評価等に係る経費の補助，代替わり

を契機とする事業の磨き上げに向けた伴走型支援等を行うことによ

り，円滑な事業承継を促進する。

○ 中小企業経営バックアップ強化事業（中小企業支援課） 7,958

中小企業の災害時等への備えやその他経営課題への取組をバック

アップするため，ＢＣＰ策定に対する支援や支援機関の研修等を行

い，県内中小企業経営の持続的発展を図る。

○ 企業成長促進ハンズオン支援事業（中小企業支援課） 23,573

県内企業の生産性を高めて付加価値額を向上させるため，成長意

欲の高い県内企業に対して，株式上場を円滑に進めるための研究会

や成長戦略を策定するゼミ等を実施し，企業の成長促進を図る。

○ プロフェッショナル人材戦略拠点事業【再掲】 35,134

（産業人材確保・移住促進課）

「プロフェッショナル人材戦略拠点」を設置し，県内企業に対し

て，販路拡大や新規事業の創出といった“攻めの経営”への転換と

そのために必要な副業・兼業を含む「プロフェッショナル人材」の

確保等を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

（４） 県産品の国内外マーケットへの戦略的な展開

○ 鹿児島県産品等セールス推進事業【再掲】（販路拡大・輸出促進課） 22,129

ア トップセールス推進事業

農林水産物や観光資源をはじめとした本県の持つ多彩な魅力を

情報発信するため，県産品の商流に影響のある方々への売り込み

や，イベント等において，販路開拓や観光誘客等につながるトッ

プセールスを展開する。

イ 鹿児島県産食材ＰＲ・販路拡大事業

多彩な魅力を有する県産品の販路拡大のため，首都圏の有名レ

ストランのシェフや百貨店等のバイヤーに県産食材を売り込むと

ともに，これらの店舗等でレストランフェアを開催することによ

り，食材活用の定番化と付加価値向上を図る。

○ ＷＥＢ活用県産品販売促進事業（販路拡大・輸出促進課） 9,900

新たな販売ツールとして定着したＷＥＢ販売による販路開拓・拡

大を図るため，県特産品協会のＥＣサイト「かごいろ」の活用等に

より，県産品の販売促進に取り組む。

○ 伝統的工芸品総合対策事業（販路拡大・輸出促進課） 20,716

ア 大島紬需要開拓・プロモーション事業

大島紬の需要開拓と収益性の向上を図るため，大消費地におい

て大島紬の魅力を発信するイベントを開催するとともに，産地組

合が直接着物ユーザー等へＰＲや販売をする機会を創出する。

イ 伝統的工芸品新商品開発・販路開拓支援事業

伝統的工芸品製造事業者の商品開発力や販売力の強化を図るた

め，住宅メーカー等民間企業との協働による新たな商品開発から

販路開拓まで取り組むプロジェクトを支援する。

ウ かごしまの伝統的工芸品後継者育成プロジェクト

県内伝統的工芸品産業の後継者の育成・確保を図るため，県外

ものづくり系学校の学生や若手クリエーター等のインターンシッ

プやマッチングの機会を創出する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 鹿児島県ＳＨＯＣＨＵ市場開拓事業（販路拡大・輸出促進課） 52,666

県酒造組合など業界と連携して，新たな市場開拓及び販路拡大を

図るため，首都圏及び欧米等でのプロモーションの強化を図る。ま

た，本格焼酎産業の持続的な発展を図る観点から，高付加価値化に

向けたマーケティング調査を行う。

○ 貿易促進事業（販路拡大・輸出促進課） 62,916

香港・マカオ地域における経済交流促進や，県産品の販路拡大・

輸出入の促進を図るため，海外駐在員等による貿易情報の収集・提

供や市場調査等を通じて，県内企業の海外事業展開を支援する。

○ 海外ビジネス支援事業（販路拡大・輸出促進課） 8,588

アジアを中心とした海外ビジネスの促進を図るため，オンライン

での実施を含め，貿易相談や商談会を実施し，県内企業の海外事業

展開を支援する。

○ 上海マーケット開発推進事業（販路拡大・輸出促進課） 62,339

中国との経済交流促進や，県産品の販路拡大，輸出入の促進を図

るため，現地における県産品の安定的な流通・販売体制の確立や本

県の認知度向上に取り組むとともに，現地で県内企業が行う活動を

支援する。

○ ＡＳＥＡＮマーケット販路開拓・拡大事業（販路拡大・輸出促進課） 6,218

ＡＳＥＡＮ地域での本県のＰＲ及び県産品の販路拡大を図るため，

ＡＳＥＡＮ地域における市場情報の収集，人的ネットワークの構築

等を進め，商流の確立や現地旅行会社へのセールス活動などの取組

を展開する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 県産品攻めの海外展開促進・強化事業（販路拡大・輸出促進課） 141,457

ア 輸出商社と連携した県産品販路拡大支援事業

輸出に関するノウハウを持たない県内事業者等の輸出促進を図

るため，輸出商社と県内事業者が連携して行う営業活動や商談機

会創出等の取組を支援する。

イ デジタルツール等を活用した海外販路拡大事業

コロナ禍による消費者ニーズの変化等により，急成長している

越境ＥＣなどデジタル技術を活用した県産品の輸出拡大を図るた

め，ＥＣモールを活用した販売機会の提供やマーケティング支援

を行うほか，デジタル化・オンライン化に対応した販売力・商談

力を強化する県内事業者の活動に必要な経費の一部を支援する。

○ 国際物流港湾形成促進事業（港湾空港課） 3,200

船会社・荷主・物流事業者等に対して志布志港及び川内港の利用

促進を図る。

○ 志布志港・川内港輸出入促進トライアル事業（港湾空港課） 4,500

志布志港・川内港の更なる利用促進を図るため，荷主企業が行う

コストやリードタイムの検証などの運送実験に係る経費の一部を支

援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
13 多 彩 な キ ャ リ ア を デ ザ イ ン で き る 働 き 方 の 創 出

（１） 地域産業の振興を支える人材の確保・育成

○ 地域公共交通等人財確保支援事業【再掲】（交通政策課） 13,945

地域公共交通等の担い手の確保を図るため，交通事業者等に対し，

人材確保に係るＰＲや県外就職説明会等への参加費用，免許取得等

に要する経費に対し，一部支援を行う。

○ 林業担い手確保・育成総合対策事業【再掲】（森林経営課） 51,702

若年者等を対象とした林業就業相談や雇用情報の提供など就業促

進に取り組むとともに，林業就業者等を対象に技能レベルに応じた

各種研修を「鹿児島スーパーきこり塾」として段階的かつ体系的に

実施し，林業担い手の確保・育成を図る。

また，森林整備の中核的な担い手である「意欲と能力のある林業

経営者」が実施する雇用拡大等の取組を支援するなど，事業体の育

成・強化を図るほか，他県の林業担い手対策の調査等を行い，本県

にふさわしい人材育成の在り方を検討する。

○ 発電用施設周辺地域ものづくり企業人材確保支援事業（産業立地課） 8,675

県内製造業者等の人材確保を図るため，県内の工業系・情報系高

校等における企業説明会を開催する。

○ 発電用施設周辺地域ものづくり企業人材育成支援事業（産業立地課） 5,150

県内製造業者の労働生産性向上やデジタル化，カーボンニュート

ラル等に対応する人材育成を図るため，社員研修の実施を支援する。

○ 県内中小企業人財育成支援事業（産業立地課） 1,511

県内製造業者の人材育成を図るため，若手社員やその指導者を対

象に，ものづくり意識の醸成やコミュニケーションスキル，コーチ

ングスキルの向上等を目的とした研修を実施する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 特別訓練事業訓練費（雇用労政課） 704,546

離転職者等に対して，職業に必要な知識・技能を付与するため， その他債務負担

民間教育訓練機関等に委託して職業訓練を実施し，就職の促進を図 行為限度額

る。 175,857

○ キラリ輝く☆女性農業者応援事業【再掲】（経営技術課） 4,975

女性の農業経営や地域農業への積極的な参画を促進するため，研

修会等を通じたリーダー育成や女性目線で農業の魅力をＰＲする取

組等を支援し，女性農業者の活躍を推進する。

○ 担い手育成推進事業【再掲】（経営技術課） 119,970

認定農業者や集落営農組織など担い手等の確保・育成を図るため，

農業用機械・施設の導入などを支援する。

ア 農地利用効率化等支援事業

イ 集落営農活性化プロジェクト促進事業

○ 農福連携推進事業【再掲】（経営技術課） 2,322

農福連携を推進するため，実践事例の紹介や農福連携を実践・支

援する人材の育成，地域における連携体制の整備等に向けた取組を

支援する。

○ 地域計画推進支援事業【再掲】（経営技術課） 83,231

農用地の効率的かつ総合的な利用を図るため，農業者等による話

合いを踏まえ，地域の農業のあり方や農地利用の姿を明確化した

「地域計画」の策定に必要な取組を支援する。

○ 農業人材確保対策事業【再掲】（経営技術課） 3,899

農業分野における安定的な労働力の確保を図るため，「鹿児島県

農業労働力支援センター」における労働力確保に関する相談対応や

情報提供，求人・求職者のマッチングに向けた取組を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 農業分野外国人材確保推進事業【再掲】（経営技術課） 2,031

農業分野における外国人技能実習制度等の適正な実施を図るため，

制度の普及・啓発活動等や，農協等による農作業請負方式技能実習

制度の活用を推進するとともに，外国人材が働きやすい就業・生活

環境を整備するモデル的な取組を支援する。

○ かごしまの農業経営・就農支援事業【再掲】（経営技術課） 33,759

担い手等の確保・育成を図るため，｢農業経営･就農支援センター｣

を中心とした支援体制を整備する。

ア 就農支援事業

就農・就業希望者への相談対応や第三者への経営継承を支援す

るとともに，就農後の体系的研修や現地就農トレーナーによる助

言・指導等を行う。

イ 農業経営発展支援事業

生産技術や経営管理能力の向上支援，農業経営の法人化など経

営発展段階に応じた課題解決を支援する。

ウ 農業経営イノベーション事業

経営改革のための取組を支援し，農業経営の発展と地域農業の

維持・発展を両立する企業的農業法人を育成する。

○ 就農・就業を目指す人材育成事業【再掲】（経営技術課） 3,635

就農・就業を目指す人材を育成するため，農業への理解促進や海

外農業研修への支援を行う。

○ 農業・農村研修事業【再掲】（経営技術課） 3,535

就農予定者，新規就農者，農業担い手，女性農業者等が農業経営

や技術を習得するため，農業大学校において，体系的な研修を実施

する。

○ 農業次世代人材投資事業【再掲】（経営技術課） 770,915

新規就農者を確保・育成するため，次世代を担う農業者となるこ

とを志向する者に対し，就農に向けた研修資金及び経営開始資金を

交付する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 農大魅力アップ・情報発信事業【再掲】（経営技術課） 3,427

本県農業の将来を担う優れた担い手を育成するため，農業大学校

における教育内容の充実や就農・就業に向けた取組を強化するとと

もに，農業大学校の魅力を県内外に広く発信する。

○ 建設産業担い手確保・育成・定着促進事業（監理課） 25,375

建設産業が持続的に「地域の守り手」としての役割を果たせるよ

う，多様な担い手の確保・育成・定着と併せて，生産性の向上に資

する人材育成を図るための支援等を行う。

・合同企業説明会，就活応援キャラバンの開催

・建設技術者の育成・定着のための階層別等研修

・生産性向上のためのＩＣＴ等研修費用助成

（２） 若年者等の県内就職促進

○ 私立専修学校人材育成・県内定着促進事業（学事法制課） 3,100

県内の私立専修学校のうち，より実践的な人材育成に取り組む職

業実践専門課程を設置している学校に対し，必要な経費の一部を支

援する。

○ ふるさと人材確保事業（産業人材確保・移住促進課） 7,370

ＵＩターン就職の促進を図るため，「ふるさと人材相談室」を設置

し，職業紹介・職業相談・出張相談を実施する。

○ 若年者県内企業就職応援事業（産業人材確保・移住促進課） 10,172

若年者の県内就職やＵＩターン就職を促進するため，合同企業説

明会の開催や学生・保護者等に県内企業情報を提供するとともに，

県外大学と就職支援に関する連携を図る。

○ 「かごＪｏｂ」情報提供事業（産業人材確保・移住促進課） 7,260

若年者の県内就職やＵＩターン就職の促進を図るため，就職情報

提供サイト「かごＪｏｂ」を運営し，県内企業の情報発信や効果的

な求人広告の作成支援等を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 高校生県内企業就職応援事業（産業人材確保・移住促進課） 6,591

新規高卒者の県内就職を促進するため，高校生とその保護者のた

めの合同企業説明会などを開催する。

○ 県内企業採用力・定着力向上支援事業（産業人材確保・移住促進課） 1,958

県内企業の人材確保や，若年労働者の離職防止を図るため，県内

企業の採用力や定着力を向上させるセミナー等を開催する。

○ ふるさと鹿児島人材確保・育成事業（産業人材確保・移住促進課） 15,677

「かごしま故郷人財確保・育成プロジェクト」を推進し，本県の

人材確保・育成を図るため，ワーキンググループの開催や，各地域

における課題やニーズを踏まえた取組等を推進する。

○ ふるさと鹿児島ＵＩターン就活応援事業（産業人材確保・移住促進課） 3,100

県外学生等のＵＩターン就職を促進するため，本県内で行うイン

ターンシップや採用面接に参加する県外学生等に交通費，宿泊費を

支給する県内企業等を支援する。

○ 大学生等県内就職促進事業（産業人材確保・移住促進課） 11,470

地元大学生を県内企業の魅力を発信するサポーターに委嘱し，企

業のＰＲを行うとともに，本県出身の県外大学生等を対象に，

ＳＮＳを活用した就職関連情報の発信を行い，県内への就職を促進

する。

○ インターンシッププログラム支援事業（産業人材確保・移住促進課） 8,935

インターンシップに意欲のある県内企業を対象にモデル事業を実

施し，専門家のサポートによりインターンシッププログラムの作成

・改善を行い，県内企業の採用力をアップする。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

（３） 多様な人材が就労できる環境づくり

○ 発電用施設周辺地域多様な人材確保環境整備事業（産業立地課） 50,000

県内製造業者の人材確保や職場定着を図るため，女性や高齢者等

の多様な人材が働きやすい職場環境の整備を支援する。

○ 高度デジタル外国人材獲得モデル事業【再掲】（外国人材政策推進室） 9,010

県内企業が求める高度デジタル人材を，海外から獲得する機会増

大を図るためのモデルを構築する。

○ ベトナム人材受入・交流促進事業（外国人材政策推進室） 10,862

本県に多くの人材を送り出しているベトナムとの間で，鹿児島・

ハノイ線の就航を見据えた人的・経済的交流を促進するため，関係

機関と連携し，包括的に関係強化を図るとともに，県内に住むベト

ナム人技能実習生等が安心して働き，暮らせる環境の整備を図る。

○ 新たな送り出し国との関係構築事業（外国人材政策推進室） 3,421

今後の外国人材の送り出し国として有望なフィリピンやインドネ

シア等との関係構築を図るため，送り出し機関と県内監理団体等と

のビジネスマッチングや,本県の魅力のＰＲ等を行う。

○ 外国人材が安心して働ける「かごしま企業」助成事業 2,163

（外国人材政策推進室）

外国人材の安定的な受入れや定着に向け，社内環境整備や地域交

流等に取り組む県内の受入企業等を支援する。

○ 外国人材定着等支援事業（外国人材政策推進室） 1,697

外国人材の県内企業等における適切な受入れ・雇用管理の推進と，

地域における定着を図るため，企業向けの相談窓口の設置，企業向

けセミナーやワークショップの開催等を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 外国人材確保支援事業（外国人材政策推進室） 2,021

安定的な外国人材の確保を図るため，県内監理団体等の採用活動

において活用できるデジタルパンフレットを作成するとともに，外

国人材向けに本県の魅力等をＰＲする動画を作成し，本県の認知度

向上を図る。

○ 外国人総合相談窓口運営事業（外国人材政策推進室） 10,592

在留外国人が生活に係る適切な情報や相談場所に到達できるよう

多言語で相談に対応する窓口を運営する。

○ 県内企業グローバル人材活用支援事業（外国人材政策推進室） 3,145

外国人留学生など高度外国人材の採用により，海外展開やインバ

ウンドの受入れを図る県内企業を支援するため，企業と留学生のマ

ッチング等を実施する。

○ 女性のための再就職支援事業（雇用労政課） 1,333

出産・子育て等により離職し再就職を希望する女性に対して，就

職活動に必要な知識等の習得を支援するためのセミナーを開催する。

○ 高年齢者就業機会確保事業（雇用労政課） 9,193

県内全域でのシルバー人材センター事業の拡大を図り，高年齢者

のニーズに応じた多様な就業機会等を確保するため，県シルバー人

材センター連合会に対し運営費の補助を行うとともに，シルバー人

材センターの設立促進，育成指導等を行う。

○ 障害者雇用促進事業（雇用労政課） 13,175

事業所訪問等による求人開拓や障害者就職面接会の実施，民間企

業等における短期の雇用体験の実施等により障害者の雇用を促進す

る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 障害者職業能力開発校費（雇用労政課） 149,915

障害者の就職の促進を図るため，鹿児島障害者職業能力開発校

（国立県営）において，民間教育訓練機関等も活用しながら職業訓

練を実施する。

○ 地域就職氷河期世代就職支援事業（雇用労政課） 17,011

就職氷河期世代のうち就労を希望しながら様々な事情により就職

活動を行えていない長期無業者の方を中心に，就労促進及び就労定

着に向けた支援を実施する。

（４） 働き方改革の推進

○ 子ども・子育て支援総合対策事業（就学前教育・保育施設整備事業） 2,419,476

【再掲】（子育て支援課）

安心して子どもを育てることができる体制の整備を図るため，保

育所や認定こども園等の整備を行う。

○ 児童健全育成対策事業【再掲】（子育て支援課） 33,106

放課後等における児童の健全育成を図るため，放課後児童クラブ

の施設整備費の一部を助成するとともに，放課後児童支援員認定資

格研修及び現任研修等を実施する。

ア 放課後児童クラブ施設整備費

イ 放課後子ども総合プラン推進事業

○ 地域子ども・子育て支援事業【再掲】（子育て支援課） 3,248,108

地域の子ども・子育て支援の充実を図るため，市町村が地域の実

情に応じて行う一時預かりや放課後児童クラブの運営など，子育て

支援の総合的な提供に対して交付金を交付する。

ア 放課後児童健全育成事業

イ 地域子育て支援拠点事業

ウ 病児保育事業

エ 放課後児童支援員等処遇改善事業 等
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千円

○ 多様な働き方推進事業（雇用労政課） 1,528

働き方改革に取り組む企業を「かごしま『働き方改革』推進企

業」として認定するとともに，職場環境整備を支援するＷｅｂセミ

ナーの開催により，県内企業における多様な働き方に関する積極的

な取組を促進する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
14 デジタルテクノロジーを活用した県民の暮らしの質の向上

（１） 暮らしと産業のデジタル化

○ 鹿児島版ＭａａＳ推進事業【再掲】（交通政策課） 1,749

新たなモビリティサービスである鹿児島版ＭａａＳの実現に向け

て，実行委員会(仮)の設置，運営を行い，ＭａａＳを含めた交通の

デジタル化に取り組み，公共交通機関の利用促進や観光客等の乗り

継ぎ円滑化等を推進する。

○ デジタル戦略推進事業（デジタル推進課） 129,999

県民の暮らしと産業のデジタル化を推進するため，デジタル技術

を活用した地域課題解決のためのアイデアコンテストや，経営者等

のデジタルリテラシーを高めるための研修等を実施する。

(暮らしと産業のデジタル化関係)

・ 鹿児島Digi-1グランプリ2023 2,557千円

・ デジタル人材育成・確保事業 7,216千円

・ ＤＸ推進アドバイザー相談事業 4,443千円

○ 「稼ぐ力」を引き出すスマート林業推進事業【再掲】 102,265

（森林経営課，かごしま材振興課）

再造林を一層推進するため，航空レーザ計測・解析情報の高度利

用や，ドローンによる苗木運搬など再造林等のスマート化による低

コスト化・省力化の取組を支援する。

また，原木の安定供給体制を構築するため，中間土場を活用した

流通コストの低減やＩＣＴを活用した需給情報のデジタル化の取組

を支援する。

ア 森林資源情報の高度利用支援事業

イ 再造林等のスマート化支援事業

ウ 県産材流通コスト低減対策事業

○ 離島・へき地におけるＩＣＴ技術を活用した遠隔医療推進事業 612

【再掲】（保健医療福祉課）

離島・へき地医療の充実を図るため，ＩＣＴを活用した遠隔医療

の普及啓発等を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 障害福祉分野におけるロボット等導入支援事業【再掲】（障害福祉課） 9,132

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止や介護業務の負担軽

減等を図るため，見守りセンサー等の介護ロボット導入経費につい

て補助を行う。

○ 介護職員人材確保等対策事業【再掲】（介護保険室） 136,760

介護人材の確保等を図るため，介護ロボットやＩＣＴの導入を支

援する。

（暮らしと産業のデジタル化関係）

・ 介護ロボット導入支援事業 64,592千円

・ 介護サービス事業所ＩＣＴ導入支援事業 72,168千円

○ デジタルツール等を活用した海外販路拡大事業【再掲】 15,663

（販路拡大・輸出促進課）

コロナ禍による消費者ニーズの変化等により，急成長している越

境ＥＣなどデジタル技術を活用した県産品の輸出拡大を図るため，

ＥＣモールを活用した販売機会の提供やマーケティング支援を行う

ほか，デジタル化・オンライン化に対応した販売力・商談力を強化

する県内事業者の活動に必要な経費の一部を支援する。

○ ＩＣＴを利用した漁船漁業スマート化推進事業【再掲】（水産振興課） 26,296

漁業の効率化，漁家経営の安定化を図るため，水温・潮流等の海

況データを収集して海況予測モデルの精度向上を図るとともに，高

精度の海況予測を活用した漁場予測技術の開発に取り組む。

○ 「稼ぐ力」を向上するスマート農業導入促進事業【再掲】 22,531

（経営技術課）

スマート農業の導入・普及を推進するため，農業者の理解促進や

指導体制の強化，新技術開発の支援のほか，産地におけるスマート

農業活用の実証活動など，現地への実装化に向けた取組を支援する。
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千円

（２） 行政のデジタル化

○ デジタル戦略推進事業【再掲】（デジタル推進課） 129,999

行政のデジタル化を推進するため，県有施設や行政手続の使用料

等の納付に係るキャッシュレス決済導入や，庁内各業務のデジタル

技術の活用による業務改革等に取り組む。

(行政のデジタル化関係)

・ 行政キャッシュレス化推進事業 9,712千円

・ ＢＰＲ推進事業 18,211千円

・ 業務改善コーディネーター設置事業 12,537千円

・ 基幹系システム連携基盤構築事業 23,432千円

・ ＤＸ推進アドバイザー相談事業【再掲】 4,443千円

・ データ利活用促進事業 3,290千円

・ 自治体ＤＸ推進事業 396千円

・ ＯＡルームの管理運営等 48,206千円

○ 基幹業務管理システム更新事業（デジタル推進課） 261,717

現行基幹業務システムのサーバーＯＳサポート期間満了に伴い，

各業務の作業効率の向上，保守経費の削減，帳票の電子化等の機能

改善を踏まえたシステム更新を行う。

○ ＬＩＮＥ情報発信事業（広報課） 4,776

県公式ＬＩＮＥアカウント「鹿児島県庁」に受信設定などの機能

を追加し，利用者の利便性を高め，ＬＩＮＥの特性を生かした積極

的な県政情報の発信を行う。

○ 県議会デジタル化推進事業（議会事務局） 10,736

議会・議員活動の充実・強化等を図るため，タブレット端末及び

文書共有システムの導入によるペーパーレス化を図り，県議会のデ

ジタル化を推進する。

○ 公共事業支援統合情報システム導入推進事業（監理課） 102,936

公共事業における受発注者の入札手続等の効率化や透明性の向上

を図るため，市町村と共同で構築した電子入札システムを運用する

とともに，電子納品の推進を図る。
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千円

（３） データの利活用推進

○ データサイエンス推進事業（計画管理室） 10,408

各種データを正確に把握・分析した上で問題を解決する能力の必

要性が一層高まってきていることから，データの分析やこれに基づ

いた政策立案等（ＥＢＰＭ）を行う体制の整備を図る。

○ デジタル戦略推進事業【再掲】（デジタル推進課） 129,999

官民におけるデータの利活用を推進するため，県が保有するデー

タのオープンデータ化やデータの蓄積・分析・活用に関する行政職

員向け研修を実施する。

（データの利活用推進関係）

・ データ利活用促進事業【再掲】 3,290千円

（４） デジタル推進基盤の強化

○ デジタル戦略推進事業【再掲】（デジタル推進課） 129,999

デジタル推進基盤を強化するため，専門的な知見を有する県ＤＸ

推進アドバイザーによる「ＤＸ推進相談窓口」において，行政機関

や民間事業者からの相談対応を行う。

（デジタル推進基盤の強化関係）

・ ＤＸ推進アドバイザー相談事業【再掲】 4,443千円

（５） デジタル人材の活用・確保・育成

○ デジタル戦略推進事業【再掲】（デジタル推進課） 129,999

デジタル人材の確保・育成を図るため，経営者等のデジタルリテ

ラシーを高めるための研修や，ＩＴエンジニアを目指す方を対象と

したプログラミング研修，ＳＮＳを活用した交流の場の提供等に取

り組む。

（デジタル人材の活用・確保・育成関係）

・ デジタル人材育成・確保事業【再掲】 7,216千円

・ データ利活用促進事業【再掲】 3,290千円

138



事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 高度デジタル外国人材獲得モデル事業【再掲】（外国人材政策推進室） 9,010

県内企業が求める高度デジタル人材を，海外から獲得する機会増

大を図るためのモデルを構築する。

○ 教育の情報化推進事業【再掲】（高校教育課，義務教育課） 19,158

本県の教育の情報化を推進するため，推進連絡協議会を開催する

とともに，ＧＩＧＡスクール運営支援チームを設置し，学校ＩＣＴ

の専門家等による学校や市町村教育委員会への指導・支援等を行う。

○ ＩＣＴ活用による次世代の学び推進事業【再掲】 46,337

（高校教育課，義務教育課）

児童生徒のＩＣＴを効果的に活用した学びを推進するため，教員

のＩＣＴ活用指導力向上のための研修等を実施するとともに，県立

学校にＩＣＴ支援員を配置する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
15 持 続 可 能 な 行 財 政 運 営

（１） 持続可能な行財政構造の構築

○○新 鹿児島県職員人材育成ビジョン（仮称）策定事業（行政管理室） 3,806

県職員の目指すべき職員像や人材育成に係る基本理念を明確化し，

その実現に向けた取組の方向性などを内容とする人材育成ビジョン

（仮称）の策定に向け，職員ワークショップや有識者会議を開催す

る。

○ 組織力向上研修事業（行政管理室） 15,043

高度化・多様化・複雑化する行政需要に対応できる人材を育成す

るため，管理監督者のマネジメント能力向上研修や県と市町村の職

員の共同での政策形成研修などを実施する。

○ 受験者確保対策推進事業（人事委員会事務局） 16,014

優秀で多様な人材を安定的に確保するため，技術職の試験区分の

拡充など柔軟な採用試験の実施に取り組むとともに，県内外の学生

等を対象とした新たなテーマ別Ｗｅｂ説明会を開催するなど積極的

な受験者確保活動を行う。

○○新 県庁ワークプレイス改革推進事業（行政管理室） 5,000

働きやすい職場環境づくりの一環として，本庁舎執務室の一部に

フリーアドレス等を導入し，庁内課室の試行的運用により，組織内

のコミュニケーション活性化や業務効率化などの効果検証を行う。

○ 広聴推進事業（知事とのふれあい対話）（広報課） 3,002

県民が安心できる行政づくりに資するため，知事と県民が率直な

対話を行う場として「知事とのふれあい対話」を開催する。

○ 滞納整理対策事業（税務課） 14,566

特別滞納整理班による市町村と連携した個人住民税徴収対策や，

自動車税種別割納税お知らせセンターの設置による自主納税案内の

実施などの取組により，県税収入未済額の縮減を図る。
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千円

○ 県税賦課徴収事業（税務課） 29,856

自動車税種別割のコンビニ納付，クレジット納付等の利用促進，

各種広報媒体を活用した納期内納付の促進等により，税収の確保に

努める。

○ 職員住宅整備事業（総務事務センター） 32,387

職員の安定した住生活の確保と公務の円滑な推進を図るため，離

島において特に老朽化の激しい職員住宅について，民間住宅一括借

上方式により整備する。

（２） 市町村との連携等の推進

○ 市町村振興資金貸付事業（市町村課） 300,000

市町村が実施する各種公共施設等の整備に必要な資金を貸し付け

る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
16 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 に 係 る 対 策

○ 宿泊施設の感染防止対策認証制度事業（ＰＲ観光課） 11,847

県が適切な新型コロナウイルス感染症対策の講じられた宿泊施設

を認証し，これらの施設の利用促進を図る。

○ 新型コロナウイルス感染症総合対策事業 9,132,724

（新型コロナウイルス感染症感染防止対策課，

新型コロナウイルス感染症療養調整課）

新型コロナウイルス感染症に係る医療体制や検査体制の確保を図

るとともに，自宅療養者の相談対応等を行う。

○ 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業 1,335,791

（新型コロナウイルス感染症感染防止対策課）

副反応に関する相談窓口の設置など，新型コロナワクチンの円滑

な接種を推進する。

○ 新型コロナウイルス感染防止対策ＰＣＲ等検査無料化事業 1,967,521

（新型コロナウイルス感染症感染防止対策課）

感染拡大時に県の判断により感染の不安がある無症状者への検査

を無償で実施する。

○ 新型コロナウイルス感染防止対策調査事業 21,101

（新型コロナウイルス感染症感染防止対策課）

新型コロナウイルス感染症の感染防止対策に取り組む飲食店等に

対する認証制度を運用する。

○ 感染症医療対策事業（新型コロナウイルス感染症療養調整課） 572,182

新型コロナウイルス感染症の入院患者に対する適切な医療の提供

を図り，まん延を防止するため，感染症患者の入院医療費の公費負

担を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 新型コロナウイルス感染症重点医療機関等体制整備事業 26,505,570

（新型コロナウイルス感染症療養調整課）

新型コロナウイルス感染症患者専用の病棟等を設定する重点医療

機関に対して，空床確保に要する費用を支援する。

○ 新型コロナウイルス感染症重点医療機関等設備整備事業 973,495

（新型コロナウイルス感染症療養調整課）

新型コロナウイルス感染症患者に高度かつ適切な医療を提供する

ため，重点医療機関等に対して，超音波画像診断装置やＣＴ撮影装

置等の設備整備を支援する。

○ 新型コロナウイルス感染症救急医療等体制確保事業 72,625

（新型コロナウイルス感染症療養調整課）

新型コロナウイルス感染症が疑われる患者が受診した場合に，外

来診療や必要に応じて入院診療を行うことができるよう，救急・周

産期・小児医療機関に対して，院内感染の防止に必要な設備整備等

を支援する。

○ 新型コロナウイルス感染症多言語案内整備事業 7,785

（新型コロナウイルス感染症療養調整課）

新型コロナウイルス感染症の疑いがある外国人が医療機関を適切

に受診できるよう，医療機関における多言語案内を行うための電光

掲示板等の整備を支援する。

○ 新型コロナウイルス感染症遠隔医療設備整備事業 5,000

（新型コロナウイルス感染症療養調整課）

新型コロナウイルス感染症の疑い患者等に対して，医療機関が遠

隔医療を実施する際に必要となる情報通信機器の整備を支援する。

○ 新型コロナウイルス感染症医療従事者宿泊支援事業 24,000

（新型コロナウイルス感染症療養調整課）

新型コロナウイルス感染症患者の対応業務が深夜に及んだ場合や

基礎疾患を有する家族等と同居しており帰宅することが困難な場合

等に，医療従事者等が宿泊施設等に宿泊する費用を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 新型コロナウイルス感染症重症患者対応医療従事者研修事業 6,500

（新型コロナウイルス感染症療養調整課）

新型コロナウイルス感染症の重症患者に対する医療提供体制の充

実を図るため，体外式膜型人工肺（ＥＣＭＯ）及び人工呼吸器を適

切に取り扱うことができる医療従事者を養成する。

○ 新型コロナウイルス感染症宿泊療養施設確保事業 17,026,186

（新型コロナウイルス感染症療養調整課）

新型コロナウイルス感染症の感染者が増加した際に，重症者への

入院医療の提供に支障を来さないよう，軽症者又は無症状者が療養

するための宿泊施設を確保・運営する。

○ 新型コロナウイルス感染症災害派遣医療チーム整備事業 72,107

（新型コロナウイルス感染症療養調整課）

ＤＭＡＴ等を県調整本部等に派遣するとともに，新型コロナウイ

ルス感染症患者の搬送に係る航空機等の消毒及び廃棄物処分等を行

う。

○ 新型コロナウイルス感染症専門家派遣等事業 8,446

（新型コロナウイルス感染症療養調整課）

新型コロナウイルス感染症患者が施設等で多く発生するなど早急

に感染拡大防止対策を講じる必要が生じた場合等に，感染症対策に

係る専門家を派遣する。

○ 新型コロナウイルス感染症医療従事者派遣事業 2,320

（新型コロナウイルス感染症療養調整課）

新型コロナウイルス感染症患者の対応等を行う医療機関や，感染

した医師が勤務する医療機関等へ医療従事者を派遣する医療機関に

対して，派遣費用を支援する。

○ 新型コロナウイルス感染症休業等継続・再開支援事業 3,049

（新型コロナウイルス感染症療養調整課）

新型コロナウイルス感染症により休業・診療縮小を余儀なくされ

た医療機関の継続・再開を図るため，ＨＥＰＡフィルター付き空気

清浄機購入や消毒の経費を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 障害福祉サービス確保のための支援対策事業（障害福祉課） 33,686

感染者や濃厚接触者が発生した障害福祉サービス施設・事業所等

が感染対策を徹底の上，必要なサービスを継続して提供できるよう

施設・事業所等の消毒・清掃に要する費用や応援職員の派遣費用等

について支援を行う。

○ 障害福祉分野におけるロボット等導入支援事業【再掲】（障害福祉課） 9,132

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止や介護業務の負担軽

減等を図るため，見守りセンサー等の介護ロボット導入経費につい

て補助を行う。

○ 薬局継続再開支援事業（薬務課） 4,515

新型コロナウイルス感染症により休業を余儀なくされた薬局に対

して，薬局業務の継続・再開に必要なＨＥＰＡフィルター付き空気

清浄機の整備や，消毒に要する経費を支援する。

○ 薬剤師派遣体制確保事業（薬務課） 4,328

新型コロナウイルス感染症により調剤等に従事できない薬剤師が

いる薬局に薬剤師を派遣する薬局に対して経費を支援する。

○ 妊産婦感染症対策事業（子ども家庭課） 12,008

不安を抱える妊婦に対する新型コロナウイルス感染症の検査費用

を支援する。

○ 児童福祉施設等環境改善事業（子ども家庭課） 4,080

児童養護施設等における新型コロナウイルス感染症の感染拡大防

止及び感染発生後の事業継続に必要な経費の一部を助成する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 子ども・子育て支援総合対策事業【再掲】（子育て支援課） 82,480

幼稚園や認可外保育施設等における新型コロナウイルス感染症の

感染拡大を防止するため，マスクや消毒液等の衛生用品等の購入費

や，職員が感染症対策の徹底を図りながら業務を継続的に実施する

ために必要な経費などを支援する。

ア 保育環境改善等事業

イ 幼児教育の質の向上のための緊急環境整備事業

○ 地域子ども・子育て支援事業【再掲】（子育て支援課） 158,088

放課後児童クラブ等における新型コロナウイルス感染症の感染拡

大を防止するため，マスクや消毒液等の衛生用品等の購入費や，職

員が感染症対策の徹底を図りながら業務を継続的に実施するために

必要な経費などを支援する。

○ 介護サービス事業所等に対するサービス継続支援事業（介護保険室） 317,926

介護サービス事業所等が必要な介護サービスを継続して提供でき

るよう，通常の介護サービスの提供時では想定されない経費等に対

して支援や，関係団体と連携・調整を行い，緊急時の応援に係るコ

ーディネート機能の確保等を図る。

○ 地域介護基盤整備事業【再掲】（高齢者生き生き推進課） 113,634

介護施設等において，新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防

止するため，簡易陰圧装置の設置，多床室の個室化，ゾーニング環

境整備等に要する費用を支援する。

○ 県中小企業融資制度運営事業【再掲】（中小企業支援課） 81,975

中小企業者の経営の合理化及び安定強化に必要な資金の融資を行 その他債務負担

う。（うち新型コロナウイルス感染症対策分） 行為限度額

ア 新規融資枠 35,000,000千円 469,961

イ 信用保証料補助 81,975千円

ウ 損失補償 469,961千円

○ 新型コロナウイルス関連緊急経営利子補助事業（中小企業支援課） 3,344,393

新型コロナウイルス感染症の拡大に起因する事由により，経営に

大きな影響を受けた中小企業者等が借り入れた「新型コロナウイル

ス関連緊急経営対策資金」の利子について補助を行い，中小企業者

等の事業継続が図られるよう支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 鹿児島県新型コロナウイルス感染症対策中小企業応援基金造成事業 3,569

（中小企業支援課）

新型コロナウイルス感染症により経営に影響を受けた中小企業者

等が経営の安定化のため借り入れた資金の保証料及び利子負担の軽

減を図るため，基金を造成する。

○ 県立特別支援学校スクールバス感染症対策支援事業（総務福利課） 270,177

新型コロナウイルス感染症の感染リスクを低減し，児童生徒の安

全安心な通学環境や学習環境を確保するため，通学バスを増便する。

○ 県立学校における感染症対策事業（総務福利課） 181,800

新型コロナウイルス感染症対策の徹底を図りながら，児童生徒の

健やかな学びを保障するため，効果的な換気用備品や感染者等が発

生した学校において追加的に必要となる保健衛生用品等の整備等を

行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
17 原 油 価 格 ・ 物 価 高 騰 等 総 合 緊 急 対 策

○ かごしまＧＸ推進事業【再掲】（エネルギー対策課） 318,208

カーボンニュートラル実現のための経済・社会，産業構造変革

（ＧＸ）への理解を深める勉強会の開催や，省エネ・再エネ発電設

備等の導入支援等を行い，ＧＸへの取組を推進する。

ア ＧＸ推進再エネ導入支援事業

イ 省エネ設備等導入支援事業

○ 水素・再生可能エネルギー推進事業【再掲】（エネルギー対策課） 104,437

地域特性を生かした水素・再生可能エネルギーの導入を推進する。

ア 再生可能エネルギー推進委員会事業

イ 再生可能エネルギー導入活性化事業

ウ エネルギーをシェアするまちづくり事業

エ 水素エネルギー利用促進事業

オ 離島における電動モビリティ再エネ活用実証事業

○ 環境と調和した農業推進事業【再掲】（経営技術課） 107,753

農業の持続的な発展と農業の有する多面的機能の発揮を図るため,

農業生産に由来する環境負荷を軽減するとともに，地球温暖化防止

や生物多様性保全等に効果の高い農業生産活動を支援する。

○ みどりの食料システム戦略推進総合対策事業【再掲】（経営技術課） 51,150

「みどりの食料システム戦略」の実現に向けて，環境負荷低減と

持続的発展に向けた地域ぐるみのモデル地区を創出するとともに，

有機農業の産地づくり，環境にやさしい栽培技術や省力化に資する

技術の取組を推進する。

○ 産地パワーアップ事業【再掲】（農産園芸課） 137,811

地域の営農戦略として定めた「産地パワーアップ計画」に基づき，

意欲のある農業者等が高収益作物・栽培体系への転換等を図るため，

農業機械及び省エネ機器の導入等を支援する。

○ 生産性の高い水田農業確立推進事業【再掲】（農産園芸課） 10,094

新たな米政策に対応し，需用に応じた米生産を推進するため，実

効性のある需給調整の取組を支援するとともに，稲作農家の経営安

定と本県の特色を生かした生産性の高い水田農業の確立を図る。
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Ⅳ　参考資料  

（Ⅰ）令和５年度ゼロ予算事業

　　　厳しい財政状況の中にあって特別な予算を使うことなく，県が有している人材や施設，

　　ネットワークなどを活用して，創意工夫により実施する事業を「ゼロ予算事業」と位置付け

　　て実施。

１　職員の技術・知識等の活用

事業名 区分 具体的な取組内容
部局名
課　名

かごしま県政出前セミナー 継続

　県政の課題や県が重点的に取り組んでいる施策等につ
いて，県職員が集会等に出向き直接説明を行い，意見交
換を通して対話や交流を推進するとともに，県政について
の県民の理解と協力を得る。
　※県庁見学に併せて県庁内でも実施可能

総務部
広報課

鹿児島県消費生活相談員人
材バンク

継続
　消費生活相談員人材バンクを設置し，消費生活相談員の
採用を希望する市町村と消費生活相談員として就業を希望
する者との仲介を行う。

男女共同参画局
消費者行政

推進室

市町村消費生活相談員等実
務研修受入事業

継続
　市町村から消費生活相談員や行政職員を受け入れ，電
話相談や面談等の実務研修を行う。

男女共同参画局
消費生活
センター

海外人的ネットワーク活用事業 継続
　本県産業振興等に資するため，庁内関係課の依頼などに
基づき，国際交流課等が有する国内外人的ネットワークや
国際交流員を活用し，海外の情報を収集する。

観光・文化
スポーツ部
国際交流課

県庁環境保全率先事業 継続

　地球温暖化防止のため，県が率先して積極的な環境保
全活動に取り組む。
　・マイバッグ・マイ箸運動の取組推進
　・ノーマイカーデーの取組推進
　・県庁環境保全率先実行計画の推進

環境林務部
環境林務課
地球温暖化

対策室

キャラバン・メイト養成研修事業 継続
   認知症サポーター養成講座の講師となる「キャラバン・メ
イト」の養成を図る。

くらし保健福祉部
高齢者生き生き

推進課

元請下請関係適正化等建設
業法遵守通報窓口の設置

継続
　建設業法の違反等について，県に設置する窓口におい
て通報・相談を受け，必要に応じて立入調査を実施し，指
導を行う。

土木部
監理課

津波ハザードマップ作成支援
事業

継続
　津波法に基づき，市町村が作成する「津波ハザードマッ
プ」作成のための基礎となる津波浸水想定設定（浸水区域
及び浸水深）の基礎データ資料の提供を行う。

土木部
河川課

土砂災害ハザードマップ
作成支援事業

継続
　土砂災害に対する警戒避難体制の整備促進を図るため，
市町村が作成する「土砂災害ハザードマップ」に必要な地
図データ等の提供を行う。

土木部
砂防課

地域一斉耐震診断事業 継続
　木造住宅の耐震改修の普及啓発を図るため，地域住民を
対象とした耐震セミナーと無料耐震診断を実施する。

土木部建築課
住宅政策室
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１　職員の技術・知識等の活用

ＫａｇｏＧＩＧＡ情報交流室 新規

　教育の情報化やICT活用に係る実践事例等について情
報提供するとともに，ＩＣＴを効果的に活用した授業づくりや
ICT環境整備について，教職員等が相互に相談したりアド
バイスしたりすることができるMicrosoft Teams（Webアプリ）
を活用したプラットホームを運営する。

教育庁
高校教育課

土曜講座 継続

　土曜日における研修を希望する教職員のニーズに応える
とともに，総合教育センターが開設する短期研修講座を受
講できなかった教職員にその機会を確保することを目的と
して，希望研修講座を実施し，教職員の資質向上に資す
る。

教育庁
総合教育
センター

子供に関する相談機関の合同
相談会「心のふれあい相談」

新規

　「地域が育む『かごしまの教育』県民週間」において，子供
に関する各相談機関が合同で面接相談を行い，適切な助
言・援助を行うとともに，相談機関の県民への周知と積極的
な活用を図る機会とする。

教育庁
総合教育
センター

総合体育センター職員派遣事
業

継続

　学校や市町村教育委員会等が行う研修会への講師派遣
要請に応じて，総合体育センター職員を派遣し，体育・保
健体育の授業改善や教員の指導力向上を図るとともに，ス
ポーツ・レクリエーション活動等の振興を図る。

教育庁
総合体育
センター

科学教室 継続

　教育普及活動の一環として，毎月原則第１・第３日曜日及
び夏休み期間中に当館の職員と，植物採集や昆虫の観察
を行ったり，普段は見学することができない当館の収蔵庫が
見学できる「バックヤードツアー」等の活動を行う。

教育庁
博物館

埋蔵文化財センター専門職員
派遣事業

新規
　講演会等の講師派遣依頼に対応する。
　センターの専門職員を派遣し，埋蔵文化財の普及啓発を
行い，県民に埋蔵文化財への理解を深めてもらう。

教育庁
埋蔵文化財

センター

鹿児島県技術職ナビゲータ制度 継続

　技術職の仕事に興味のある高校生や大学生等からの問
合せ・相談等に対して若手の技術職員がＷＥＢ面談を行
い，仕事内容やその魅力を伝えることで，採用試験の受験
者増に繋げ，優秀で多様な人材確保を図る。

人事委員会
事務局
総務課

農村地域水・土施設保全巡回
事業

継続
　管内の土地改良施設において，地域の協力を得ながら清
掃活動と併せ施設の点検を行い，施設の適切な維持管理
と機能保全に努める。

鹿児島地域
振興局

農林水産部

南薩地域振興局地域密着型
県政出前講座事業

継続
　地域の方々が集まる会合等に積極的に出かけて，自殺予
防対策等の県の施策について広くＰＲする。

南薩地域
振興局

保健福祉環境部

「道路ふれあい月間」における
道路美化活動

継続
　職員による道路のゴミ拾いを行い，道路の美化を啓発す
る。

北薩地域
振興局
建設部

甑大橋（こしきはひとつ）社会
基盤整備ＰＲ事業

継続
　来島者等を対象に公共事業への理解推進や道路などの
社会基盤について，甑大橋の事業概要説明を実施する（観
光振興にも寄与）。

北薩地域
振興局
建設部

（甑島支所）

大隅地域振興局版県政出前
セミナー事業

継続

　地域の様々な機会を捉えて積極的に県政を広くＰＲすると
ともに，地域住民等からの依頼を受けて実施した講習等の
リストを作成の上，その内容をＨＰへ掲載し，「身近な振興
局」としてイメージアップを図る。

大隅地域
振興局

総務企画部
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１　職員の技術・知識等の活用

海岸等美化活動事業 継続

　海岸等のゴミや空缶拾い，草刈等の清掃作業を行い，地
域の美化・環境保全を図る。
　①肝属川クリーン作戦
　②浜田・大浜海岸ボランティア活動

大隅地域
振興局
建設部

「道路ふれあい月間」に係る道
路美化活動事業

継続
　建設部職員及び県土木ＯＢ延べ約40名の参加により，管
内の県管理道路約10km区間の美化活動，安全点検を行
う。

大隅地域
振興局
建設部
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２　既存施設等の有効利用

交通安全教育器材貸出事業 継続
　交通安全意識の高揚を図るため，学校や職場等での交
通安全教育実施の際に交通安全教育DVD等を無料で貸し
出す。

男女共同参画局
くらし共生協働課

さくらじまんＰＲサポート事業 継続
　本県のイメージアップや地域活性化につながるイベント，
本県をＰＲする宣伝広報ツールなどに「さくらじまん」のキャ
ラクターデザインや着ぐるみを活用する。

観光・文化
スポーツ部
ＰＲ観光課

鹿児島県ＰＲ資材活用事業 継続
　市町村や関係団体・業界等に対し，ＰＲ動画や写真素材
等の活用を働きかけ，本県のイメージアップを図る。

観光・文化
スポーツ部
ＰＲ観光課

夏休み・黎明館キッズフェスタ 継続

　親子で本県の歴史・文化の魅力を学んでもらうことを目的
に，１５組程度の小学生・保護者を対象に，夏休み期間中
の８月に，当館の学芸員による常設展示や御楼門の解説
等を実施する。

観光・文化
スポーツ部
文化振興課

黎明館

教職員向け学習支援講座
（エンジョイ黎明館）

継続

　本県の歴史・文化に関する理解を深めてもらうことや，学
校教育における黎明館の活用に係る教職員と当館職員の
連携を図ることを目的に，県内の小・中・高・特別支援学校
の教職員（２０名程度）を対象に，学芸員による学校教育に
おける当館の活用策や常設展示・御楼門の解説等の講座
を実施する。

観光・文化
スポーツ部
文化振興課

黎明館

空き工場等紹介事業 継続
　県内の民間所有の空き工場等情報を県ＨＰに掲載し，企
業立地の促進と空き物件の有効活用を図る。

商工労働水産部
産業立地課

みんなの土木教室・現地見学
会

継続

　地域住民や将来を担う子供達に対して，身近な道路や河
川，港湾等で行われる工事によって自分たちの地域がどの
ように変化していくのかなど，公共事業について理解を深め
るための現地見学会等を行う。

土木部
監理課

技術管理室

地下壕の危険性に係る
啓発事業

継続

　市町村と連携して，地下壕の危険性に係る啓発を行い，
住民の安心・安全の確保を図る。
　・県政かわら版等による啓発
　・市町村広報誌による啓発(掲載依頼)等

土木部
都市計画課

スポーツ・レクリエーション用具
の貸出

継続
　県民の相談や問合せに応じて，ニーズに合ったスポーツ・
レクリエーション用具の貸出しを行うことで，県民の生涯ス
ポーツの活動を支援する。

教育庁
総合体育
センター

生涯学習ふれあい展示 継続
　生涯学習に取り組んでいる団体を対象に，文化創作活動
の学習成果を発表する場を提供する。

教育庁
かごしま
県民大学

中央センター

高校生図書館ボランティア養
成講座

継続

　図書館の実務に関する初歩的な業務を経験することを通
して，図書館業務への関心及び公共でのマナー意識を高
めるとともに，積極的にボランティア活動に取り組む人材の
育成を図る。

教育庁
図書館

県図書ほっとフェス 継続
　幅広い年齢層の県民を対象に図書資料や読書活動に関
するイベントを開催することで，本と人，情報と人，人と人を
つなぐ機会を提供する。

教育庁
図書館
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２　既存施設等の有効利用

奄美図書館文化活動連携事
業

継続
　奄美図書館の壁面を活用し，学校や美術協会等と連携し
て児童・生徒や会員の絵画等を展示する。

教育庁
奄美図書館

青少研ほっとスペース 継続
　不登校及び不登校傾向にある児童生徒に，気分転換や
体を動かす場を提供することにより，体験活動や人との関わ
りを通して，自己を見つめる機会とする。

教育庁
青少年研修

センター

青少年研修センター施設開放
事業

継続

　青少年研修センター内の豊かな自然や施設を広く県民に
開放し，自然体験活動や各種文化創作活動などを通して，
自然とふれあい，家族の絆を深めるとともに，青少年研修セ
ンターの役割や事業などについて県民の理解を深める。

教育庁
青少年研修

センター

鹿南少わくわくホリデー 継続
　心豊かでたくましい子どもの育成や家族の絆を深めるため
に，南薩少年自然の家や近隣の自然を活用した体験活動
を実施する。（年３回実施）

教育庁
南薩少年
自然の家

なんさつの星空観望会 継続
　中秋の名月について理解を深め，天体に関する興味関
心を高める機会とするため，十五夜の月の鑑賞や月につい
ての読み聞かせ，望遠鏡を使った観望を実施する。

教育庁
南薩少年
自然の家

自然の家フェスタ 継続
　施設を開放し，体験活動や創作活動などを通して，家族
のふれあいや参加者相互の交流を深めるとともに，奄美少
年自然の家の事業や活動について周知を図る。

教育庁
奄美少年
自然の家

天体観察 継続
　季節の星座や流星群，星，月の観察を通して，天体に対
する興味・関心を高めるとともに，宇宙の広さや神秘に気付
き，探求しようとする心を育てる。

教育庁
奄美少年
自然の家

「まいぶんキット」貸出事業 継続
　授業や郷土教育に活用できるよう，実物の出土品等を
キットとして貸し出す。

教育庁
埋蔵文化財

センター

収蔵庫バックヤードツアー 新規
　希望する団体に普段は見ることのできない出土品の収蔵
庫や整理作業の様子を職員の解説付きで見学してもらい，
埋蔵文化財への理解を深めてもらう。

教育庁
埋蔵文化財

センター

地域振興局管内情報発信事業 継続
　振興局・支庁の県民ホール等を活用して，紙媒体による
情報発信のほか，特産品等の展示紹介を行う。

全地域振興局・
支庁

南薩地域感染症危機管理情
報ネットワーク（NISE）運営事業

継続
　感染症流行の早期完治と予防啓発など，感染症情報を収
集・分析し，各関係機関へ情報配信する。

南薩地域
振興局

保健福祉環境部

観光用素材データ提供事業 継続
　景勝地・祭り・イベント・食材等観光に関する四季折々の
観光素材データ（画像）を提供し，南薩地域の魅力を発信
する。

南薩地域
振興局

総務企画部

社会基盤整備ＰＲ事業 継続
　公共事業への理解促進，共生協働の社会づくりの促進を
図るため，道路や港湾などの社会基盤について，現場見学
会やパネル展示を行う。

北薩地域
振興局
建設部

熊毛支庁農林水産部長優良
工事表彰事例展示事業

継続
　令和４年度に竣工した農林水産部関係の工事において，
優秀な成績を収め，農林水産部長表彰を受賞した工事を
写真等で展示する。

熊毛支庁
農林水産部
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２　既存施設等の有効利用

屋久島事務所ミニギャラリー設
置事業

継続
　屋久島事務所が地域の方々にとって身近な存在になるよ
うロビーを開放し，地域の方々の文化・芸術作品や子ども達
の学習成果などを展示する。

熊毛支庁
屋久島事務所

 大島支庁情報誌の発行 継続
　「大島支庁情報誌」を年２回支庁ホームページに掲載し，
事業の実施状況・進捗状況等を情報発信する。

大島支庁
総務企画部

大島紬PR事業 継続
　大島支庁内展示ケースへの大島紬製品の展示や大島紬
研修会・展示販売会の開催などを通じて，大島紬に対する
理解を深めるとともに，大島紬振興のためのPRを行う｡

大島支庁
総務企画部

名瀬港待合所イメージアップ
事業

継続
　待合所内のパネル等を利用して，ガイドマップの展示や
写真展の開催等を行う。

大島支庁
建設部
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３　政策情報の発信・ＰＲ

県公式ツイッター・フェイスブッ
ク情報発信事業

継続
　SNS（ソーシャル・ネットワーク・サービス）を活用し，県の施
策や行事・イベント等に関する情報の発信を行い，県政に
対する県民の理解と協力を得る。

総務部
広報課

鹿児島県動画配信サイト運用
事業
「鹿児島インターネット放送局
ムーブ！かごしま」

継続

　インターネットを活用した県政広報や県のPR活動の強化
を図るため，知事記者会見，県政広報番組，観光・県産品
のＰＲ動画などを配信する動画サイト「鹿児島インターネット
放送局ムーブ！かごしま」を運用する。

総務部
広報課

再犯防止推進普及啓発事業 継続
　県民の再犯の防止等に関する関心と理解を深めるため，
県ホームページ等を活用し，再犯の防止等について啓発を
行う。

男女共同参画局
青少年男女
共同参画課

県消費者行政推進室公式ツ
イッター「鹿児島県消費者行政
推進室」

継続

　公式ツイッターにおいて，消費者ホットライン１８８や消費
者トラブルの注意喚起等を県民へ啓発する。
  なお，掲載内容については消費者庁・国民生活センター・
県のいずれかのホームページでも閲覧可能としている。

男女共同参画局
消費者行政

推進室

大学生等による若年者消費者
被害防止対策事業

継続
　若年者の消費者被害防止対策の充実強化を図るため，
大学生等によるボランティアを任命し，若年者の目線に
立った効果的な啓発活動を展開する。

男女共同参画局
消費者行政

推進室

うそ電話詐欺防止のための留
守番電話設定ＰＲ事業

継続
　高齢者等のうそ電話詐欺による被害を防止するため，自
宅の固定電話を常に留守番電話に設定するよう県民へ啓
発する。

男女共同参画局
消費者行政

推進室

消費者教育講師情報ナビ 継続
　消費生活に関連する分野で専門知識を有する団体等の
講座情報をとりまとめて県ホームページに掲載し，学校や
地域における消費者教育への活用を図る。

男女共同参画局
消費者行政

推進室

食品ロス削減啓発事業 継続

　食品ロス削減月間（１０月）を中心に，県民の食品ロス削減
に対する意識を高めるための普及啓発を行う。また，フード
シェアリングサービス事業者との連携協定を活用し，具体的
な取組につながりやすい効果的な普及啓発を行う。

男女共同参画局
消費者行政

推進室

ふるさとワーキングホリデー促
進事業

新規
　市町村が行う「ふるさとワーキングホリデー」の取組につい
て，県が情報発信や助言等を行うことで，関係人口の創出
の促進を図る。

総合政策部
地域政策課

かごしまふぁんネットメールによ
る情報発信事業

継続 　鹿児島県の最新情報などを毎月１回メール配信する。
観光・文化
スポーツ部
ＰＲ観光課

ＰＲ観光課フェイスブック・イン
スタグラムによる情報発信事業

継続
　その時々の旬の情報を中心に，鹿児島の魅力を紹介する
記事を掲載するとともに，県内外で開催されるイベント案
内，鹿児島県の最新情報などを週３回を目安に発信する。

観光・文化
スポーツ部
ＰＲ観光課

「鹿児島県方言週間」普及啓
発事業

継続
　11月第３週の「鹿児島県方言週間」において県ホーム
ページ等を活用し，方言の保存継承に向けた広報活動や，
方言に関するイベントや伝承活動などの情報発信を行う。

観光・文化
スポーツ部
文化振興課

文化芸術イベント情報発信事
業

継続
　県が主催，共催，後援，助成する文化芸術イベントを県の
HPやフェイスブック等を活用し，積極的にPRする。

観光・文化
スポーツ部
文化振興課

スポーツイベント等情報発信事
業

継続
　県が主催・後援するスポーツイベントやプロスポーツチー
ムの情報等を県のインスタグラムやフェイスブック等を活用
し，積極的にＰＲする。

観光・文化
スポーツ部

スポーツ振興課
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３　政策情報の発信・ＰＲ

保育士の県内就職促進事業 継続

　県内就職を促すためのチラシを作成し，県内の保育士養
成施設に対して掲示及び学生への配布を依頼するととも
に，UIターンを希望する方へも周知し，県内への就職促進
を図る。

くらし保健福祉部
子育て支援課

「育児の日」普及事業 継続

　毎月19日の「育児の日」の普及・啓発を図るため，各地の
イベント等での既存のポスター等の活用や，市町村に対す
る広報の要請を行う。
　また，「育児の日」協力企業における具体的な取組事例等
を，県ホームページ等において紹介する。

くらし保健福祉部
子育て支援課

九州・山口地域あかい糸めー
る事業

継続

　九州・山口各県において，独身者の出会いの場となるイ
ベント情報（パーティ，食事会，マナーアップ講座等）を配
信し，九州・山口地域で結婚を希望する独身者の出会い・
結婚を応援する。

くらし保健福祉部
子育て支援課

かごしま結婚・子育てサポート
宣言企業の募集

継続

　社会全体で結婚及び子育てを応援する機運を高めるた
め，従業員の結婚及び子育ての支援に積極的に取り組む
企業を登録し，県ＨＰ及び広報誌等により広く県民に紹介
する。

くらし保健福祉部
子育て支援課

鹿児島県子ども食堂登録制度 継続
　子ども食堂の社会的信用や安心・安全の確保のため，子
ども食堂を登録し，県ホームページで広く県民に紹介する。

くらし保健福祉部
子育て支援課

県高齢者生き生き推進課公式
ツイッター・フェイスブック「ケア
★スタ～CareSｔａｒ　＆　CareSｔ
ａｆｆ～」

継続

   公式ツイッター・フェイスブックにおいて，介護現場で働く
若手介護職員及び介護職を目指す学生等を紹介し，介護
職のイメージアップによる新規参入促進等を図る。なお，掲
載内容については，県のホームページでも閲覧可能として
いる。

くらし保健福祉部
高齢者生き生き

推進課
介護保険室

本格焼酎ＰＲ促進事業 継続
　本県の本格焼酎の消費拡大やさらなるイメージアップを図
るため，様々な機会をとらえ，本格焼酎のＰＲを行う。

商工労働水産部
販路拡大・輸出

促進課

「イクボス」普及促進事業 継続

　「イクボス」の取組を県ホームページ等で周知・広報するこ
とにより，県内事業所等における「イクボス宣言」の実施を推
奨し，ワーク・ライフ・バランスへの取組の一層の促進を図
る。

商工労働水産部
雇用労政課

雇用対策協定に基づく連携事
業

継続
　雇用対策協定に基づく県と労働局の連携の下，効果的に
各般の事業を実施する。

商工労働水産部
雇用労政課
（関係各課）

かごしま活き生き食の日
ＰＲ事業

継続

　「かごしま活き生き食の日（毎月第３土曜日）」をＰＲし，食
育・地産地消の取組を推進する。
　・各種イベント，研修会，ホームページ，職員インフォメー
ション等において周知

農政部
農政課

「土木の日」に関連して行う建
設業のイメージアップ事業

継続
　公共施設及び建設事業の必要性や地域生活に果たす役
割等について地域住民の理解を深めるため，　「土木の日
（11月18日）」に合わせ，各種広報活動を行う。

土木部監理課
技術管理室
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３　政策情報の発信・ＰＲ

水辺の魅力を活かした「まち」
のリノベーション事業

継続

　河川敷地をにぎわいのある水辺空間として積極的に活用
することを推進するため，水辺空間の可能性を引き出し，市
町村や民間事業者が実施したい魅力的なまちづくり施策の
促進を図る。

土木部
河川課

トップアスリートによる我がまち
ＰＲ事業

継続
　県内トップ選手が，本県国体会場地市町等のＰＲ活動を
行うことで，広く全国にかごしま国体及び会場地市町の周
知を図る。

国体・
全国障害者

スポーツ大会局
競技力向上

対策課

公立学校施設整備事例紹介
事業

継続
　各自治体の施設整備の参考としてもらうため，県内の小・
中学校等施設の整備事例を県ホームページで紹介する。

教育庁
学校施設課

学校における文化財伝承活動
情報提供事業

継続
　教育活動の中で，伝統芸能やその伝承活動に取り組む
学校の児童生徒の様子を県のホームページで紹介する。

教育庁
文化財課

かごしま無形民俗文化財（民
俗芸能）伝承活動表彰

継続
　本県の民俗芸能の伝承意欲を高め，後継者の育成を図
るため，伝承活動に取り組んでいる児童生徒を表彰する。

教育庁
文化財課

本県各種普及啓発活動に関
連した図書の利用促進事業

継続
　本県各部局の普及活動について，当該パンフレット等の
設置や関連した図書資料の展示を行うことにより，更なる普
及啓発を図るとともに，本館の利用促進につなげる。

教育庁
奄美図書館

かごしま遺跡フォーラム 継続
　直近に発掘調査した遺跡の概要や，それに基づく地域の
歴史について発表することによって県民に埋蔵文化財の価
値についての理解を深めてもらう機会とする。

教育庁
埋蔵文化財

センター

埋蔵文化財センターの業務を
動画で学ぶ事業

継続
　独自製作した動画をユーチューブで公開し，県民の埋蔵
文化財への理解を深める機会とする。

教育庁
埋蔵文化財

センター

観光情報提供事業 継続
　地域の旬な情報を県ホームページに掲載し，情報提供を
行う。

全地域振興局・
支庁

鹿児島地域振興局広報・PR推
進事業

継続

　各種イベントやキャンペーンに参加する職員がスタッフ
コート及び名札等を着用し，県の取組等をPRし，普及広報
を図る。
（主なイベント等）
・交通安全，防犯街頭キャンペーン
・プロスポーツキャンプ激励式　など

鹿児島地域
振興局

総務企画部
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３　政策情報の発信・ＰＲ

地域情報発信事業
「地域の宝箱～地域フォトライ
ブラリ～」

継続
　ホームページに「地域の宝箱～地域フォトライブラリ～」を
設け，地域の魅力やイベント等を紹介する。

鹿児島地域
振興局

総務企画部

地域情報発信事業
「鹿児島地域振興局だより」

継続
　「鹿児島地域振興局だより」をホームページに掲載し，局
が実施する事業の取組状況や管内イベント等の情報などを
発信する。

鹿児島地域
振興局

総務企画部

地域情報発信事業
「かごしまPRキャラクターかご
ぶー」フェイスブック

継続
　フェイスブックを活用して，管内市村に関する観光・地域
振興・その他様々な情報を「かごしまPRキャラクターかご
ぶー」がレポーターとなって発信する。

鹿児島地域
振興局

総務企画部

鹿児島地域振興局庁舎周辺
環境整備事業(単独)

継続
　鹿児島地域振興局周辺道路等の清掃を，職員有志により
週１回30分程度実施する。
・活動予定40日／年

鹿児島地域
振興局
建設部

南薩地域観光・イベント情報Ｐ
Ｒ事業

継続
　南薩地域のイベント情報や地域情報などタイムリーな情報
について，振興局フェイスブックにより積極的な情報発信を
行うとともに，県ホームページにも同様の情報を掲載する。

南薩地域
振興局

総務企画部

南薩地域データブック作成事
業

継続
　南薩地域の人口動向，所得等の概況及び農林水産業，
観光客の動向などに関する各種データを掲載した概要を
作成し，ホームページに掲載する。

南薩地域
振興局

総務企画部

肥薩おれんじ鉄道利用促進支
援事業

継続
　肥薩おれんじ鉄道の利用促進を図るため，庁舎内に写
真，パンフレット，グッズ等の展示を行い，同鉄道のＰＲを行
う。

北薩地域
振興局

総務企画課

北薩地域観光・イベント情報等
ＰＲ事業

継続
　北薩地域管内における観光，イベント情報等をフェイス
ブックにより広く情報発信する。

北薩地域
振興局

総務企画課

ＦＭさつませんだいを活用した
保健福祉環境情報発信事業

継続
　ＦＭさつませんだい「あおまる暮らしの情報」を利用し，結
核予防，麻薬・覚醒剤乱用防止運動及び自殺対策強化月
間等の広報活動を行い，周知を図る。

北薩地域
振興局

保健福祉環境部

感染症情報発信事業 継続
　管内医療機関から得られた週ごとの感染症の発生件数の
集計等を行い，発生動向として，関係機関や住民へ発信
し，注意喚起を行う。

北薩地域
振興局

保健福祉環境部

木材利用・特用林産物ＰＲ事
業

継続
　これまでに実施した管内の木造施設や特用林産物の写
真パネル等を庁舎内に展示し，地材地建，地産地消をＰＲ
する。

北 地域
振興局

農林水産部

コミュニティＦＭを活用した動
物愛護思想普及啓発事業

継続
　コミュニティＦＭを利用し，保護された犬に関する情報及
び動物愛護思想の普及啓発に関する広報活動を行う。

大隅地域
振興局

保健福祉環境部

おおすみの木造公共施設ＰＲ
事業

継続

　１０月からの「木材利用促進月間」に合わせて，大隅地域
振興局１階県民室や市町のロビー等において，木造公共
施設等のパネルを展示し，広く県民へ木材の良さ等をＰＲ
する。

大隅地域
振興局

農林水産部

大隅地域観光・イベント情報等
PR事業

継続
　大隅地域管内における観光・イベント情報等をフェイス
ブックにより広く情報発信する。

大隅地域
振興局

総務企画部
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３　政策情報の発信・ＰＲ

熊毛地域の概況 継続
　熊毛地域の自然や生活環境，産業経済，行政等に関す
る各種データ等を掲載した地域総合資料集として作成し，
県ホームページに掲載する。

熊毛支庁
総務企画部

砂防読本を活用した防災教育
出前講座

継続

　過去の教訓や土砂災害に関する知識等を後世・次世代
に伝承し，災害時に迅速かつ的確な避難行動が取れるよう
防災教育を推進するため，小学校を対象に砂防読本を活
用した出前講座を行う。

熊毛支庁
建設部

ホームページによる農業農村
整備紹介事業

継続
　農業農村整備事業の概要のほか，棚田や農業用ため池
について，ホームページで紹介を行う。

熊毛支庁
農林水産部

大島地域情報発信事業 新規
　大島地域管内の県政情報や奄美群島に関するさまざまな
情報等をフェイスブック，インスタグラムにより広く情報発信
する。

大島支庁
総務企画部

奄美黒糖焼酎と農林水産物を
楽しむ会

継続
　奄美大島島内に居住する島外からの赴任者を対象とし
て，奄美黒糖焼酎と奄美大島産の農林水産物を紹介し，そ
の魅力に触れていただき，今後の消費拡大につなげる。

大島支庁
総務企画部
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４　民間団体等との連携

鹿児島県女性活躍推進宣言
企業制度

継続

　女性が働きやすい職場づくり，環境整備，制度の導入，登
用や採用目標などについて，それぞれの状況に応じた取
組を宣言する企業を「鹿児島県女性活躍推進宣言企業」と
して登録し，取組を支援する。

男女共同参画局
男女共同参画室

ヤミ金融はり紙撤去キャンペー
ン

継続
　県弁護士会や県司法書士会など22機関からなる「県多重
債務・ヤミ金融等対策協議会」において，関係団体協力の
もと，違法に掲出されたヤミ金融のはり紙を撤去する。

男女共同参画局
消費者行政

推進室

在外県人会長とのホットライン
事業

継続

　平成30年11月に開催された「鹿児島県人世界大会」を契
機に県と在外県人会長との間で開設したホットラインを通じ
て，鹿児島の観光や県産品など様々な情報をタイムリーに
発信する。

観光・文化
スポーツ部
国際交流課

黎明館企業等スタッフ研修 継続

  本県の歴史・文化に対する理解を深め，接客業務等に活
かすことができるよう，県内のホテル・観光業等のスタッフを
対象に，黎明館の学芸員により，常設展示，御楼門の解説
等の講座を実施する。

観光・文化
スポーツ部
文化振興課

黎明館

黎明館ミュージアムパートナー 継続

  黎明館の活動や本県の歴史・文化に関する理解を深めて
もらうことを目的に，毎年１０名程度のボランティアを募集・
採用し，年間１０回程度，広報活動や資料の整理，イベント
等の補助活動を実施する。

観光・文化
スポーツ部
文化振興課

黎明館

黎明館清掃ボランティア 継続
　黎明館の活動や本県の歴史・文化に関する理解を深めて
もらうことを目的に，毎年４０名程度のボランティアを募集・
採用し，年１回，館敷地内の清掃活動を実施する。

観光・文化
スポーツ部
文化振興課

黎明館

かごしま子育て支援パスポート
事業

継続

　事業に協賛する企業や店舗の御好意により，パスポートを
提示した子育て家庭の御家族に，割引や独自の優待サー
ビスなどを提供していただくことで，子育て家庭を地域全体
で応援する。

くらし保健福祉部
子育て支援課

かごしま中小企業支援ネット
ワーク

継続
　県内中小企業者の事業再生，事業承継，経営改善を支
援するため，県内の金融機関，保証機関，商工団体などの
相互の協調体制を構築し，連携強化を図る。

商工労働水産部
中小企業支援課

工業系高校生のための県内企
業出前授業

継続
　県内製造業企業の魅力を知る機会を提供するため，県内
の工業系・情報系高校及び大学等のうち希望する学校を対
象として，企業出前授業を実施する。

商工労働水産部
産業立地課

こどもフラワーアレンジメント教
室開催支援事業

継続
　小学校でのフラワーアレンジメント教室の実施にあたっ
て，県が窓口となり，実施団体と小学校との連絡調整・情報
提供等を行い，本事業の円滑な実施に取り組む。

農政部
農産園芸課

おいしいお茶の入れ方教室開
催支援事業

継続

　小学校でのかごしま茶のおいしい入れ方教室の実施にあ
たって，県が窓口となり，実施団体と小学校等との連絡調
整・情報提供等を行い，本事業の円滑な事業実施に取り組
む。

農政部
農産園芸課

ふるさとの道サポート・タイアッ
プ事業

継続

　地域住民等が行う県管理道路の清掃・美化活動を支援す
る「ふるさとの道サポート推進事業」とタイアップし，企業等
に当該サポーターの活動経費の一部を支援していただくこ
とにより，地域住民・企業・行政が一体となった美しいふるさ
との道の維持活動を行い，地域環境の保全向上や共生協
働による活力ある地域社会づくりに資する。

土木部
道路維持課
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４　民間団体等との連携

桜島火山対策に係る勉強会 継続
　桜島火山対策に係る勉強会を桜島周辺市や関係機関を
交えて実施し，今後火山防災対策を実施する上での課題
の整理を行う。

危機管理防災局
危機管理課

中・高校生のインターンシップ
事業

継続
　経済団体等と連携・協力し，公立の中学校，義務教育学
校後期課程，高等学校の１，２年生を対象として，夏季休業
期間中に企業等でのインターンシップを実施する。

教育庁
高校教育課

キャリア形成のための
学校への講師派遣事業

継続
　経済団体等と連携・協力し，企業の経営者や技術者等を
公立の小・中学校，義務教育学校，高等学校に派遣して，
出前授業や講演会等を行う。

教育庁
高校教育課

かごしま県民大学連携講座 継続

　県民の多様化・高度化する生涯学習ニーズに応えるた
め，かごしま県民大学中央センターと大学等の高等教育機
関，県及び市町村等の公的機関，民間の団体等と連携し
て公開講座等を実施する。

教育庁
かごしま
県民大学

中央センター

県立図書館ビジネス支援プロ
ジェクト

新規

　県民の課題解決支援に「役立つ」図書館を目指し，関係
機関と連携して，高校生，一般を対象に当館の図書資料を
活用したビジネス支援のためのセミナーを行う。
　・高校生ビジネスプラン作成講座（日本政策金融公庫と共
催）
　・お仕事応援セミナー（鹿児島県よろず支援拠点と共催）

教育庁
図書館

雑誌スポンサー制度 継続

　図書館の雑誌カバーを民間事業者等の広告媒体として
提供することにより，企業等に雑誌の購入代金を負担しても
らい，図書館の蔵書雑誌を増やし，雑誌コーナーの充実を
図る。

教育庁
図書館

奄美図書館

あまみＦＭディとの連携による
広報活動事業

継続

　「あまみＦＭディ！ウェイヴ」の番組（みちのしま！ザ・ワー
ルド）への出演を通じて，各種事業の案内や新刊図書の紹
介など，奄美図書館及び奄美少年自然の家の情報発信を
行う。

教育庁
奄美図書館
奄美少年
自然の家

鹿児島地域づくり表彰 継続

　鹿児島地域において，地域づくりに寄与した個人又は団
体であって，その功績が特に顕著で，今後も地域づくりのた
めの活動を続け，地域の未来に貢献することが期待できる
ものを表彰する。

鹿児島地域
振興局

総務企画部

鹿児島港環境美化活動事業 継続
　鹿児島港（ｳｫｰﾀｰﾌﾛﾝﾄﾊﾟｰｸ等）において，建設部職員を
中心にボランティアの協力も得ながらゴミの回収や空き缶拾
い等の清掃を年1回行い，港の美化や環境保全を図る。

鹿児島地域
振興局
建設部

道路ふれあい月間一斉清掃事
業

継続
　建設業関係者，ボランティアと連携しながら，管内の県管
理道路の点検及び美化活動を道の日に年１回実施する。

鹿児島地域
振興局
建設部

なんさつ地域づくり活動表彰事
業

継続
　地域活性化，伝統文化の継承，地域産業の振興，環境保
全等に取り組んでいる個人，団体を表彰する。

南薩地域
振興局

総務企画部

道の日道路パトロール事業 継続
　各市・建設業協会等と連携しながら，管内の県管理道路
の点検・美化活動を｢道路の日(8/10)」に合わせて実施す
る。

南薩地域
振興局
建設部
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４　民間団体等との連携

漁港環境美化活動事業 継続
　各市やボランティアと連携しながら，管内の県管理漁港の
点検及び美化活動を「灯台記念日(11/1)」の前後に実施す
る。

南薩地域
振興局

農林水産部

北薩摩の地域振興表彰 継続

　北薩地域振興局管内において，地域振興に取り組み，功
績が特に顕著な個人又は団体を表彰することで，地域・住
民が主体となった地域活性化や社会貢献などにつながる
取組の促進を図る。

北薩地域
振興局

総務企画課

土砂災害出前講座
（砂防ジュニアマイスター）

継続
　建設会社と協力し，既存の砂防施設の見学や砂防読本，
土石流模型を用いて,土砂災害に対する防災意識の向上を
目的とした講座を小学生等を対象に実施する。

北薩地域
振興局
建設部

（甑島支所）

姶良・伊佐地域づくり活動表彰 継続
　地域づくり活動に取り組み，その功績が顕著な団体を表
彰することにより，地域づくりの一層の活性化を図る。

姶良・伊佐地域
振興局

総務企画部

「FMきりしま」及び「あいら
びゅーFM」による普及啓発事
業

継続
　地元ラジオ「ＦＭきりしま」等の協力を得て，世界禁煙デー
及び禁煙週間等に関する正しい知識の普及啓発を行う。

姶良・伊佐地域
振興局

保健福祉環境部

道の日道路環境整備事業 継続
　建設関係者と連携しながら，道路のゴミ拾いや道路法面
の草刈りを行う。

姶良・伊佐地域
振興局
建設部

おおすみの地域力表彰事業 継続

　地域活性化，伝統文化の継承，地域産業の振興，環境保
全等に取り組んでいる個人，団体等を顕彰し，功績をたた
え，地域づくりをさらに活性化させ，「元気な大隅地域」をＰ
Ｒする。

大隅地域
振興局

総務企画部

たねやくきらめき表彰 継続
　熊毛地域の発展，活性化のために尽力している，あるい
は地域住民の励みとなる活躍をしているなどの功績が顕著
な個人や団体を表彰する。

熊毛支庁
総務企画部

屋久島の玄関口宮之浦港・安
房港環境美化活動事業

継続
　島を訪れる観光客等へのおもてなしとして，地域の方々と
協力して宮之浦港・安房港のごみ拾いや草刈り等を行い，
港内の美化や環境保全を図る。

熊毛支庁
屋久島事務所

屋久島事務所周辺の環境美
化・保全の取組

新規

　定時退庁日等に合わせ，屋久島事務所周辺の環境美
化・保全作業に職員がボランティアで取り組み，「屋久島の
顔」である県道沿いの環境美化・保全を，地域の団体，事
業者，個人で取り組む機運の醸成を図る。

熊毛支庁
屋久島事務所

あまみ地域づくり褒賞 継続
　地域づくりの推進を図る上で，功績が顕著であるものなど
を褒賞する。

大島支庁
総務企画部

コミュニティＦＭ等を活用した
広報活動

継続
　県の主催するイベントや青少年育成など普及・啓発したい
事項等の県政情報について，地元コミュニティ等を活用し，
広報活動を行う。

大島支庁
総務企画部

道の日道路パトロール事業 継続
　管内町村や建設業関係者等と連携しながら，県管理道路
の点検及び美化活動を行う。

大島支庁
瀬戸内事務所

喜界町特定外来植物駆除作
戦

新規
　喜界島内に侵入しており，農業に大きな被害を及ぼすこと
が危惧される特定外来植物の駆除を行う。

大島支庁
喜界事務所
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４　民間団体等との連携

喜界町海水浴場クリーン作戦
及び海の廃品活用事業

新規

　喜界島内の主な海水浴場の海開き前に清掃活動に取り
組み，当該活動で回収した活用可能な流木や廃品等を地
元福祉作業所に譲渡し，同作業所が新たな付加価値を持
たせた上で活用を図る。

大島支庁
喜界事務所

「道の日」及び「海の日」清掃
活動事業

継続

　道路や海に対する住民の関心と愛護精神を高めるため，
徳之島町役場，天城町役場，建設関係者等及び港湾施設
使用者等と管内の道路及び港湾施設の美化清掃作業を年
1回実施する。

大島支庁
徳之島事務所

外来種等駆除作業 継続
　世界自然遺産登録後の環境保全活動をさらに推進する
ため，関係者と連携して外来種等駆除作業を行う。

大島支庁
徳之島事務所

「道の日」清掃活動事業 継続
　管内の各役場，建設業者及びふるさとの道サポーター等
と連携し，管内３町の県道美化清掃作業等を町毎に年１回
実施する。

大島支庁
沖永良部事務所

港清掃活動事業 継続
　管内の各役場，建設業者，施設使用者等及びみんなの
港サポ－タ－等と連携し，管内３町の県管理港湾・漁港及
び海岸の清掃活動を年１回実施する。

大島支庁
沖永良部事務所

沖永良部地域赤土等流出防
止対策優良事例表彰

継続
　赤土等の流出防止に積極的に取り組んでいる事業者，団
体及び個人に感謝の意を表し，赤土流出防止対策に係る
住民の意識の高揚と赤土流出防止対策の普及を図る。

大島支庁
沖永良部事務所

土地改良施設等保全活動事
業
（土地改良施設愛護作業）

継続
　関係者と連携し，土地改良施設の除草，ゴミ拾い等の清
掃活動を実施する。

関係地域振興局
及び支庁

農林水産部
徳之島事務所

沖永良部事務所
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(Ⅱ) 引上げ分の地方消費税収が充てられる社会保障施策に要する経費

　引上げ分の地方消費税収は，地方税法の規定により，社会保障４経費その他社会保障施策

（社会福祉，社会保険及び保健衛生に関する施策）に要する経費に充てることとされている。

（単位：百万円）

うち一般財源

医　　　療 59,295 51,729

介護・高齢者福祉 28,905 25,378

子ども・子育て 27,622 21,606

合　　　計 115,822 98,713

分　　　野

令和５年度当初予算額

総　　　額

 １　引上げ分の地方消費税収（社会保障財源化分の市町村交付金を除く）　22,516百万円

 ２　社会保障施策に要する経費のうち社会保障４経費（一般財源）  　　  98,713百万円
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（Ⅲ）使用料・手数料改定（案）

改 定 内 容
部 局 名 項 目 備 考

現行単価(円) 改 定 案 ( 円 )

総務部 自己情報開示請求に係る手数 個人情報保護法に基づく自己情報を開 0 新 設

料 示請求する場合の手数料

行政機関等匿名加工情報に係 個人情報保護法に基づく行政機関等匿 21,000円に次 新 設

る手数料 名加工情報の利用に関する手数料 の額を加算

・同情報作成

時間１時間まで

ごとに3,950円

・委託費用

なお，既に提

供済みの同情

報について，

利用目的又は

期間変更を行

う場合12,000円

男女共同参 かごしま県民交流センター施 施設使用料

画局 設使用料 県民ホール 7,700～ 7,800～

110,800 112,200

大ホール 3,100～ 3,100～

46,100 46,700

中ホール 2,000～ 2,000～

29,300 29,700

ギャラリー第１ 28,100～ 28,500～

42,200 42,700

ギャラリー第２ 19,300～ 19,600～

28,900 29,300

ギャラリー第３ 3,600～ 3,600～

5,500 5,600

展示ロビー 3,600～ 3,600～

5,400 5,500

リハーサル室第１ 4,900～ 5,000～ 改 定

33,900 34,300

リハーサル室第２ 900～ 900～

6,500 6,600

リハーサル室第３ 900～ 900～

6,400 6,500

リハーサル室第４ 900～ 900～

6,300 6,400

リハーサル室第５ 600～ 600～

4,200 4,300

大研修室第１～第４ 6,000～ 6,100～

32,300 32,700

中研修室第１～第３ 5,100～ 5,200～

28,900 29,300
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改 定 内 容
部 局 名 項 目 備 考

現行単価(円) 改 定 案 ( 円 )

男女共同参 かごしま県民交流センター施 小研修室第１ 2,700～ 2,700～

画局 設使用料 15,600 15,800

小研修室第２・第３ 4,100～ 4,200～

23,800 24,100

県政記念公園 1,000～ 1,000～

8,000 8,100

かごしま県民交流センター設 設備使用料

備使用料 舞台大小道具

能舞台 6,550 6,640

所作台 5,740 5,810

松羽目 950 960

竹羽目 1,370 1,390

演台 510 520

金びょうぶ 1,160 1,180

鳥の子びょうぶ 1,160 1,180

地がすり 860 870

紗幕 860 870

振落しパイプ 720 730

ドライアイスマシン 860 870

スモークジェットファン 860 870

楽器 改 定

グランドピアノ（Ａ） 10,680 10,820

グランドピアノ（Ｂ） 3,490 3,540

アップライトピアノ 530 540

マリンバ 1,160 1,180

舞台照明器具

ボーダーライト 860 870

サスペンションライト 1,510 1,530

アッパーホリゾンライト 860 870

プロセニアムライト 1,510 1,530

トーメンタルタワーライト 860 870

ロアーホリゾンライト 480～720 490～730

フットライト 740 750

フロントサイドスポットライト 860 870

シーリングスポットライト 1,740 1,760

センターピンスポットライト 630～1,160 640～1,180

メタルハイライドピンスポット 420 430

ライト

サイドタワーライト 860 870

照明フライダクト 1,510 1,530

音響関係器具

吊りマイク装置 1,730 1,750

カセットデッキ 860 870

ＭＤレコーダー 860 870

ＣＤプレーヤー 860 870
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改 定 内 容
部 局 名 項 目 備 考

現行単価(円) 改 定 案 ( 円 )

男女共同参 かごしま県民交流センター設 映像関係器具

画局 備使用料 16ミリ映写機 3,520 3,570

オーバーヘッドカメラ 1,510 1,530

液晶プロジェクター 2,070 2,100

スクリーン 1,510 1,530

ＶＴＲ 2,090 2,120 改 定

ＤＶＤプレーヤー 2,090 2,120

陶芸窯

素焼き 960 970

本焼き 1,380 1,400

観光・文化 県歴史・美術センター黎明館 入館料

スポーツ部 入館料 その他の者（未就学児を除く。）

個人 400 410

年間入館料

その他の者（未就学児を除く。） 800 820

県歴史・美術センター黎明館 使用料

使用料 第１特別展示室 28,380 29,200 改 定

第２特別展示室 28,380 29,200

第３特別展示室 14,300 14,720

講堂

１日 13,500 13,650

午前９時から正午まで 5,400 5,460

午後１時から午後６時まで 8,140 8,230

茶室

１日 3,500 3,590

１日５時間以内の使用形態にあっ 660 680

ては，１時間までごと

映写機，録音機等の機械 680 690

商工労働水 工業技術センター使用料 設備使用料

産部 イオンクロマトグラフ 3,270

微量全窒素・硫黄分析装置 2,140

非破壊強度測定装置 390 新 設

パネルソー 860

自動磁気ボール盤 410

大島紬着姿シミュレーションシステ 990 1,000

ム

３次元プリンター 2,300 2,310

炭酸ガスレーザ加工機（木材加工） 2,640 2,650

炭酸ガスレーザ加工機（金属加工） 4,580 4,600

加圧蒸煮缶 620 630 改 定

染色装置 1,360 1,370

原子吸光光度計 1,500 1,510

走査型プローブ顕微鏡 2,200 2,210

ナノ粒子解析システム 2,260 2,270
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改 定 内 容
部 局 名 項 目 備 考

現行単価(円) 改 定 案 ( 円 )

商工労働水 工業技術センター使用料 水簸装置 640 650

産部 精密研磨機 640 650

硬さ計ほか 650 660

Ｘ線回折装置 1,740 1,750

蛍光Ｘ線分析装置 1,790 1,800

透過率・反射率測定装置 2,590 2,600

炭素・硫黄分析装置 2,770 2,780

走査型顕微鏡 2,790 2,800

高周波プラズマ発光分光分析装置 5,450 5,470

振動計 490 500

溶射ガントラバース装置 560 570

油圧万能材料試験機 690 700

旋盤ほか 800 810

高速度カメラ 900 910

表面あらさ測定機 910 1,620

横型平面研削盤 930 940

複合振動試験装置 990 1,000

三次元測定機 1,140 2,860

炭酸ガス半自動溶接機 1,320 1,330

金属粉末射出成形機 1,440 1,450 改 定

輪郭形状測定機 1,470 1,480

全焦点３Ｄ表面形状測定機 1,480 1,490

三次元表面構造解析顕微鏡 1,510 1,520

材料物性検証システム 1,570 1,580

機械系ＣＡＤシステム 1,620 1,700

溶接ロボット 1,680 1,690

成形検証サーボプレス 1,710 1,720

真円度測定機 1,770 1,780

構造解析システム 2,210 2,220

薄板解析システム 2,260 2,270

鍛造解析システム 2,300 2,310

ワイヤカット放電加工機 2,320 2,330

マシニングセンター 3,010 3,020

高速マシニングセンタ 3,340 3,350

非接触式３次元スキャン装置 3,730 3,740

側方照射型軟Ｘ線装置 5,480 5,510

ナノフォーカスＸ線ＣＴ装置 5,590 5,610

照度計 410 420

放射伝導イミュニティー試験システ 1,520 1,530

ム

耐電磁ノイズ試験システム 990 1,000

信号発生器 1,200 1,210

デジタルオシロスコープ 1,260 1,270

サーモグラフィー 1,290 1,300

ＥＭＩ計測システム 1,600 1,610

超精密ＸＹＺステージ 1,610 1,620

ＥＭＩレシーバ 1,620 1,630

ネットワークアナライザ 2,220 2,230
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改 定 内 容
部 局 名 項 目 備 考

現行単価(円) 改 定 案 ( 円 )

商工労働水 工業技術センター使用料 電波暗室 4,020 4,040

産部 熱伝導率測定装置（熱流計法） 500 510

自動直角二面鉋盤 1,010 1,020

木材乾燥機 1,070 1,080

大型恒温恒湿機 1,130 1,140

実大試験機ほか 1,360 1,370

ＮＣルーター 1,860 1,870

モルダー 2,030 2,040

スプレードライヤー 960 970

接触角測定機 1,220 1,230

バルーン製造装置 2,060 2,070

超微粉砕分級装置 2,210 2,220

ローラーミル粉砕分級装置 2,630 2,640

２段式エアテーブル 2,830 2,840

ガス置換型高温熱処理炉 3,590 3,600

フィールドエミッション走査電子顕 4,080 4,100

微鏡

オージェ電子分析装置 4,770 4,790

電子線プローブマイクロアナライザ 4,770 4,790

プラズマ成膜装置 5,010 5,030

漁港土砂採取料 砂 98 100 改 定

砂利 150 160

かき込砂利 140 150

ぐり石 140 150

転石（直径60センチメートル未満のも 80 83

の）

漁港占用料 電柱 510 520

親子ラジオ柱 190 200

鉄塔 720 730

樋管等の地下埋設物（直径50センチメ 69 70

ートル未満のもの）

軌道 640 650

通路又は通路橋 41 42

専用住宅 91 92

倉庫，工場，造船所，事務所又は店舗 102 103

材料置場（鉱工業用地） 78 79

材料置場（土木建築用地） 78 79

漁業用工作物 56 57

遊船 600 620

広告板又は広告塔 910 920

物干場 69 70

流木用くい 77 78
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改 定 内 容
部 局 名 項 目 備 考

現行単価(円) 改 定 案 ( 円 )

商工労働水 計量法関係手数料 検定手数料

産部 質量計（非自動はかり・電気式又は

光学式のもの）

ひょう量30kg以下 1,050 1,200

ひょう量100kg以下 1,250 1,400

ひょう量250kg以下 1,650 1,800

ひょう量500kg以下 2,050 2,200

ひょう量500kg超 2,400 2,550

質量計（非自動はかり・棒ばかり又

はばね式指示はかりのうち直線目盛

のみあるもの）

ひょう量10kg以下 100 250

ひょう量10kg超 190 340

質量計（非自動はかり・その他のも

の）

ひょう量5kg以下 150 300

ひょう量20kg以下 190 340

ひょう量50kg以下 260 410

ひょう量100kg以下 360 510

ひょう量250kg以下 530 680

ひょう量500kg以下 910 1,060

ひょう量1t以下 1,600 1,750

ひょう量2t以下 2,450 2,600

ひょう量5t以下 6,200 6,350 改 定

ひょう量10t以下 7,800 7,950

ひょう量20t以下 11,500 11,650

ひょう量30t以下 14,300 14,450

ひょう量40t以下 19,100 19,250

ひょう量50t以下 21,500 21,650

ひょう量50t超 38,100 38,250

体積計（燃料油メーター・微流量燃 600 630

料油メーター）

体積計（燃料油メーター・簡易燃料 1,550 1,580

油メーター）

体積計（燃料油メーター・自動車等 2,050 2,080

給油メーター又は小型車載燃料油メ

ーター）

体積計（燃料油メーター・大型車載

燃料油メーター又は定置燃料油メー

ター）

口径が30mm以下 2,650 2,680

口径が30mm超 3,400 3,430
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改 定 内 容
部 局 名 項 目 備 考

現行単価(円) 改 定 案 ( 円 )

商工労働水 計量法関係手数料 体積計（液化石油ガスメーター） 6,400 6,430

産部

車両等装置用計量器装置検査手数料 780 800

工業技術センター手数料 分析手数料

定性分析（食品添加物等） 2,470 2,480

定性分析（鉱産物 石英等） 3,430 3,440

定性分析（簡易なもの 前処理を要 1,360 1,370

しないもの）

定性分析（普通のもの 有機化合物 3,190 3,200

GC/MS,IR,LC使用）

定性分析（複雑なもの 結晶化合 3,220 3,230

物Ｘ線回折装置使用）

定性分析（特殊なもの 金属成分 3,870 3,890

蛍光X線装置使用）

定性分析（特殊なもの 金属成分 3,190 3,200

ＳＥＭ－ＥＤＸ使用）

定性分析（特殊なもの 金属成分 5,350 5,380

ＥＰＭＡ使用：点分析）

定性分析（特殊なもの 金属成分 6,840 6,870

ＥＰＭＡ使用：線分析）

定性分析（特殊なもの 金属成分 10,820 10,860 改 定

ＥＰＭＡ使用：面分析）

定性分析（特殊なもの 金属成分 9,400 9,440

ＡＥＳ使用：表面分析）

定性分析（特殊なもの 金属成分 15,230 15,290

ＡＥＳ使用：内部分析）

定性分析（特殊なもの よう素吸着 4,910 4,930

性能）

定量分析（けい酸塩 強熱減量，け 1,800 1,810

い酸等）

定量分析（用水・排水 簡易なもの 1,800 1,810

硬度，塩化物イオン等）

定量分析（用水・排水 普通のもの 2,350 2,360

ＣＯＤ，ＤＯ，ＳＳ等）

定量分析（用水・排水 複雑なもの 3,460 3,470

ｎ－ヘキサン抽出物質等）

定量分析（用水・排水 特殊なもの 4,560 4,570

ＢＯＤ）

定量分析（鉱油及び燃料 簡易なも 1,800 1,810

の 残留炭素）

定量分析（鉱油及び燃料 普通のも 2,350 2,360

の 全酸価）

定量分析（鉱油及び燃料 複雑なも 3,460 3,510

の 全窒素）

定量分析（食品 一般成分 全窒 2,280 2,290

素，タンパク質等）

定量分析（食品 特殊成分 ブドウ 3,460 3,470

糖，脂肪等）
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改 定 内 容
部 局 名 項 目 備 考

現行単価(円) 改 定 案 ( 円 )

商工労働水 工業技術センター手数料 定量分析（食品 食品添加物 ソル 3,460 3,470

産部 ビン酸等）

定量分析（微生物 一般細菌数，大 3,870 3,890

腸菌群数）

定量分析（金属材料 炭素，いお 3,460 3,470

う）

定量分析（金属材料 その他の元 3,020 3,030

素）

定量分析（木材 簡易なもの ホル 2,070 2,080 改 定

ムアルデヒド放出量等）

定量分析（共通 簡易なもの 水 1,800 1,810

分，灰分，塩分等）

定量分析（共通 普通のもの 鉄， 2,350 2,360

硝酸イオン等）

定量分析（共通 複雑なもの 3,870 3,890

ＴＯＣ，クロム等）

定量分析（共通 特殊なもの） 4,560 4,570

試験手数料

化学試験（木材 木材保存剤の効 4,450 4,470

力試験）

化学試験（木材 耐薬品性試験） 2,120 2,130

物理試験（食品 着色度，色度（し 1,140 1,150

ょうゆ），ボーメ）

物理試験（化学・環境 鉱油及び燃 1,140 1,150

料 粘度指数，セタン指数）

物理試験（化学・環境 鉱油及び燃 1,840 1,850

料 引火点，流動点）

物理試験（化学・環境 鉱油及び燃 2,840 2,850

料 蒸留，燃料希釈率）

物理試験（化学・環境 紙類物性） 1,140 1,150

物理試験（化学・環境 染色堅牢 1,140 1,150 改 定

度）

物理試験（化学・環境 耐光堅牢 2,580 2,590

度）

物理試験（化学・環境 繊維物性） 1,140 1,150

物理試験（化学・環境 剛軟度） 1,190 1,200

物理試験（素材 硬さ試験 ロック 990 1,000

ウェル）

物理試験（素材 凍害試験） 8,510 8,540

物理試験（機械 引張，伸び率試 1,360 1,370

験）

物理試験（機械 降伏点，曲げ試 1,360 1,370

験）

物理試験（機械 圧縮試験） 1,360 1,370

物理試験（機械 ねじり試験） 1,320 1,330

物理試験（機械 硬さ分布試験 切 4,710 4,730

断不要）
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改 定 内 容
部 局 名 項 目 備 考

現行単価(円) 改 定 案 ( 円 )

商工労働水 工業技術センター手数料 物理試験（機械 硬さ分布試験 切 6,290 6,320

産部 断要）

物理試験（木材 比重） 1,840 1,850

物理試験（木材 引張，圧縮試験） 2,990 3,000

物理試験（木材 静荷重試験） 2,580 2,590

物理試験（木材 収縮膨張試験） 4,300 4,320

物理試験（木材 曲げ強度試験） 5,070 5,090

物理試験（木材 せん断試験） 5,070 5,090

物理試験（木材 接着力試験） 2,430 2,440

物理試験（木材 釘の保持力試験） 3,290 3,300

物理試験（木材 衝撃試験） 2,280 2,290

物理試験（木材 繰り返し衝撃試 3,290 3,300

験）

物理試験（木材 硬度試験） 6,000 6,030

物理試験（木材 学校用机 強度試 6,060 6,080

験）

物理試験（木材 学校用いす 安定 3,260 3,280

性試験）

物理試験（木材 学校用いす 強度 5,670 5,690 改 定

試験）

物理試験（木材 学校用いす 耐久 6,930 6,960

性試験 座面）

物理試験（木材 学校用いす 耐久 6,930 6,960

性試験 背もたれ）

物理試験（共通 白度，透視度，屈 1,140 1,150

折率旋光度，香味，炭酸ガス圧検

鏡，ｐＨ，液体比重ほか）

物理試験（共通 粒度分布，発熱 1,840 1,850

量）

物理試験（共通 固体比重 真比 2,000 2,010

重，単位容積重量等）

物理試験（共通 見掛比重） 2,450 2,460

物理試験（共通 粘度，動粘度） 2,580 2,590

物理試験（共通 吸収率，透過率， 2,830 2,840

反射率）

物理試験（共通 摩耗試験） 1,210 1,220

物理試験（共通 接触角） 3,930 3,950

物理試験（その他のもの） 1,140～9,130 1,150～9,170

機械試験（機械 構造物試験 重量 1,980 1,990

20Kg未満）

機械試験（機械 構造物試験 重量 2,400 2,410

20Kg以上）

検査測定手数料

メッキ膜厚測定（素材 顕微鏡測 3,110 3,120

定） 改 定

形状測定（機械 触針法） 2,060 2,070

形状測定（機械 投影法） 1,840 1,850

形状測定（機械 光波干渉法） 2,210 2,220
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改 定 内 容
部 局 名 項 目 備 考

現行単価(円) 改 定 案 ( 円 )

商工労働水 工業技術センター手数料 形状測定（機械 画像合成） 3,460 3,480

産部 真円度測定 2,090 2,100

マクロ組織試験 3,110 3,120

Ｘ線透過試験（フィルム撮影） 2,920 2,930

Ｘ線透過試験（デジタル画像） 940 950

Ｘ線透過試験（立体画像） 7,020 7,050

Ｘ線ＣＴ試験 7,490 7,520

振動測定 2,260 2,270

精密長さ測定 860～1,550 860～1,560

表面あらさ測定（通常のもの） 860 2,390

表面あらさ測定（超精密なもの） 2,040 2,050

磁気探傷試験 1,260～7,610 1,260～7,640 改 定

超音波探傷試験 1,260～7,610 1,260～7,640

三次元測定（簡易なもの） 1,490 3,080

三次元測定（普通のもの） 5,570 5,740

三次元測定（複雑なもの） 5,570 9,920

超音波顕微鏡観察試験 2,630 2,650

電子線マイクロアナライザ観察試験 4,660 4,680

顕微鏡組織試験 4,660 4,680

電子顕微鏡試験（前処理を要しな 5,680 5,700

い）

電子顕微鏡試験（前処理を要する） 6,710 6,740

超音波厚み測定 990～7,050 990～7,080

有機酸分析計測定 3,750 3,770

赤外吸収スペクトル測定 1,940 1,950

顕微赤外吸収スペクトル測定 2,650 2,660

ガスクロマトグラフ測定 3,350 3,360

Ｘ線回折測定 2,990 3,000

質量スペクトル測定 3,210 3,220

蛍光Ｘ線スペクトル測定 4,310 4,330

放射線表面汚染測定 3,260 3,270

顕微鏡試験（前処理を要しない） 5,310 5,340

顕微鏡試験（前処理を要する） 10,930 10,970

オージェ電子分析装置観察試験 6,550 6,570

農政部 家畜の投薬又は注射手数料 流行性脳炎 1,130 1,140 改 定

土木部 道路占用料 自動運行補助施設 3～1,400 新 設

流水占用料 水車用水 45 46 改 定

その他の用水 950 960

河川土地占用料 電柱（市の区域） 660 670

電柱（町村の区域） 510 520

親子ラジオ柱（市の区域） 190 200

親子ラジオ柱（町村の区域） 190 200 改 定

鉄塔（市の区域） 830 840

鉄塔（町村の区域） 720 730
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改 定 内 容
部 局 名 項 目 備 考

現行単価(円) 改 定 案 ( 円 )

土木部 河川土地占用料 樋管等の地下埋設物(直径50cm未満) 79 80

（市の区域）

樋管等の地下埋設物(直径50cm未満) 69 70

（町村の区域）

軌道（市の区域） 690 700

軌道（町村の区域） 640 650

道路又は通路橋（市の区域） 45 46

道路又は通路橋（町村の区域） 41 42

専用住宅（町村の区域） 91 92

倉庫，工場，造船所，事務所又は店舗 102 103

（町村の区域）

鉱工業用地材料置場（町村の区域） 78 79 改 定

土木建築用地材料置場（町村の区域） 78 79

温泉施設（市の区域） 14,100 14,200

温泉施設（町村の区域） 14,100 14,200

漁業用工作物（市の区域） 79 80

漁業用工作物（町村の区域） 56 57

漁業用地その他（市の区域） 44 45

遊船（市の区域） 600 620

遊船（町村の区域） 600 620

桟橋又は渡船場（市の区域） 99 100

桟橋又は渡船場（町村の区域） 64 65

広告板又は広告塔（町村の区域） 910 920

物干場又は物揚場（町村の区域） 69 70

係船くい又は流木用くい（町村の区 77 78

域）

海岸土地占用料 電柱 510 520

親子ラジオ柱 190 200

鉄塔 720 730

樋管等の地下埋設物(直径50cm未満) 69 70

軌道 640 650

道路又は通路橋 41 42

専用住宅 91 92

倉庫，工場，造船所，事務所又は店舗 102 103

鉱工業用地材料置場 78 79 改 定

土木建築用地材料置場 78 79

漁業用工作物 56 57

遊船 600 620

桟橋又は渡船場 64 65

広告板又は広告塔 910 920

物干場又は物揚場 69 70

係船くい又は流木用くい 77 78

海底土地使用料 電柱 510 520 改 定

親子ラジオ柱 190 200

鉄塔 720 730

樋管等の地下埋設物(直径50cm未満) 69 70
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改 定 内 容
部 局 名 項 目 備 考

現行単価(円) 改 定 案 ( 円 )

土木部 海底土地使用料 軌道 640 650

道路又は通路橋 41 42

鉱工業用地材料置場 78 79

土木建築用地材料置場 78 79

漁業用工作物 56 57 改 定

遊船 600 620

桟橋又は渡船場 64 65

広告板又は広告塔 910 920

物干場又は物揚場 69 70

係船くい又は流木用くい 77 78

河川土石等採取料 砂利 150 160

かき込砂利 140 150 改 定

ぐり石 140 150

転石（直径60cm未満のもの） 80 83

軽石 150 160

芝草 68 69

海岸土石採取料 砂 98 100

砂利 150 160 改 定

かき込砂利 140 150

ぐり石 140 150

転石（直径60cm未満のもの） 80 83

海底土地土石採取料 砂 98 100

砂利 150 160 改 定

かき込砂利 140 150

ぐり石 140 150

転石（直径60cm未満のもの） 80 83

港湾占用料 電柱 510 520

親子ラジオ柱 190 200

鉄塔 720 730

樋管等の地下埋設物（直径50cm未満） 69 70 改 定

軌道 640 650

通路又は通路橋 41 42

専用住宅 91 92

倉庫，工場，造船所，事務所又は店舗 102 103

材料置場（鉱工業用地，土木建築用 78 79

地）

漁業用工作物 56 57

遊船 600 620

広告板又は広告塔 910 920

物干場 69 70

流木用くい 77 78

港湾土砂採取料 砂 98 100 改 定

砂利 150 160

かき込砂利 140 150
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改 定 内 容
部 局 名 項 目 備 考

現行単価(円) 改 定 案 ( 円 )

土木部 港湾土砂採取料 ぐり石 140 150 改 定

転石（直径60cm未満） 80 83

建築確認申請等手数料 建築物の容積率特例認定申請手数料 28,000

新 設

高度地区内建築物の高さ特例許可申請 162,000

手数料

教育委員会 県立学校体育施設開放使用料 県立学校体育施設開放使用料

体育館 550 560

グラウンド 1,130 1,140

その他施設 220 230

県立図書館研修室等使用料 大研修室

冷暖房設備を使用しない場合 3,570～ 3,620～

12,330 12,490

冷暖房設備を使用する場合 4,690～ 4,750～

16,100 16,310

第１研修室

冷暖房設備を使用しない場合 1,320～ 1,340～

4,490 4,550

冷暖房設備を使用する場合 1,730～ 1,750～

5,910 5,990

第２研修室

冷暖房設備を使用しない場合 710～ 720～

2,340 2,370

冷暖房設備を使用する場合 1,020～ 1,030～

3,050 3,090

第３研修室

冷暖房設備を使用しない場合 2,340～ 2,370～ 改 定

8,260 8,370

冷暖房設備を使用する場合 3,060～ 3,100～

10,800 10,940

県立奄美図書館研修室等使用 第１研修室

料 冷暖房設備を使用しない場合 3,300～ 3,340～

8,190 8,290

冷暖房設備を使用する場合 4,360～ 4,420～

10,430 10,550

第２研修室，第３研修室

冷暖房設備を使用しない場合 1,700～ 1,720～

4,150 4,200

冷暖房設備を使用する場合 2,230～ 2,260～

5,210 5,280

県立青少年研修施設使用料 宿泊棟使用料 1,080 1,090

キャンプ場使用料 330 340
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改 定 内 容
部 局 名 項 目 備 考

現行単価(円) 改 定 案 ( 円 )

警察本部 特定自動運行許可等申請手数 特定自動運行許可申請手数料 79,200

料 新 設

特定自動運行計画変更許可申請手数料 78,500

県立病院局 助産料 在胎週数22週以上

時間内 157,000 163,000

時間外 174,000 180,000

休日・深夜 178,000 184,000

改 定

在胎週数22週未満

時間内 145,000 151,000

時間外 162,000 168,000

休日・深夜 166,000 172,000

入院室加算料 助産に係るもの

注１ 県立薩南病院 2,000～ 新 設

7,000

その他のもの

県立薩南病院 5,230 2,200～ 改 定

7,700

注１）県立薩南病院が新病院に移転した日から適用する
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